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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（１）効率化目標の設定 

 

【中期目標】 

① 一般管理費 

一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経

費を除く。）について、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度比で１５％程度削減す

る。 

② 運営費交付金対象業務経費 

運営費交付金対象業務経費（公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減

する経費を除く。）について、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度比で５％程度に

相当する額を削減する。 

【中期計画】 

① 一般管理費 

一般競争入札等の活用等により、業務運営の効率化を推進し、一般管理費のさらなる削減に努め

る。 

数値目標 

一般管理費（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経

費を除く。）について、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度比で１５％程度に相当

する額を削減する。 

② 運営費交付金対象業務経費 

一般競争入札等の活用、単価の見直しや事業執行方法の改善等を通じて、業務運営の効率化を推

進し、運営費交付金対象業務経費の更なる削減に努める。 

数値目標 

運営費交付金対象業務経費（公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減

する経費を除く。）について、中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度比で５％程度に

相当する額を削減する。 

【年度計画】 

 中期目標期間の最後の事業年度において、平成１９年度に比べ、一般管理費（人件費、公租公課等

の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）については１５％に相当す

る額を、運営費交付金対象業務経費（公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因によ

り増減する経費を除く。）については５％程度に相当する額を削減するとの目標を達成するため、一般

競争入札等の活用、事業の見直しや事業執行方法の改善等により業務運営の効率化を推進する。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

  業務運営の効率化を推進するために必要な事項を具体的目標として挙げたものである。 
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② 当該年度における取組  

（１）一般管理費の削減 

・ 一般管理費の効率化対象経費については、対平成１９年度比１１百万円（１０．５％）の減となった。 

 

（２）運営費交付金対象業務経費の削減 

・ 平成２３年度事業の実施にあたっては、一層の一般競争入札の実施、随意契約件数の縮減を図る

等、効率化に努めた。 

・ これらの結果として、運営費交付金対象業務経費は、対平成１９年度比１億円（１４．９％）の減とな

った。 

 

（３）今後の取組 

  引き続き一般競争入札等の競争性のある契約の促進を図るとともに、事業の適正な執行に努め経

費削減を図っていくこととする。 

 

数値目標の達成状況 

【一般管理費、運営費交付金対象業務経費の削減】 

 （単位：千円） 

区分 

平成２３年度 

計画額 

（Ａ） 

平成２３年度 

実績額（Ｂ） 

（括弧内は効率

化対象予算） 

増減額 

（Ｂ－Ａ） 

平成１９年度 

（括弧内は効率

化対象予算） 

対平成１９年度 

増減率 

（所要額を除く） 

一般管理費 ２５８，７５３ 
２４３，９９９ 

（９３，１１８） 
△１４，７５４ 

２８２，２８８ 

（１０４，０２１） 
△１０．４８％ 

運営費交付金 

対象業務経費 
７５４，０８８ 

７０８，９５９ 

（５７２，２３６） 
△４５，１２９ 

８３６，０３４ 

（６７２，０４１） 
△１４．８５％ 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（２）総人件費改革 

 

【中期目標】 

総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平

成１８年法律第４７号）等に基づく平成１８年度からの５年間で５％以上を基本とする削減について、

引き続き着実に実施するとともに、役職員の給与に関し国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直

しを促進する。さらに「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣議

決定）に基づき、人件費改革の取組を平成２３年度まで継続するものとする。また、給与水準の適正

化について検証し、これを維持する合理的な理由がない場合には給与水準の適正化に取り組むとと

もに、その検証結果や取組状況を公表する。 

【中期計画】 

総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平

成１８年法律第４７号）等に基づく平成１８年度からの５年間で５％以上を基本とする削減について、

引き続き着実に実施するとともに、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年

７月７日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成２３年度まで継続するものとする。 

 また、機構の給与水準に関しては、国内事務所が東京のみであること、職員の学歴構成が高い

こと等の理由から、国家公務員に対する指数では１０５．３、東京都在勤の国家公務員に対する指数

では９３．８（指数はともに平成１８年度）となっているところであるが、引き続き、給与水準の適正化

について検証し、これを維持する合理的理由がない場合には給与水準の適正化に取り組むととも

に、その検証結果や取組状況を公表する。 

【年度計画】 

総人件費については、簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平

成１８年法律第４７号）等に基づく平成１８年度からの５年間で５％以上を基本とする削減について、

達成したところであるが、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７日

閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を継続する。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

行政改革の重要方針に掲げられた人件費削減について、引き続き着実に実施するとともに、 

給与水準の適正化の取組を継続するものである。 

 

② 当該年度における取り組み   

・人員の効率的運用等を講じた結果、平成２３年度の人件費は平成１７年度比５．０％以上の削減目

標を大きく超え、１９．９％を削減する結果となった。 
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＜総人件費改革の取組状況＞  

年   度 
基準年度 

（平成１７年度） 
平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

給与、報酬

等支給総額 

（千円） 

１，１３２，５５９ １，１０７，４１４ １，０８７，５９１ １，０３５，１１６ ９４０，２２７ ９４３，７３９ ９０７，０２７ 

人件費 

削減率 

（％） 

  △２．２％ △３．９％ △８．６％ △１６．９％ △１６．６％ △１９．９％ 

人件費削減

率（補正値）

（％） 

  △２．２％ △４．６％ △９．３％ △１５．２％ △１３．４％ △１６．４％ 

 

 

 

 

 

 

・平成２３年度のラスパイレス指数（国家公務員と比較した給与水準）は１０５．０、東京都特別区 

在勤の国家公務員との比較では９０．８となった。 

・当機構は地方組織が無く、職員の約９割が大卒・大学院卒であるため、今後も地域・学歴を考慮した

東京都特別区在勤の国家公務員との比較でラスパイレス指数が１００を上回ることのないよう、引き続

き適切な措置を講じていく。 

 

 

※ラスパイレス指数が算出されておらず、数字が入手できないものについては「－」とした。 

注１：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）による

人事院勧告を踏まえた官民給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率である。 なお、平成１８

年、平成１９年、平成２０年、平成２１年、平成２２年、平成２３年の行政職（一）職員の年間平均給

与の増減率はそれぞれ０％、０．７％、０％、▲２．４％、▲１．５％、▲０．２３％である。 

注２：金額については単位未満切り捨て、削減率については小数点第二位切り捨てとしている。 

ＪＮＴＯのラスパイレス指数推移 
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・役員報酬額の公表については、上記の措置状況やラスパイレス指数等を含め「役職員の報酬・給与

等の公表」として、平成２４年６月２９日にホームページ上で平成２３年度分を公表（予定）。 

 

・また、報酬・給与への業務実績・勤務成績の反映方法として、役員報酬に関しては、期末特別手当

に対し国土交通省独立行政法人評価委員会が行う業績評価の結果を参考にして、役員の実績に

応じ決定した。職員に関しては、平成１６年度から導入した人事評価制度により、厳正な人事評価

を行い、評価結果を職員の昇給等の処遇に反映させた。 

 

・決算監査により、「人件費抑制の取組み」や「対国家公務員指数の推移」を含めた実績等について、

その適正性を検証した。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（３）組織体制の整備 

 

【中期目標】 

ビジット・ジャパン・キャンペーン実施本部事務局の機能を確実に承継し、組織の活性化を図るととも

に、事業の効率化や質の向上に努め、ビジット・ジャパン・キャンペーンに一層貢献する。 

また、組織の改変等により本部をスリム化するとともに、海外事務所へ経営資源を重点的に配分し、

海外事務所の組織体制を整備する。また、海外事務所については、事務所数や配置の適正性につい

て、市場の動向に即して不断の見直しを行う。 

【中期計画】 

機構の経営資源を海外宣伝事業に重点的に配分するとともに、各業務の連携が効率的に行えるよ

う、本部組織の改革を行う。具体的には事業を行う事業本部と企画・管理業務を行う企画本部の２本部

制とする。各本部の本部長は理事が務める。 

事業本部は海外宣伝事業を行う海外プロモーション部と国際会議等の誘致・開催支援業務を行うコン

ベンション誘致部の２部によって構成される。海外プロモーション部は、事業別の組織から市場別の組

織に再編するとともに、ビジット・ジャパン・キャンペーン事業を着実に推進していくためビジット・ジャパ

ン・キャンペーン実施本部事務局が発揮していた機能を承継する。ビジット・ジャパン・キャンペーン実施

本部事務局の機能を統合することで、機構のもつ様々な機能との相乗効果を発揮し、ビジット・ジャパ

ン・キャンペーン事業の効果的かつ効率的な実施に一層貢献し、これまで以上の実績を上げることを目

指す。 

企画本部には、機構全体の計画の策定・実行管理等を行う企画部と人事・総務・経理業務を担う総務

部を設置する。 

本部における業務運営の一層の効率化に努め、海外事務所へ経営資源を重点的に配分する。また、

海外事務所については、活動内容の実績や市場の将来性等について毎年度厳格に評価を行い、事務

所数や配置の適正性、予算や人員等の経営資源の配分等について、不断の見直しを行う。 

 

【年度計画】 

 機構の経営資源を海外宣伝事業に重点的に配分するとともに、各業務の連携が効率的に行えるよう、

平成２０年４月１日に、本部組織の改革を行ったが、引き続き本部における業務運営の一層の効率化に

努める。 

 また、訪日３０００万人プログラムの推進を図るため、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方

針」（平成２２年１２月７日閣議決定）の指摘等を踏まえ、海外事務所を基盤とした業務に重点化する。具

体的には、海外事務所は、訪日旅行促進事業（以下「ビジット・ジャパン事業」という。事業の一環として

行う「情報提供・収集業務」を含む。）の海外現地マネジメント・支援を行う海外現地実施本部として機能

し、プロモーションが現地密着型で効果的に実施されるよう努め、ビジット・ジャパン事業の実施結果の
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一層の底上げを図る。あわせて、海外事務所について、個々の必要性等を見直すと共に、連携効果が

見込まれる他機関との共用化を進める。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

平成２０年４月１日に再編した本部組織体制の下、より一層効率的な組織運営に努める。訪日 

３０００万人プログラムの推進を図るため、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」の指摘等を

踏まえ、海外事務所は訪日旅行促進事業の海外現地マネジメント・支援を行う海外現地実施本部として

機能し、プロモーションが現地密着型で効果的に実施されるよう努める。海外事務所については、厳格に

評価を行い、経営資源の適正配分等について不断の見直しを行う。 

 

② 当該年度における取組   

（１） 年度事業実施計画・予算実施計画の効率的な策定 

組織全体の事業に関する情報の共有及び効率的、計画的な予算執行のため、年度事業実施 

計画及び予算実施計画を策定し、組織内で共有を図った。同計画については、年度途中で定期的に予

算の執行状況を把握し、計画の修正・追加事業の実施を行い、予算の有効活用に努めた。 

 

（２） ビジット・ジャパン（ＶＪ）事業の海外現地マネジメント・支援と、現地密着型での効果的かつ効率的

な実施 

機構の海外事務所のネットワークを活用した現地の最新の市場動向・ニーズの継続的な把握、海外

現地メディアを通じた広報活動、日本向けツアーの現地旅行会社による企画・販売促進、一般消費者へ

の観光情報発信等、海外現地発のマーケティング・プロモーション活動を行うとともに、これらの活動を

通じて情報収集・分析した海外訪日旅行市場の最新情報を観光庁にタイムリーに提供し、観光庁が行う

ＶＪ事業の企画・立案業務に貢献した。また、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」の指摘

等を踏まえ、ＶＪ事業の海外現地マネジメント業務を行う等、事業の効果的実施に貢献した。また、地方

自治体、民間事業者等の事業パートナーに対し、海外プロモーション事業を行う上で有益な情報提供や

アドバイスを行い、ＶＪ事業の推進に中核となって貢献した。 

【参考資料１ ビジット・ジャパン事業の実績】 

 

（３） 海外事務所の事業・運営の検証制度の実施 

機構の重要な経営資源である海外事務所において、適正な事業実施や運営・管理を確保するととも

に、本部と海外事務所の連携強化を図るため、マーケット情報の収集・分析、事業成果、事務所の運営・

管理等について定量的・定性的にパフォーマンスを把握し、事業・運営の検証を行った。平成２３年度は

目標を明確化するため、評価項目の見直しを行った（検証結果については本報告書の２８ページ「１．業

務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置」の「（９）活動成果の明確化」の項に記

載）。                             【参考資料２ 海外事務所の事業・運営 検証項目】 

【参考資料３ 海外事務所の事業・運営 検証結果概要】 
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（４） 海外事務所の配置等の見直し 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」に基づき、北京及びバンコク事務所については、

平成２３年７月～８月にかけて国際交流基金（ＪＦ）の入居ビルへ移転し、共用化を実現した。 

また、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」に基づき、他の国際業務型の法人の海

外事務所との機能的な統合を進めることとし、３法人以上の海外事務所が設置されている都市を中心に、

平成２４年夏までに結論を得るべく検討を行っている。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」の指摘を踏まえ、観光旅客来訪促進業務につい

ては、平成２３年度より企画・立案・海外で実施する必要のない調査（国際観光白書、消費動向調査、訪

問地調査）に関する業務を国（観光庁）に一元化した。また、海外プロモーションの国委託事業には不参

加とし、民間に委ねるとともに、プロモーションが現地密着型で効果的に実施されるよう必要な管理・監

督業務を行った。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（４）関係機関との連携強化 

 

【中期目標】 

 日本貿易振興機構等の海外事務所をはじめ、内外の関係機関との連携を強化する。 

【中期計画】 

 在外公館、日本貿易振興機構、国際交流基金等他の公的機関の海外事務所、民間企業の海外事業

所等に対し、外国人旅行者の来訪促進事業についての理解が深まるように働きかけ、できる限り、広報

宣伝・情報提供等の分野での協力を求める等、連携を強化する。また、国土交通省が諸外国の政府と

連携して実施する国際観光協議について協力するとともに、他国の政府観光局等との連携・協調を図

り、日本を含む複数国を訪れる旅行需要の喚起に努める。さらに、国内の関連団体との連携・協調を図

る。 

【年度計画】 

在外公館、日本貿易振興機構、国際交流基金等他の公的機関の海外事務所、民間企業の海外事業

所等に対し、外国人旅行者の来訪促進事業についての理解が深まるように働きかけ、できる限り、広報

宣伝・情報提供等の分野で協力を求める等、連携の強化に努める。 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）の指摘等を踏ま

え、北京及びバンコクの事務所については、諸条件を整えつつ、国際交流基金の事務所との共用化等

を図る。 

また、国土交通省観光庁が諸外国の政府と連携して実施する国際観光協議について協力するととも

に、他国の政府観光局等との連携・協調を図り、日本を含む複数国を訪れる旅行需要の喚起に努め

る。さらに、国内の関連団体との連携・協調を図る。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

官民あげた訪日外客誘致事業を実施するため、国内外の関係省庁、公的機関、民間企業、外国政府、

観光関係機関等との連携をこれまで以上に強化する。また、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基

本方針」の指摘等を踏まえ、北京及びバンコクの事務所については、国際交流基金の事務所との共用

化等を図る。 

 

② 当該年度における取組 

在外公館、日本貿易振興機構、国際交流基金等他の公的機関の海外事務所、民間企業の海外事業

所等との連携強化や他機関の施設の共用化に努めた。また、外国政府観光局との共同事業、国土交通

省が実施する国際観光協議への協力を行った他、観光関連団体や自治体等を対象とした講演を実施し、

本部においても日本国内の関係者との連携を図った。 

 

 



 12

【在外公館、公的団体、民間企業等との主な連携等の例】 

在

外

公

館 

①「日韓交流おまつり２０１１ ｉｎ Ｓｅｏｕｌ」での訪日観光ＰＲ （平成２３年９月２５日、韓国） 

「日韓友情年２００５年」の主要行事として始まった「日韓交流おまつり」の実行委員会の一

員及び展示ブース担当として、機構は日本国大使館、日本商工会議所、自治体国際化協会、

国際交流基金等とともに同イベントを支援し、訪日観光をＰＲ。 

 

②祭り ｉｎ Ｓｙｄｎｅｙ ２０１１ （平成２３年１０月１５日、豪州） 

 シドニーで開催された日本文化紹介イベントにおいて、機構をはじめとする政府関係機関が

共同出展し、震災後の日本の復興に向けた情報提供を行った。機構は観光ブースの出展を

担当し、現地の旅行会社や航空会社の参加を取りまとめるとともに、スタッフを派遣して、観

光ブースの運営及び資料提供を実施。 

 

③宮城県観光セミナー （平成２３年１１月１８日、米国） 

在サンフランシスコ日本国総領事館主催の宮城県支援イベント。機構は、日本及び東北エ

リアの観光情報提供を目的としたプレゼンテーションを実施した他、パンフレットを提供。 

 

④日本アニメ・フェスティバルＩＮ北京 （平成２３年１１月２３日、中国） 

 在中国日本国大使館公邸でアニメ・フェスティバルが開催され、日中両国の政府関係者、ア

ニメ関係者約３００人が出席。機構は、本イベントに参加し、観光パンフレット等を提供。アニメ

コンサート時には、ロールアップバナーで日本をＰＲ。 

 

⑤ＦＩＴＵＲ２０１２出展事業における連携 （平成２４年１月１８日～２２日、スペイン） 

機構は、在スペイン日本国大使館と連携して、マドリードでの主要旅行博ＦＩＴＵＲにおける

日本ブースを運営した。また大使館が主催した記者会見において、機構は訪日旅行に関する

プレゼンテーションを実施。 

 

⑥在ロサンゼルス日本国総領事館主催震災復興イベントでの連携 （平成２４年３月１０日、

米国） 

在ロサンゼルス日本国総領事館主催の震災復興イベントにおいて、機構は観光ＰＲブー

スを運営し、来訪者に日本の観光情報の提供を通じ訪日旅行を働きかけた。 

 

⑦ジャパンフェスティバル」での訪日観光ＰＲと安全に関する情報発信 （平成２４年３月１６日

～２２日、韓国） 

在韓国日本国大使館が中心となりソウルで第一回「ジャパンフェスティバル」が開催され、

「文化」、「観光」、「物産」、「留学」が一体となり日本を紹介するため機構もこれに参加し、特

に日本の安全についてパンフレットを作成、配付。 
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国
際
交
流
基
金
（Ｊ
Ｆ
） 

①国際交流基金受入学生に対する日本観光情報の提供 （平成２３年７月～９月、タイ） 

国際交流基金で受入れた施設見学の学生に対して観光情報を提供（月１回程度実施、１

回につき３０人～５０人規模）。 

 

②Ｓｔｒｕｇｇｌｉｎｇ Ｃｉｔｉｅｓ （平成２３年８月１９日～１２月９日、カナダ） 

国際交流基金では、８月１９日から１２月９日まで、１９６０年代の東京の都市計画をテー

マにした展覧会（Ｓｔｒｕｇｇｌｉｎｇ Ｃｉｔｉｅｓ）を実施。配布資料として、機構の訪日旅行パンフレッ

ト（訪日旅行ガイド、東京の地図、東京の旅行ガイド等）を提供。 

 

③機構北京事務所と国際交流基金北京事務所との案内板の相互設置 （平成２３年９月～、

中国） 

来場した一般消費者向けに、機構のエントランスに国際交流基金の案内板を設置。また、

国際交流基金のエントランスにも機構の案内版を設置。 

 

④Ｊａｐａｎ Ｆｉｌｍ Ｆｅｓｔｉｖａｌ （日本映画祭） （平成２３年１０月～、豪州） 

 国際交流基金主催の日本映画祭との連携により、同映画祭サイトに上映映画のロケ地及

びその観光情報を提供する特設サイトを設置。双方のＷＥＢサイトでそれらを紹介する他、会

場にて機構の観光パンフレット等を配布。また、パンフレットや映像広告に機構の広告を掲

載。 
 

⑤バンコク日本文化センター図書館における機構による観光情報コーナーの常設 （平成２３

年１２月２０日～、タイ） 

バンコク日本文化センターの図書館に機構の観光情報コーナーを常設。訪日旅行を扱った

タイ語の旅行雑誌やガイドブックを閲覧用に提供。 

 

⑥観光日本語講座 （平成２４年１月１７日、中国） 

国際交流基金が主催する日本語学習講座において、旅行シーズン直前に観光日本語講

座と題し、旅行に特化した日本語を講義している。これに機構職員が講師として協力し、観光

パンフレットの提供も実施。 
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日
本
貿
易
振
興
機
構
（Ｊ
Ｅ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
） 

①「広州交易会」における訪日観光ＰＲ （平成２３年１０月１３日～１９日、中国） 

中国最大の輸出入商談会・見本市である広州交易会において訪日観光ＰＲを行うため、機

構はジャパンパビリオン内に訪日観光ＰＲを設置。機構は観光、日本貿易振興機構は産業と

食、とそれぞれ役割を分担してＰＲを実施。 

 

②Ｎｅｗ Ｙｏｒｋ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｇｉｆｔ Ｆａｉｒ （平成２４年１月３０日、米国） 

同イベントのジャパンパビリオンにて配布用の訪日観光パンフレットを提供。機構職員を２

名派遣し、訪日観光をＰＲ。レセプション用に日本酒を提供。 

 

③ＥＸＰＥＲＩＥＮＣＥ ＳＨＯＣＨＵ ＮＹＣ （平成２４年２月１３日、米国） 

日本貿易振興機構ニューヨーク事務所主催の焼酎イベント一般部門にて、ＶＪブースを設

置し、機構ニューヨーク事務所より２名参加し、観光パンフレットを配布。 

 

④日本貿易振興機構主催ジャパンフェスティバル２０１２出展ブースへの資料・ポスター提供 

（平成２４年３月９日～１１日、ミャンマー） 

同イベントへ出展する日系旅行代理店より要請を受け、日本を紹介するポスターと観光パ

ンフレットを提供。 

 

関

係

省

庁 

①２０１１年度財務経済セミナーにおけるレクチャー （平成２３年９月） 

財務省財務総合研究所からの依頼で、東南アジア新興国からの観光に従事する政府職員

に対する２０１１年度財務経済セミナーにおいて、機構会議室の提供と日本の観光について

のレクチャーを実施。 

 

②東日本大震災後の日本の現状に関する説明会 （平成２３年９月） 

外務省・観光庁主催のもと、北京・瀋陽・広州にて行われた東日本大震災後の日本の現状

に関する説明会において、北京事務所長・香港事務所長が日本の観光の実状について説明

（平成２３年９月）。 

 

③ＯＤＡエルサルバドル日本研修における講義 （平成２３年１０月） 

国際協力機構（ＪＩＣＡ）の事業である、ＯＤＡエルサルバドル日本研修において、参加者に 

機構の役割と活動について講義。 

 

④国際協力機構研修における講演 （平成２３年１１月） 

（社）海外運輸協力協会（ＪＴＣＡ）からの依頼で、国際協力機構研修「観光振興とマーケテ 

ィング」において、機構の役割と活動について講演。   
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⑤メコン５カ国国際観光振興プログラムにおける講演 （平成２３年１１月、東京国際交流館）

（財）日本国際協力センター（ＪＩＣＥ）からの依頼で、メコン５カ国国際観光振興プログラム 

（政府間総合交流事業）において、日本のインバウンド旅行市場等について講演。 

他

国

政

府

観

光

局 

①シンガポール政府観光局（ＳＴＢ）との連携に基づくプロモーションの実施 

 東日本大震災後の訪日観光復興支援の一環として、シンガポール政府観光局（ＳＴＢ）等の

提案に基づき、平成２４年６月に東京でＪＮＴＯと両国の旅行業界団体を交えた４者が協議し、

訪日観光復興支援に関する覚書を締結、これに基づき、現地での支援を得てシンガポールで

の訪日観光回復のための各種プロモーション事業を実施した。 

民

間

企

業 

・ 

地

方

自

治

体 

①Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ ＆ Ｆｏｏｄ Ｆａｉｒの開催（平成２３年１０月８日～９日、シンガポール） 

機構シンガポール事務所は、高島屋シンガポール店にて開催したＪａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ ＆ Ｆｏ

ｏｄ Ｆａｉｒにて現地の航空・旅行会社や各地の広域観光振興機構等計２０団体と共同で訪日

観光復興のための旅行フェアを開催し、約２万人が参加。 

 

②ＩＴＢベルリン出展（平成２４年３月７日～１１日、ドイツ） 

 世界最大の旅行見本市ＩＴＢにおいて、全日空、ＪＲグループ、オークラホテルズ＆リゾーツ、

スイスホテル南海大阪、阪急交通社、ＪＴＢ＆ＧＭＴ、近畿日本ツーリスト、日本通運、日本旅

行、ＪＦ Ｔｏｕｒｓ Ｉｎｎｏｖａｔｉｏｎ、東京都観光レップ、三重県、京都国際観光客誘致協議会、大

阪市、沖縄観光コンベンションビューローの１５社・団体とともに、日本ブースで訪日観光の共

同ＰＲを実施。 

 

【国土交通省が実施する国際観光協議への協力】   

韓国（平昌郡・春川市） 

第６回日中韓観光大臣会合が韓国（平昌郡・春川市）（平成２３年５月２８

日～３１日）に国土交通大臣及び観光庁長官とともに機構理事長が出

席。 

 

【国内関係団体との主な協力・連携の例】   

外客訪日促進地域フォ

ーラムの開催（平成２４

年３月１１日、佐賀市） 

日本旅行業協会及び日本観光振興協会と共同で佐賀市で九州地域の訪

日インバウンド観光客受入れに取り組んでいる地方自治体、民間事業者

約１１０名を対象にシンポジウムを開催した。 
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【観光関連団体・自治体等を対象とした講演の例】   

群馬県観光局 

（平成２３年６月１３日） 

群馬県次世代産業振興戦略会議において、東アジアを中心とした市

場戦略と震災後の戦略について機構海外プロモーション部シニアア

シスタントマネージャーが講演。 

仙台空港国際化 

利用促進協議会 

（平成２３年７月１９日） 

定例総会において、仙台・東北への外国人旅行者の回復について機

構理事が講演。 

富士箱根伊豆国際観光テー

マ地区神奈川県協議会 

（平成２３年７月２７日） 

第１回インバウンド研修会において、中国・台湾現地旅行業界が求め

る自治体プロモーションについて機構海外プロモーション部アシスタ

ントマネージャーが講演。 

第３回観光・まちづくり教育

全国大会実行委員会 

（平成２３年８月１日） 

全国大会におけるトップ提言として、観光・まちづくり教育推進への提

言について機構理事長が講演（横浜）。 

長野県観光部 

（平成２３年９月１５日） 

長野県インバウンドセミナー・商談会２０１１において、震災後のアジ

ア訪日旅行市場の動向と今後の展望について機構海外プロモーショ

ン部アシスタントマネージャーが講演。 

東京観光財団 

（平成２３年１０月１８日、 

２０日、２１日） 

第２回中央研修（地域人材育成事業）において、米国、中国、韓国の

インバウンドの実情について機構職員がそれぞれ講演。 

国土交通省国土交通大学校 

（平成２３年１１月１７日） 

官民交流研修（観光）において、インバウンドの現状と展望について

機構海外プロモーション部長が講演。 

全国観光地所在町村協議会 

（平成２３年１２月１日） 

理事会において、東日本大震災後の旅行者数の動向等について機

構企画部次長が講演。 

北海道国際観光テーマ地区

協議会 

（平成２３年１２月２１日） 

平成２３年度第１回意見交換会において、台湾からの誘客及び受入

体制について機構海外プロモーション部シニアスペシャリストが講

演。 

石川県観光交流局 

（平成２４年１月２３日） 

観光おもてなし塾において、外国人旅行者へのおもてなしについて機

構総務部観光情報センターシニアスペシャリストが講演。 

長野県松本地方事務所商工

観光課 

（平成２４年１月２７日） 

外国人旅行客の受入体制整備研修会において、外国人旅行者の受

入れについて機構総務部観光情報センター長が講演。 

【参考資料４ 職員講演実績】 
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③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

・「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」に基づき、北京及びバンコク事務所を除く海外

事務所についても、他機関との施設の共用化を進めるための検討を行い、会議開催や宣伝ツールの

配布ラックを設置する等施設の共用化を積極的に実施した。 

 

・地方との連携強化を図るため、地方運輸局や地方自治体への訪問活動を組織的に行った。 

【参考資料５ 地方運輸局・地方自治体等訪問実績及び地方連携の例】 

 

・観光関係の会合の委員等に機構職員が就任し、アドバイス等を行った。 

 

【観光関係の会合の委員等に機構職員が就任した例】 

内閣広報室 

国家戦略室 

外務省 

「国際的風評被害対策・日本ブランド再構築に関する政府・関係機関の連

絡会議」において、機構理事長が構成員、海外プロモーション部長が幹事

会構成員、海外プロモーション部次長が分科会構成員として参画。 

内閣官房 

「クールジャパン推進に関する関係府省連絡会議」において、機構理事が

構成員、海外プロモーション部長が幹事会構成員、海外プロモーション部

次長が分科会構成員として参画。 

日本能率協会 
ホテル・レストランショー企画委員会に機構海外プロモーション部長が委員

として参画。 

日本観光振興協会 
「訪日旅行・海外旅行活性化委員会」に機構海外プロモーション部長が委

員として参画。 

日本旅行業協会 「外国人旅行委員会」に機構海外プロモーション部長が委員として参画。 

観光庁 
「観光圏・観光地域づくりプラットフォーム支援事業検討会」に機構海外プロ

モーション部長が委員として参画。 

観光庁 「医療観光研究会」に機構海外プロモーション部長が委員として参画。 

観光庁 
「東北観光博連絡調整会議」に機構海外プロモーション部次長が委員とし

て参画。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（５）随意契約の見直し 

 

【中期目標】 

 国における見直しの取組等を踏まえ、「随意契約見直し計画」等に基づき、不断の見直しを行い、一般

競争入札の導入・範囲拡大や契約の見直し等を通じた業務運営の一層の効率化を図るとともに、その

取組状況を公表する。また、契約が一般競争入札等による場合であっても、特に企画競争、公募を行う

場合には、競争性、透明性が確保される方法により実施する。さらに、監事による監査において、入札・

契約の適正な実施についてチェックを受けるものとする。 

【中期計画】 

国における見直しの取組等を踏まえ、「随意契約見直し計画」等に基づき、不断の見直しを行い、一

般競争入札の導入・範囲拡大や契約の見直し等を通じた業務運営の一層の効率化を図るとともに、そ

の取組状況を公表する。また、契約が一般競争入札等による場合であっても、特に企画競争、公募を行

う場合には、競争性、透明性が確保される方法により実施する。さらに、監事による監査において、入

札・契約の適正な実施についてチェックを受けるものとする。 

【年度計画】 

外部業者との契約については、平成２２年６月に策定した「随意契約等見直し計画」に基づき、原則と

して一般競争入札等によることとするほか、契約に係る情報の公表を行う。 

また、監事による監査や契約監視委員会において、入札・契約の適正な実施について徹底的なチェッ

クを行う。 

  

① 年度計画における目標設定の考え方 

 国における随意契約の見直しの取組等を踏まえ、引き続き不断の見直しを行い、業務運営の効率

化を図る。 

 

② 当該年度における取組 

・ 平成２２年６月に「随意契約等見直し計画」を策定・公表し、引き続きその実施に取り組んでおり、

平成２３年３月に引き続き、平成２３年８月には平成２２年度における見直し計画のフォローアップ

をホームページで公表した。 

 

・ 平成２３年度においては、３１件、１７０百万円を競争契約等（企画競争及び公募を含む）により契

約を行った。 

 

・ 「随意契約等見直し計画」を踏まえ、引き続き競争性のない随意契約の削減を図った。 

＜競争性のない随意契約件数＞  

平成２３年度 １２件（前年度１５件） 金額１７８百万円（前年度１９８百万円） 
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・ 会計検査院からの指摘事項を踏まえ、既に以下の規程改正を行っている。 

 包括的随意契約条項の削除。 

 複数事業年度にまたがる契約についての条項を追加。 

 「一般競争契約（総合評価落札方式）に関する基本指針」の策定。 

 

・ 「随意契約に係る監査」として、定例の決算監査とあわせて監事による監査を実施した。 

 

・ 企画競争、公募を行う場合の実質的な競争性の確保については、基本的な指針を作成し、その

中で２社以上の申し出があった場合の取り扱い方法等を定め、競争性を確保した。 

 

・ 競争性のない随意契約の内容は、会計規程第３４条第１項第１号「契約の性質又は目的が競争

を許さないとき」による本部事務所の借家料等が主であり、移行は困難である。 

 

・ １者応札・１者応募については、実質的な競争性を確保するため、公告期間をできる限り長く設

定する、仕様書の作成については業務内容をより具体的かつ詳細に記載する、入札参加資格等

の応募要件について競争を制限することのないよう十分留意するなどの１者応札・１者応募の改

善方策を平成２１年７月にホームページで公表している。 

   平成２１年度及び平成２２年度においては、１者応札・１者応募はなかったが、平成２３年度に

おいては、平成２１年７月に公表した改善方策に基づき契約行為を行ったにも係わらず、競争性

のある契約３１件のうち１者応札が４件発生している。 

   次回の契約監視委員会においてご審議いただき、改善方策があれば今後の入札に生かして

いきたい。 

 

・ 契約手続きの執行体制は、金額に関わらず、必ず、契約締結前に、その妥当性について契約担

当部門（経理グループ）で審査している。また、１件の予定価格が３００万円以上１，０００万円未

満の契約については経理担当理事まで、１件の予定価格が１，０００万円以上の契約については

理事長までの承認が必要である。なお、５００万円以上の契約については、監事に回付している。

契約の締結に際しては監督職員、検査職員を任命し、履行終了後は必ず検査・検収を行った上

で支払いをしている。 

 

・ 「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）の趣旨を

踏まえ、入札及び契約の手続等の透明性を確保し、公正な競争を促進するため、外部有識者を

委員とする契約監視委員会を平成２１年１２月に設置し、個別の契約状況について点検、見直し

を行い、その結果、報告の内容又は審議した対象契約に係る理由及び経緯等に不適切な点又

は改善すべき点があると認めたときは、必要な範囲で、理事長に対し意見の具申又は勧告を行

うことができることとされているとともに、その内容を公表することとしている。 
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・ 上記委員会の設置に基づき、契約監視委員会を平成２２年２月（第１回）、平成２３年２月（第２

回）及び平成２３年１２月（第３回）に開催した。 

 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

(44.4%) (32.4%) (44.2%) (29.3%) (△5.0%) (△21.3%) (43.1%) (38.7%)

20 130 19 102 △ 1 △ 28 25 236

(22.2%) (18.1%) (27.9%) (19.6%) (20.0%) (△6.1%) (17.2%) (9.5%)

10 72 12 68 2 △ 4 10 58

(66.7%) (50.5%) (72.1%) (48.9%) (3.3%) (△15.8%) (60.3%) (48.2%)

30 202 31 170 1 △ 32 35 293

(33.3%) (49.5%) (27.9%) (51.1%) (△20.0%) (△10.4%) (39.7%) (51.8%)

15 198 12 178 △ 3 △ 21 23 315

(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (△4.4%) (△13.1%) (100.0%) (100.0%)

45 401 43 348 △ 2 △ 53 58 608

競争入札等

企画競争・
公募

競争性のある
契約（小計）

競争性のない
随意契約

合計

平成２２年度 平成２３年度 比較増△減 （参考）見直し計画

（単位：件、百万円）

※平成２２年度の「競争入札等」には不落・不調の随意契約（１件、１百万円）を含む。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（６）民間からの出向者等の活用 

 

【中期目標】 

ビジット・ジャパン・キャンペーン実施本部事務局の機能を確実に承継するとともに、海外事務所の組

織体制を整備するため、民間からの出向者、中途採用者及び現地採用職員の積極的な活用を図る。 

【中期計画】 

海外宣伝業務担当部門を中心に、民間からの出向者や中途採用者の積極的な活用を図るとともに、

海外事務所においては、現地採用職員の積極的な活用を図る。また、地方自治体等からの有能な人材

の登用も行い、他機関との連携強化による効率的な業務運営を図る。 

【年度計画】 

海外宣伝業務担当部門を中心に、民間からの出向者や中途採用者の積極的な活用を図るとともに、

海外事務所においては、現地採用職員の積極的な活用を図る。また、地方自治体や観光関連事業者

からの有能な人材の登用も行い、他機関との連携強化による効率的な業務運営を図る。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

事業パートナーである地方自治体や民間企業のニーズを的確に汲み取り、機構の事業に反映させる

とともに、民間の業務手法を機構の運営に取り入れることを目的として、地方自治体、観光関連事業者

等から人材の受入れを行う。 

 

② 当該年度における取組 

・地方自治体・観光関連事業者等から経験豊富な人材の受入れを引き続き実施し、平成２３年度は前

年度比２名増の１１名を受入れた。 

・平成２１年度より導入した現地採用職員の新人事制度に基づき、他の現地職員の統括、指導育成等

において、トロント、ロサンゼルス、ソウルの３事務所のカテゴリーⅠの現地職員の積極的な活用を引き

続き図った。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（７）プロパー職員の育成等 

 

【中期目標】 

職員の意欲向上を図り、組織を活性化させるため、能力と実績に基づく人事評価を行い、これに応じ

た処遇を行うとともに、能力の啓発に努める。特にプロパー職員については、観光宣伝業務に関するノ

ウハウを着実に蓄積し、機構の中核として担うべき役割を的確に果たすことができるよう、その育成に

努める。また、国からの出向者については、プロパー職員の育成状況等を踏まえ、段階的に受入れを縮

小するものとする。 

【中期計画】 

本部採用職員に対しては、海外事務所勤務を含め様々な業務を経験できるようキャリア形成に配慮

した人事異動を行い、ＯＪＴや内外の研修等も活用し、職員の意欲向上と能力開発を図る。また、現地採

用職員に対しては、その能力・意欲に合わせた処遇の改善を行い、業務への取組意欲の向上を図ると

ともに、一層の活用を進める。  

職員個々の能力と実績に基づいた適切な人事考課を実施し、適材適所の人事配置を行う。現地採用

職員についても、事務所所在国の人事・労務に係る法令・慣行に配慮しつつ、可能な限り人事考課を実

施する。 

プロパー職員を中核とした体制を構築するため、語学を始めとする専門能力をもった職員の採用・育

成に努め、プロパー職員が国際観光振興機構の中核として担うべき役割を的確に果たすことのできる

体制を構築する。また、国からの出向者については、プロパーの育成状況等を踏まえ、段階的に受入れ

を縮小するものとする。 

【年度計画】 

本部採用のプロパー職員に対しては、海外事務所勤務を含め様々な業務を経験できるようキャリア

形成に配慮した人事異動を行い、ＯＪＴや内外の研修等も活用し、職員の意欲向上と能力開発を図る。  

また、現地採用職員に対しては、その能力・意欲に合わせた処遇の改善を行い、業務への取組意欲

の向上を図るとともに、一層の活用を進める。  

職員個々の能力と実績に基づいた適切な人事考課を実施し、適材適所の人事配置を行う。現地採用

職員についても、事務所所在国の人事・労務に係る法令・慣行に配慮しつつ、可能な限り人事考課を実

施する。 

プロパー職員を中核とした体制を構築するため、語学を始めとする専門能力をもった職員の採用・育

成に努め、プロパー職員が機構の中核として担うべき役割を的確に果たすことのできる体制を構築す

る。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

プロパー職員を中核とした体制を構築すべく、ＯＪＴや外部研修等も活用して職員研修の充実を図り、

職員の意欲向上と能力開発に努める。 
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② 当該年度における取組 

（１） 職員の意欲向上と能力開発 

本部採用のプロパー職員に対しては、キャリア形成に配慮した人事異動を行うとともに、業務遂行に

必要な知識・スキルを習得する機会を拡充すべく、階層別研修や目的・テーマ別研修等（奨学金を含む）

を企画実施し、職員の能力開発・向上を支援した。特に新卒職員に対するＰＣ研修や業務関連先を訪問

しての実地研修を充実させた。新規研修としては、全職員対象に業務関連研修（調査統計、海外帰国者

報告会、スマートデバイス活用法等）を実施した。また、外部専門研修（予算、コンプライアンス等）や観

光関連のアカデミックセミナーへの参加を奨励した。 

コンプライアンス体制の整備を図るため、前年度受講した職員を除く全職員を対象とする「コンプライ

アンス総合研修」を実施した。 

 

研 修 内 容 対象者 ・ 参加者数 時 期 

新規メンバー・オリエンテーション 中途採用・出向者等・１０名 ４月、７月 

新人職員研修 新人職員 ・ ３名 ４月 

新人職員ＰＣ（ワード・エクセル）研修 新人職員 ・ ２名 ４月 

新人職員ＰＣ（ファイルメーカー）研修 新人職員 ・ ２名 ４月 

調査統計資料説明会 全職員 ・ １６名 ７月 

海外事務所帰国者報告会 全職員 ・ ８８名 ６月、９月 

海外赴任前研修 海外赴任予定者 ・ ９名 ６月、７月 

スマートデバイス活用最前線 全職員 ・ ３８名 ８月 

スマートデバイスの観光への活用法 全職員 ・ ２５名 ９月 

予算編成支援システム研修 経理Ｇ職員 ・ １名 １０月 

メンタルヘルス総合セミナー 管理職職員 ・ ２名 ６月、８月 

ストレスコントロールセミナー 一般職員 ・ ６名  ６月、１１月 

救急法セミナー 一部職員 ・ ２名 １１月 

ＭＩＣＥセミナー 各部推薦職員 ・ ５名 ６月、１１月 

首都大学東京 観光経営トップセミナー 中堅・管理職 ・ １０名 ７～９月 

早稲田産研「産研アカデミック・フォーラム」 一部職員 ・ ４名 ６月 

国立劇場（歌舞伎）説明会 一部職員 ・ １４名 １１月 

実践コンプライアンスセミナー 総務Ｇ職員・１名 １２月 

コンプライアンス研修   全役職員・５８名  ２月   
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＜平成２３年度奨学金給付実績＞ 

外国語等 

６名（件） 

英語上級レベル１名、中国語入門レベル１名、韓国語入門レベル

１名、タイ語入門レベル１名・中級レベル１名 

エクセル中上級レベル１名 

 

（２） 人事考課の実施   

全職員を対象に、業務実績、能力、業務に対する姿勢等を評価項目として人事評価を行い、その結

果を処遇に反映した。海外事務所の現地採用職員についても同様の人事評価を行い、成績が優秀な者

には特別手当を支給する等処遇に反映させた。また、物価等の上昇が著しい国に所在する海外事務所

の現地採用職員については、それを踏まえた給与の調整を行った。 

 

（３） 新卒採用の実施   

 プロパー職員を中核とした体制強化のため、平成２４年度の新卒採用を実施。海外勤務の適性や語学

等の専門能力を勘案し、国内外で各種事業・事務に従事する総合職職員として、約８５０名の応募者の

中から３名を採用した。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

機構の女性管理職数は５名、比率は１８．５％である。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（８）内部統制の充実 

 

【中期目標】 

 内部規程の整備、職員に対する周知等により、内部統制の充実を図る。 

【中期計画】 

 組織規程等について、必要に応じて適切に見直しを行うとともに、職員等に対する周知を徹底する。 

【年度計画】 

 組織規程及び倫理規程等について、必要に応じて適切に見直しを行うとともに、業務遂行のあり方を

含めたコンプライアンスの意識を徹底するため、研修等の機会を活用し、職員等に対する周知を行う。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

内部統制の充実を図るべく、組織規程等について、職員等に対する周知徹底に努める。 

 

② 当該年度における取組 

（１） 研修会等を通じた内部統制の拡充強化 

新規メンバーに対するオリエンテーションをはじめ、ＯＪＴや業務関連研修時に随時情報提供、教育に

努めるとともに、前年度受講した職員を除く全職員を対象とし、外部専門家を招いてコンプライアンスの

研修を実施した（５８名参加）。 

 

（２） 内部統制・コンプライアンス体制の整備状況 

  コンプライアンス体制の整備のため、以下のとおり規程を定めている。 

 

・ 組織運営においては、組織規程をはじめ、理事会の設置規程、部長会の設置要領、理事長の職務

代理等、専決事務処理内規を定め、責任ある体制を確立して業務の円滑な遂行を図っている。  

 

・ 労務管理においては、労働基準法の規定に基づき就業規則を作成している他、倫理規程、衛生管

理規程、ハラスメント防止規程を定め、懲戒審査委員会、衛生委員会、労働環境紛争パネルを設置し、

業務に対する国民の信頼確保、役職員の健康の保持増進及び職務能率の向上を図っている。 

 

・ 文書管理・情報公開においては、必要な諸規程を整備するとともに研修・オリエンテーションを通じ、

事務処理の適正化に向けて周知徹底を図っている。また、円滑な法人文書の開示や保有個人情報の

適正な管理を図るべく、教育指導を強化し、適切な管理を行っている。 

 

・ 危機管理においては、緊急事故・事態の発生に際し、直ちに業務上の措置をとるため、緊急連絡

網を整備し、特に幹部・管理職は全員、携帯電話番号一覧カードを作成して常時保持している。 
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・ 平成２３年度は、海外での災害等（バンコク）が発生したことを契機に、機構の海外での危機管理マ

ニュアルを新規に作成し、今後の不測の事態への対応を整備した。 

 

・ 目標・計画の未達成項目（業務）については、海外事務所の事業・運営検証制度等で要因の把握・

分析・対応を行っている。 

 

（３） 監事監査 

監事監査計画に基づく「業務監査」において、機構の保有法人文書の管理の実態調査を監査された

結果、概ねリストにある法人文書が所定の保存場所に確実に保存管理されていることが認められた。ま

た、各部とも保存に関しては紙媒体での保存を基本とし、その補完として電子情報を活用することの検

討を求められた。 

また、保有個人情報の管理に係る監査においては、概ね適正に整備・保護管理されていると認められ

た。 

 

（４） 情報セキュリティ対策 

新規メンバーに対するオリエンテーションや情報システム部門からの一斉周知メール等を通じて、情

報セキュリティ面での各種の注意喚起を行った。また、本部オフィスにおいては、外部から持ち込まれた

ＰＣの所内ＬＡＮへの接続や、不審な通信等、ＰＣやネットワークの稼働状況を継続的に監視するととも

に、役職員ＰＣ端末のＯＳやアプリケーションのセキュリティパッチが正しく適用されているか、定期的に

チェックを行った。さらに、ウェブ、データベース等、外部から直接、間接的にアクセスされるサーバ環境

については、改ざん検知や不正侵入防止機能による保護を行い、システム可用性の向上を図った。 

 

（５） 機構の今後のあり方に関する検討会を開催 

限られた経営資源を戦略的に活用し、より一層効果的・効率的なインバウンド推進活動を展開するた

め、組織上・業務上の重要課題等について、役員及び幹部職員による意見交換を行う場として、「ＪＮＴＯ

の今後のあり方に関する検討会」を平成２３年１１月に設置した。「東日本大震災後の回復に向けた海外

プロモーションのあり方」等のタイムリーな重要課題をテーマとして設定し、平成２３年度は計６回の検討

会を開催した。開催に当たっては職員からの意見を募集し、議論に反映させた。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

・ 業務・マネジメントに対する国民からの意見・感想等について、機構のホームページにおいて、各

業務の電話番号、ＦＡＸ番号、メールアドレスを問い合わせ先として案内し、随時質問、意見等を受け

付け、業務運営の参考とした。 

 

・ 理事会を定期的に開催し、理事長をはじめとした役員で重要な情報を共有し、審議事項について

は議論の上、意思決定した。理事会の議事録は電子メールで役職員に配信し、周知した。 
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・ 平成２１年度に実施したＣＳＩ調査に基づき、改善検討事項を洗い出し、それに対する改善策を各部

から提示し、理事会において共有、検討した。また、これを受けて業務の改善を図った。 

 

・ 役職員のネームカードの裏面に、法人のビジョンとミッションを記載し、周知徹底した。また、階層別

や目的テーマ別研修を行い、法人のミッションを周知した。 

 

・ 海外事務所における業務の効率化を図るため、本部各部に対し報告を求めている各種報告書類

等について網羅的な見直しを図り、報告の簡素化、報告内容の重複の排除、情報共有の促進等の改

善を行った。 

 

・ 東日本大震災以降の機構の対応について詳細な記録をまとめ、観光庁とともに震災対応につい

て検証を行った。 
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１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

（９）活動成果の明確化  

 

【中期目標】 

国民への説明責任の徹底及び各事業の必要性・効率性等の評価に資する観点から、業務実績や

セグメント情報等の公表の充実を図るとともに、機構の活動成果がより明確となるようなアウトカム指

標の設定に向けた取組を実施する。 

【中期計画】 

機構に対する国民の信頼を確保するという観点から、事業成果に関して業務実績報告書及び年

次報告書においてとりまとめるとともに、それらを機構のＷＥＢサイトで公開する。 

その際、外国人旅行者の増減要因を分析するとともに、国の政策目標である外国人旅行者の増

加への貢献を始めとする機構の活動成果がより明確となるよう、諸外国の政府観光局の事例研究、

サービスの満足度の測定等を実施し、アウトカム指標の設定に向けた取組を着実に推進する。 

 海外事務所に関しては、事務所ごとに、その活動内容や事業の成果を報告する。その際は、事務

所ごとの活動内容を示す明確な指標を設定するとともに、経年変化も踏まえた具体的かつ定量的な

報告となるよう努める。 

【年度計画】 

機構に対する国民の信頼を確保するという観点から、事業成果に関して業務実績報告書及び年

次報告書においてとりまとめるとともに、それらを機構のＷＥＢサイトで公開する。 

その際、訪日外国人旅行者の増減要因を分析するとともに、国の政策目標である外国人旅行者

の増加への貢献を始めとする機構の活動成果がより明確となるよう、諸外国の政府観光局の事例

研究、サービスの満足度の測定等を実施し、アウトカム指標の設定に向けた取組を着実に推進す

る。 

海外事務所に関しては、各事務所ごとに、その活動内容や事業の成果を報告する。その際は、事

務所ごとの活動内容を示す明確な指標を設定するとともに、経年変化も踏まえた具体的かつ定量的

な報告となるよう努める。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

  機構の運営や業務実績に関する情報を、明確で分かりやすい内容にするよう努め、インターネットを

通じて広く公表することにより、機構の業務に対する国民の認識・理解を高め、また、独立行政法人とし

ての国民に対する説明責任を果たす。 

 

② 当該年度における取組 

（１） ＷＥＢサイト上で事業成果の公開    

機構の事業成果を取りまとめた「業務実績報告書」及び「年次報告書」を機構ＷＥＢサイト上で公開し

ている。 
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（業務実績報告書：http://www.jnto.go.jp/jpn/about_us/reports/business_reports.html 

年次報告書：http://www.jnto.go.jp/jpn/about_us/reports/annual_reports.html） 

 

（２） 事業成果の報告、アウトカム指標の設定に向けた取組 

・ 訪日外国人旅行者の増減要因の分析 

訪日外国人旅行者の増減要因について、月例の訪日外客数の発表に際し海外事務所、事 

業担当部、調査研究グループが分析を行い、結果を報道資料として発表した。 

【参考資料６ 月例訪日外客統計発表資料の例】 

   

・ 「ＪＮＴＯ個別相談会」、「インバウンド旅行振興フォーラム」でのアンケート調査  

機構が主催する「ＪＮＴＯ個別相談会」（注１）「インバウンド旅行振興フォーラム」（注２）におい 

て参加者に対しアンケート調査を行い、顧客満足度や改善点の把握を行った（調査結果については

本報告書の３２ページ「２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を

達成するためとるべき措置」の「（１）海外宣伝業務」の「①海外マーケット情報の収集・調査・分析・提

供」の項に記載）。 

 

注１ 「ＪＮＴＯ個別相談会」 

９月開催。機構の賛助団体・会員を対象に、事前アポイント制により機構海外事務所長と面談。

海外事務所長より、最新の訪日旅行市場に関する情報提供や、事業実施に関するアドバイス等を

行う。平成２３年度はこれまでの東京に加え、初めて大阪でも実施した。 

     

注２ 「インバウンド旅行振興フォーラム」 

２月開催。機構の賛助団体・会員を対象として、最新マーケットの動向や訪日旅行促進のノウハ

ウの事例紹介等をプレゼンテーション形式で実施する「市場説明会」とともに、賛助団体・会員向け

には前述の個別相談会や賛助団体・会員との交流を目的とした「交流会」を実施。なお、「市場説

明会」については、平成２１年度から賛助団体・会員以外も有料で参加を受け付けている。 

 

（３） 海外事務所の活動内容等の報告 

海外事務所別のニュースレター発行、セミナー、旅行会社視察受入調整、メディア訪日取材支援の実

施状況については、本報告書の３１ページの表のとおりである。 

また、訪日旅行商品の造成・販売支援事業については、本報告書の４５ページ「２．国民に対して提供

するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置」の「（１）海外宣伝業

務」の「②訪日外国人旅行者誘致のための事業」の「ウ 訪日旅行商品の造成・販売支援」に具体的な事

例や数値を記載している。 

この他、プレスリリースや機構の会員向けニュースレター「ＪＮＴＯニュースフラッシュ」を通じ、海外事

務所が実施する事業の報告に努めた。また、本報告書の８ページ「１．業務運営の効率化に関する目標
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を達成するためにとるべき措置」の「（３）組織体制の整備」の項にも記載したとおり、平成２０年度に設け

た「海外事務所の事業・運営の検証制度」により、平成２３年度についても引き続き海外事務所の事業・

運営について検証を行った。 

【参考資料３ 海外事務所の事業・運営 検証結果概要】 

 

（４） 情報アクセスの容易化 

 機構の年度計画、業務実績、業績評価、財務に関する情報等はＷＥＢサイトに関連項目を設けて公開

した。業務に関わる特記すべき取組は業務実績報告書に記載し、ＷＥＢサイトで公開することとしてい

る。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

（１） 国内広報業務に対する重点的取組 

 機構の業務に対する国民の認識・理解を高めるため、国内広報に重点的に取り組んだ。具体的には、

報道資料の発表（国土交通省記者クラブへの投げ込み、ＷＥＢサイトでの公開等）に加え、概ね四半期

ごとの理事長による記者発表会（会見）の開催（平成２３年６月、９月、１０月、平成２４年１月）を行った。

また、テレビをはじめ一般紙や旅行業界紙誌のインタビューへの対応、及び最新のマーケット動向や機

構の活動状況について役職員が寄稿を行った。 

その他、東日本大震災後の訪日旅行に関する客観的で正確な情報提供と訪日旅行再開の働きかけ

を含めた訪日外国人旅行者の回復への取組については、報道発表等を通じて国民への積極的な広報

を行った。 

【参考資料７ 報道発表案件一覧】 

【参考資料８ 職員寄稿記事及びプレスリリース掲載記事】 

 

（２） 日本語ＷＥＢサイトのリニューアル 

 日本語ＷＥＢサイトについては、賛助団体・会員へのサービス向上やコミュニケーションの強化、国民

に対する積極的なＰＲを行う観点から、コンテンツ、デザイン、構成を全面的に見直した。 

 

（３）賛助団体・会員専用サイト等のリニューアル 

 賛助団体・会員専用サイト等についてリニューアルを行い、ビジュアル面の向上と表示方法の改善を

図った。 
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【海外事務所別のニュースレター発行、セミナー、旅行会社視察受入調整の実施状況】 

  

ニュースレタ
ー類の発行
件数（※１） 

セミナー 旅行会社視察受入調整 

  
件数 人数 

ＶＪ事業 
（ＶＩＳＩＴ ＪＡＰＡＮ 

トラベルマート以外） 

ＶＩＳＩＴＪＡＰＡＮ 
トラベルマート 

（※２） 合計 

  件数 人数 人数 

ソウル ３８ ３ ２５７ １５ ３０１ ２６ ３２７ 

北京 ５３ １２ ５４５ ６ １０５ １５ １２０ 

上海 ２４ ６ １４４ ４ １０２ １７ １１９ 

香港 ３５ ７ ２０３ ４ ３８ １９ ５７ 

バンコク ２７ ４ ２０５ ４ ２７４ ２３ ２９７ 

シンガポール １４ １１ ５３７ ２ ４ ２５ ２９ 

シドニー １８ ４ ２８８ ２ ４８ １４ ６２ 

ロンドン ９３ ５ ２６０ ２ ７ ３４ ４１ 

パリ １５ ７ ７３０ ３ １５ １０ ２５ 

フランクフルト １０ ６ ５１２ ２ ７ ４ １１ 

ニューヨーク ４０ １ ４３ ５ ２３ ３ ２６ 

ロサンゼルス ７ ２１ １，３５４ ６ ７５ ５ ８０ 

トロント ６ ５ ２４５ ４ ４４ １７ ６１ 

本部   ０ ０ ０ ０ ５ ５ 

合計 ３８０ ９２ ５，３２３ ５９ １，０４３ ２１７ １，２６０ 

 

      【海外事務所別のメディア訪日取材支援の実施状況】 

  
メディア訪日取材支援 

（ＶＪ事業） 

  件数 人数 

ソウル １７ １２６ 

北京 ８ ２９ 

上海 １８ ９４ 

香港 １３ １５６ 

バンコク １５ ９９ 

シンガポール １１ ５０ 

シドニー ８ ２１ 

ロンドン １６ ２１ 

パリ ４ ７ 

フランクフルト ６ １１ 

ニューヨーク ８ １６ 

ロサンゼルス ８ ２２ 

トロント ９ １４ 

本部 ３ １７ 

合計 １４４ ６８３ 

 

※１ ニュースレター類とは海外事務所が発行するニュースレター（業界関係者及び一般消費者向

け）、プレスリリースを含む。  

※２ 平成２３年１１月にＶＪ事業の一環として開催された世界の旅行会社を対象とした商談会「ＶＩＳ

ＩＴ ＪＡＰＡＮトラベルマート」において、各国・地域の旅行会社及びメディア関係者を招請した。
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２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

（１）海外宣伝業務 

＞① 海外マーケット情報の収集・調査・分析・提供 ＜ 

【中期目標】 

 海外事務所の機能を最大限活用し、海外の市場動向等の情報を積極的に収集することにより、調

査・分析・研究業務を充実するとともに、その結果について、事業パートナーと適切に情報共有を行

い、事業パートナーに対するサービスの向上を図る。また、市場ごとに、海外の市場動向等の情報に

基づく効率的・効果的な事業計画を策定・公表し、日本の観光魅力の発信や現地旅行会社へのプロ

モーション活動等の取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

世界の主要な市場国・地域における一般消費者の旅行動向、ニーズ等のマーケティング情報を収

集・分析し、最新の各市場での情報や分析結果を出版物、セミナー等により、事業パートナー等へ提

供する。                                   

数値目標 

 事業パートナーに対する調査において、機構からの情報提供が「役に立つ」という回答が平均して

７割を上回ることを目指す。 

【年度計画】 

世界の主要な市場国・地域における一般消費者の旅行動向、ニーズ等のマーケティング情報を収

集・分析し、最新の各市場での情報や分析結果を出版物、セミナー等により、事業パートナー等へ提

供する。 

また、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）の指摘

等を踏まえ、ビジット・ジャパン事業の効果的な実施に資するため、日本政府観光局としての公平・中

立的な立場、現地メディア・旅行会社との間で築いたネットワークを最大限に活用して、海外現地発

のマーケティング・プロモーション活動の強化を図る。 

数値目標 

事業パートナーに対する調査において、機構からの情報提供が「役に立つ」という回答が平均して

７割を上回ることを目指す。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

事業パートナーへの情報提供サービスについて、サービスの質の向上を図るため、事業パートナー

の満足度を測り、その向上を図ることにした。 
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② 実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

【機構からの情報提供に対する評価】 

平成２３年９月５日に大阪、７日に東京で開催した個別相談会においてアンケート調査を実施したとこ

ろ、回答者の評価（５点満点）の平均点は４．２点で、回答者の９８％（＊）が「役立った」と本事業を評価

した。 

平成２４年２月２日、３日に東京で開催したインバウンド旅行振興フォーラムにおける満足度アンケー

ト調査結果では、機構事業パートナーである回答者の評価（５点満点）の平均点は４．２点で、９９％が

「役立った」と回答した。 

 

 個別相談会 
インバウンド旅行 

振興フォーラム 

大変役立った ３５％ ２７％ 

役立った ４８％ ５６％ 

まあまあ役立った １４％ １６％ 

あまり役立たなかった ２％ １％ 

全く役立たなかった ０％ ０％ 

アンケート数 １２５ ２０６ 

                    ＊ 集計結果は小数点以下を四捨五入している。 

                                         

平成２３年度は前年度に実施したアンケート結果を踏まえ、相談枠の拡大等改善に取り組んだ。 
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【市場情報提供の実施状況】 

資料・事業名 時期 内容 

日本の国際観光統計２０１０ 平成２３年７月 ＜出版物＞ 

毎月の訪日外客数・出国日本人数に関する統

計は報道発表資料として公表。 

ＪＮＴＯ個別相談会 平成２３年９月５日、 

        ７日 

＜イベント・セミナー＞ 

機構賛助団体・会員を対象に参加者と海外事

務所長等が事前予約制で個別に面談する個別

相談会を東京・大阪にて開催。３４０名が参加。 

ＪＮＴＯインバウンド旅行振興

フォーラム 

平成２４年２月２日～ 

        ３日 

＜イベント・セミナー＞ 

参加者と海外事務所長等が事前予約制で個別

に面談する個別相談会と、セミナー形式の市場

説明会を東京にて実施。５３０名が参加。 

ＪＮＴＯ訪日旅行誘致ハンドブ

ック２０１２（マレーシア、イン

ド、インドネシア、ロシア編） 

平成２４年３月 ＜出版物用データ＞ 

訪日外国人旅行者の誘致戦略立案に必要な

各国市場の動向を分析（平成２４年度に印刷物

として発行予定）。 

ＪＮＴＯニュースフラッシュ 通年 ＜週刊メールマガジン＞ 

原則毎週金曜日に発行。計５６回発信（臨時号

を含む）。 

【参考資料９ 第９回ＪＮＴＯインバウンド旅行振興フォーラム開催報告】 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報  

    平成２２年度の「個別相談会」、「インバウンド旅行振興フォーラム」のアンケート調査結果を受け、

平成２３年度は、「個別相談会」を東京に加えて大阪でも初めて実施し、関西圏の賛助団体・会員へ

のサービスの拡充を図った。また、「インバウンド旅行振興フォーラム」では、各市場で相談枠を大

幅に拡大し、「予約が取れない」という不満の解消に努めた。 
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＞② 訪日外国人旅行者誘致のための事業＜ 

 

ア 事業計画の策定 

【中期目標】 

 海外事務所の機能を最大限活用し、海外の市場動向等の情報を積極的に収集することにより、調

査・分析・研究業務を充実するとともに、その結果について、事業パートナーと適切に情報共有を行

い、事業パートナーに対するサービスの向上を図る。また、市場ごとに、海外の市場動向等の情報に

基づく効率的・効果的な事業計画を策定・公表し、日本の観光魅力の発信や現地旅行会社へのプロ

モーション活動等の取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

 我が国の観光魅力を海外に発信し、訪日旅行の需要を喚起するとともに、訪日旅行商品の開発・

販売を支援する事業を効果的・効率的に実施するため、海外事務所が入手する情報や、本部が実

施する調査結果等を活用し、各市場の具体的なプロモーションの事業計画を策定する。 

 事業実施に当たっては、機構が、民間事業者、地方自治体等との間のコーディネート機能を主導

的に発揮し、事業の効果的実施を図る。 

【年度計画】 

 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）の指摘等を踏

まえ、国が実施するビジット・ジャパン事業を通じ、我が国の観光魅力を海外に発信し、訪日旅行の

需要を喚起するとともに、訪日旅行商品の開発・販売を支援する事業を効果的・効率的に実施する

ため、別添１の各市場別の事業計画に基づき、ビジット・ジャパン事業の海外現地マネジメント業務

等を行う。 

 事業実施に当たっては、費用対効果を検証しつつ、ビジット・ジャパン事業が最大限効果を上げる

べく、民間事業者、地方自治体等とも連携して取り組む。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

 各海外市場別にターゲットとなる訪日層の年齢、性別、地域別のプロモーション計画を立て、ビジット・

ジャパン（ＶＪ）事業や機構事業を組み合わせて効果的な事業実施を目指す。その際には、地方運輸局

や自治体、民間等の事業パートナーとの協力連携に努める。 

 

② 当該年度における取組 

国が実施するＶＪ事業を通じ、訪日旅行の需要を喚起するとともに、訪日旅行商品の開発・販売を支

援する事業を効果的・効率的に実施するため、年度計画に定めた各海外市場別の事業計画に基づき、

海外現地マネジメント業務等を行った。主な取組は以下のとおり。 

 

（１） ＶＪ事業における海外現地マネジメント業務 

年度計画に定めた各海外市場別の年度計画に基づき、機構はＶＪ事業の海外現地マネジメント業務

を行い、事業の効果的・効率的な実施に貢献した。 
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（例）香港国際旅遊展（ＩＴＥ）が平成２３年６月９日～１２日に開催され、ＶＪ事業の一環としてジャパン

パビリオンを形成し出展した。震災から間もない時期での旅行博出展であったが、変わらない「元気な日

本」の姿のアピールと「正確な情報」の発信をテーマにブースを出展し、日本の地方自治体や民間企業

約２０団体とともに日本の観光魅力をＰＲした。 

 

（例）東日本大震災から１周年にあたる平成２４年３月１１日に、ＶＪ事業の一環としてＬＡ Ｔｉｍｅｓ紙の

日曜旅行欄の一面を使い、訪日旅行商品を販売する旅行会社６社との共同広告を掲載した。日本が米

国に桜を寄贈して１００周年であることも踏まえ、観光魅力としての桜を前面に押し出したデザインを使

用し、時機を生かしたポジティブなメッセージを発信することにより、訪日旅行意欲を喚起した。 

 

（２） ＶＪ事業市場横断キャンペーン実施に対する協力 

観光庁はＶＪ事業の一環として、平成２３年９月１日から平成２４年３月３１日の間、「Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎおも

てなしキャンペーン」を実施した。具体的なキャンペーンの内容は以下のとおり。 

・ おもてなしキャンペーンのクーポンを作成し、インターネット、アプリのダウンロード、国内外でのク

ーポンを配布。 

・ ショッピング、文化、食等をテーマとし、全国の企業・団体（約７，５００社）の協力を得て、各種割引・

特典の提供、及び特別イベント等を実施。 

・ 告知宣伝ツールとして、インターネットを中心に新聞、雑誌等を活用。 

・ ポスター、ステッカー等の販売促進ツールをパートナー事業者へ配布・掲出するとともに、ガイドブ

ック及びチラシを国内外において外国人旅行者へ配布。 

・ 同キャンペーン専用ＷＥＢサイトを英語、韓国語、中国語（簡体字、繁体字）の４言語で制作し、海

外市場へ情報発信（キャンペーンのページビューは約１，０００万）。 

 

上記のＶＪ事業に対し、機構は海外事務所を通じて在外公館や在外日本企業等の協力を得て、キャ

ンペーンのＰＲやクーポンの配布等を行うとともに、海外の旅行会社・メディア等に対しても本キャンペー

ンへの周知とクーポンの配布を呼びかけ、実施に協力した。また、機構が運営する外国語サイト（全１２

カ国語）において、「Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎおもてなしキャンペーン」専用ＷＥＢサイトへのリンクバナーを設置し、

広報の協力を行った。 

 

（３） ビジット・ジャパン・プラス活動に対する協力 

観光庁は異業種間の連携によりビジット・ジャパンの裾野を広げ、これまでのプロモーションに新しい

視点をプラスして、新たな取組を行うビジット・ジャパン・プラス活動を開始し、ワーキンググループを３回

開催した。具体的な内容は以下のとおり。 

 

・ 様々な業態の参加者（約３０団体・４０名）によるインバウンド事業に対する取組の報告と意見交換 

・ ワーキンググループメンバーによる新たなグループへの展開（スマホワーキンググループ・新分野

開拓ワーキンググループ大阪・ショッピングプロモーショングループ） 
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上記の活動に対し、機構はインバウンドの専門機関としてワーキンググループへ参加し、知見の共有

を行うとともに、スマホワーキンググループを立ち上げ主導した。 

 

（４）青森・群馬デスティネーションキャンペーンへの協力 

ＪＲグループと青森県が平成２３年４月から７月の間で実施した「青森デスティネーションキャンペー

ン（青森ＤＣ）」及び群馬県と７月から１０月の間で実施した「群馬デスティネーションキャンペーン（群馬

ＤＣ）」における訪日外国人旅行者向けプログラムに、機構ＷＥＢサイトでの紹介や各海外事務所での

広報活動等を通じて協力を行った。 

 

（５） シンガポールから１００人の学生を招請 

エッセイ等の審査を経て選出されたシンガポール人の大学生１００名を東北親善大使として平成２３年

８月２日より５泊８日の行程で日本に招請し、東北の観光視察や、被災地でのボランティア、日本人学生

との交流等を行った。機構ではＦａｃｅｂｏｏｋ等を通じて訪日期間中を中心に、本プログラム関連のコメント

や写真を発信した。その結果、これらの情報の総表示回数は述べ８６万回を超え、「いいね！」数も合計

で２３００を超えた。機構主導の情報発信だけではなく、参加した学生達はブログ等を中心に各々の方法

で自身の日本での体験について情報発信を行い、そのクチコミ情報は高い説得力を持って多くのシンガ

ポール人に共有され、風評被害の払拭に大きく貢献した。 

 

（６） 東京マラソン２０１２ツアー参加海外ランナーの東京観光をサポート 

機構は、東京地下鉄㈱（東京メトロ）及び近畿日本ツーリスト㈱と連携し、近畿日本ツーリスト㈱が企

画・催行した海外からの東京マラソン２０１２ツアーのＷＥＢサイト等を通じた海外ＰＲに協力するとともに、

同ツアーに参加したランナーの東京観光を促進するため、東京メトロ１日乗車券、地図、印刷物等を提

供した。 

同ツアー参加のランナーは、被災者への義捐金を含む同ツアー参加費の支払いにより被災地の復興

支援にも協力しており、機構では、この支援に感謝するとともに、ランナーらの充実した東京滞在により、

帰国後に日本の安全・安心情報の発信を行って頂くことを目的にこのようなサポートを提供した。 

 

（７） 日本からのありがとうキャンペーン 

機構は、一般社団法人日本旅行業協会（ＪＡＴＡ）とともに、「日本からの“ありがとう”キャンペーン」を６

月中旬から約２週間実施した。これは震災後に世界から寄せられた様々な支援や励ましに対して“あり

がとう”という感謝のメッセージと日本の元気を海外に伝えるための活動で、成田、中部、関西及び羽田

の４空港会社からの全面的な協賛を頂き、これら空港やＪＡＴＡ加盟旅行会社、機構の海外事務所等を

通じて「ありがとう絵はがき」計２０万枚を配布した。 
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＞②訪日外国人旅行者誘致のための事業＜ 

 

イ 広告宣伝・メディア広報事業  

【中期目標】 

 海外事務所の機能を最大限活用し、海外の市場動向等の情報を積極的に収集することにより、調

査・分析・研究業務を充実するとともに、その結果について、事業パートナーと適切に情報共有を行

い、事業パートナーに対するサービスの向上を図る。また、各市場ごとに、海外の市場動向等の情

報に基づく効率的・効果的な事業計画を策定・公表し、日本の観光魅力の発信や現地旅行会社への

プロモーション活動等の取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

 各市場のターゲット・セグメントに対する広告宣伝事業では、様々なメディア媒体（ＷＥＢサイト、テ

レビ、新聞・雑誌、等）を効果的に組み合わせることで相乗効果をあげるよう努力する。 

 特に、ＷＥＢサイトを最も重要なマーケティング手段として位置づけ、ＷＥＢサイトの効率的・効果的

な活用を図るとともに、一般消費者、旅行会社、メディア等からの問合せに対してもＷＥＢサイトを最

大限活用し、良質の情報を効率的に提供する。 

 また、訪日旅行者及び海外送客事業者を対象とする情報コンテンツや機能の拡充（訪日旅行者に

関心の高い「食」や「ショッピング」等に関する実用情報、ユーザー参加型機能、言語追加、動画ライ

ブラリ整備等）を行う。 

 メディア広報事業については、海外の有力なメデイア（在日外国人メディアを含む。）に対し、ＷＥＢ

サイトやニュースレターによる日本観光情報の提供等を通して訪日取材を働きかける。 

 訪日取材に際しては、国内マーケットのニーズやツアー造成事業に連動した適切な取材対象の選

定、国内旅行関連業界との協力による取材先のアレンジ、取材経費の一部負担の支援等を行うこと

により、より訪日促進効果の高い記事掲載を促すとともに、ＷＥＢサイトへの誘引を働きかける。 

数値目標 

 中期計画期間中に、機構のＷＥＢサイトのアクセス数を１億ページビューにする。 

【年度計画】 

ターゲット・セグメントに対する広告宣伝事業を訪日需要喚起を目的とするプロモーション事業の

最重要分野と位置付け、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣

議決定）の指摘等を踏まえ、国が実施するビジット・ジャパン事業を通じ、様々なメディア媒体（ＷＥＢ

サイト、テレビ、新聞・雑誌等）を効果的に組み合わせることで相乗効果を上げるよう、ビジット・ジャ

パン事業の海外現地マネジメント業務等を行う。 

特に、ＷＥＢサイトを最も重要なマーケティング手段として位置づけ、ＷＥＢサイトの効率的・効果

的な活用を図る。 

海外の有力なメディアに対し、ＷＥＢサイトや海外事務所が発行するニュースレターによる日本観

光情報の提供等を通して訪日取材を働きかける。 

訪日取材に対しては、国内事業パートナー（地方自治体、事業者等）のニーズやビジット・ジャパン

事業で実施するツアー造成事業に連動した適切な取材対象の選定、国内旅行関連業界との協力に
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よる取材先のアレンジ等を行うことにより、より訪日促進効果の高い記事掲載を促す。 

数値目標 

機構のＷＥＢサイトのアクセス数を１億７，５００万ページビュー以上にする。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

中期計画の目標値（１億ページビュー）は平成２１年度に達成（約１億８７０万ページビュー）した。平成

２３年３月に発生した東日本大震災後、ＷＥＢサイトへのアクセスが大幅に落ち込んだが、平成２３年６

月の実績（約１，４６０万ページビュー）から一定の伸び率でアクセスが増加し、平成２４年３月に、３月と

しての過去最高値（平成２３年３月の約１，５７０万ページビュー）に達すると仮定した。これに基づく年間

アクセス数約１億７，５００万ページビューを、平成２３年度の目標値として設定した。 

 

② 実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

【ＷＥＢサイトアクセス数（ページビュー数）】 

平成２３年度の機構が運用するＷＥＢサイト（※）のアクセス数は、平成２２年度実績（約１億６，８９０

万ページビュー）から約２９．７％増の約２億１，９００万ページビューとなり、平成２３年度計画の数値目

標である１億７，５００万ページビューを大きく上回った。 

※Ｆａｃｅｂｏｏｋ等、第三者が運用するサイト内で、機構が管理を行うページへのアクセスを含む。 

 

◎ 数値目標の達成状況：ＷＥＢサイトアクセス数（ページビュー数： ｐｖ数）    

中期計画目標値 

（ｐｖ） 

平成２２年度

実績（ｐｖ） 

平成２３年度 

目標値（ｐｖ） 

平成２３年度 

実績（ｐｖ） 

平成２２年度 

に対する増加率 

１億 １億６，８９０万 １億７，５００万 ２億１，９００万 ２９．７％増 

【参考資料１０ ＷＥＢサイトの言語／事務所別アクセス数の推移】 

 

取組状況 

（１） 東日本大震災の対応について 

東日本大震災及び津波による訪日旅行への影響を、いち早く国内の外国人旅行者及び海外に向け

て伝えるため、地震発生当日から英語、中国語（簡体字・繁体字）、韓国語の４言語による情報ポータル

サイトを立ち上げ、気象庁の地震津波情報、東北や関東を中心とした交通情報、計画停電情報、多言語

での各種相談窓口情報等、訪日旅行中の外国人が必要とする多様な情報を、概ね５月のＧＷ前まで、

土日も不休にて日々情報更新して提供した。 

また、津波の被災範囲や福島第一原子力発電所から各都市までの距離が分かるような地図、世界主

要都市と東京の放射線量の比較、水や食の安全性等に関する広報資料等も順次掲載し、震災発生から

の時間の経過とともに求められる情報の変化に対応した。さらに、震災後に訪日旅行を楽しんでいる外

国人旅行者からのコメント等を動画で視覚的に紹介するため、「Ｊａｐａｎ Ｎｏｗ ｏｎ Ｖｉｄｅｏ」コーナーを

設け、日本の「今」のタイムリーな発信に努めた。加えて、レディーガガをはじめとする世界各国の著名



 40

人が震災後に訪日した感想や、日本の安全をアピールしたメッセージ動画の掲載を観光庁と連携して行

い、被災後の日本についての誤解を招くイメージの払拭に努めた。                        

【参考資料１１ 東日本大震災に関する情報発信の事例】 

【参考資料１２ 東日本大震災の対応状況について】 

 

（２） ＳＮＳを通じた情報発信の取組 

世界の登録者数が８億２千万人を超え（平成２４年３月末時点）、多くの国でインターネット利用者の５

０％以上が日常の情報交換に利用しているＦａｃｅｂｏｏｋを訪日情報の発信ツールとして更に活用するた

め、新たに５市場（ドイツ、豪州、インド、韓国、台湾）及び市場を特定しないグローバル版のＦａｃｅｂｏｏｋ

ページを開設し、平成２２年度までに運用を開始した７市場（米国、カナダ、英国、フランス、タイ、シンガ

ポール、香港）とあわせて１３個所のＦａｃｅｂｏｏｋページからの情報発信を行った。写真を活用した日本

の多様な観光魅力の紹介に加え、当該国における日本フェア等のイベント情報や日本関連のテレビ放

映情報等、市場に応じたタイムリーな情報を日替わりで掲載した結果、平成２４年３月末時点でのファン

数は合計約４１万５千人に達し、平成２３年３月時点（約２０万５千人）から倍増した。 

また、Ｆａｃｅｂｏｏｋの利用が禁止されている中国向けには、主流ソーシャルメディアである「微博」をプ

ロモーションに活用するため、北京、上海事務所それぞれが「新浪微博」に独自サイトを立ち上げ、日本

の観光情報の発信を行った。 

なお、平成２４年２月１５日～３月３１日の期間、機構の保有するＦａｃｅｂｏｏｋページへのアクセス促進

を目的に、ファン限定でダウンロードできるデジタルノベルティの配布を８市場で行った。ノベルティはサ

ンリオの協力により、Ｆａｃｅｂｏｏｋのプロフィール画面に貼り付けが可能なＨｅｌｌｏ Ｋｉｔｔｙのバッジを作成し

た。この１カ月半の期間で、８市場合計のファン増加数は４万５千人を超え、特に効果の高かった市場で

は、平成２３年の平均伸び数（１カ月半）と比較し、フランスが１３．２倍、タイが７．７倍、豪州が３．８倍と

ファン数の増加に大きく貢献した。 

【参考資料１３ 各市場向けＦａｃｅｂｏｏｋ及び微博の運用状況】 

 

（３） 訪日外国人旅行者向け情報提供をスマートデバイスでも開始 

スマートフォンやタブレット端末の利用者が世界中で増加する中、こうしたスマートデバイスを持参して

訪日する旅行者からのニーズが高いと考えられる宿泊施設や飲食店の情報を提供するため、ＰＣ端末

向けに英語、中国語（繁体、簡体）、韓国語の４言語で運用中の「宿泊横断検索システム」、「飲食店検

索システム」を、ｉＰｈｏｎｅ、ｉＰａｄ、Ａｎｄｒｏｉｄ等の主流のスマートデバイス向けに画面表示や操作性をカス

タマイズした。さらに、スマートデバイス版ではＧＰＳ機能を活用し、現在地周辺の施設情報や、滞在する

宿泊施設近傍の飲食店や観光地を横断的に検索することが可能となっており、旅行者の情報入手の利

便性が向上している（スマートデバイス版サイト：http://m.japan.travel）。 

【参考資料１４ スマートデバイスによる情報提供事例】 
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（４） ＪＮＴＯアラビア語サイトを開設 

今後の有望な訪日旅行市場の一つである湾岸諸国を中心としたアラビア語圏向けに観光情報を提供

するため、機構で１２言語目となるアラビア語サイトを開設した。本サイトは、日本の情報に接する機会

が限られている湾岸諸国民向けに、ビジュアルな写真を交えた日本の主要観光スポット及び地方等の

観光魅力、ショッピングや料理、交通等の実用情報、訪日旅行の準備に役立つ基本情報等の他、湾岸

諸国の宗教、生活習慣に配慮して料理の食材や調理方法、日本国内のモスクの所在、旅行時の言語上

の障壁を軽減するためアラビア語・日本語・英語で併記した会話集等も掲載している（ＪＮＴＯアラビア語

サイト：http://www.alyaban.travel）。 

 【参考資料１５ ＪＮＴＯアラビア語サイトの開設について】 

 

（５） ＪＮＴＯ台湾市場向けサイトを開設 

韓国、中国に次いで第３の訪日旅行市場である台湾（平成２３年の訪日台湾人旅行者数は９９．４万

人）をターゲットとしたＷＥＢサイトを１０月に開設した。これまで機構では主に香港市場向けに繁体字で

観光情報サイトを運営してきたが、香港と台湾では文化や社会等の環境はもとより、人々の関心事項も

異なるため、より台湾の市場性に特化した情報発信プラットフォームを整備する必要があった。台湾市

場向けサイトの開設にあたっては、東日本大震災から約半年が経過したタイミングを踏まえ、震災後も

団体旅行者に比べ旅行意欲が高い個人旅行者向けの東京発着東北日帰りモデルコースや東北の自治

体や観光施設からのメッセージを週次で紹介するコンテンツを取り上げた。また、台湾人が訪日旅行で

最も楽しみとする「日本の食」に関して安全性が懸念されている状況を緩和するため、機構スタッフによ

る食ブログを立ち上げ、食に関する安全をアピールした。 

 

（６） メディア向け広報活動 

旅行目的地としての日本の認知度を向上させ、訪日旅行意欲を醸成するため、次の事業を実施した。 

 

事業の内容 実施件数 記事掲載・番組放映件数※ 

海外有力メディア関係者の訪日取材

協力 
５２件 １８５件 

海外事務所のニュースレター発行、

情報提供、各種アレンジ等による 

訪日旅行情報の提供 

３８０件 

（ニュースレター類の発行件数のみ） 
１，５４７件 

ＶＪ事業での招請・取材協力 
９２件 ４１６件 

※記事掲載・番組放映件数は平成２３年度中に掲載・放映を確認した件数である。 

 

各海外事務所におけるニュースレター発行等の情報提供活動、並びに有力メディアに対する訪日取

材の働きかけ等の的確なセールス活動が奏功した結果、全体で２，１４８件ものメディアへの露出が実

現した。 



 42

                  【参考資料１６ メディア訪日取材支援実績の内訳】 

【参考資料１７ 海外事務所発行のニュースレターの例（シンガポール事務所発行）】 

 

メディア訪日取材支援活動の主な実績は、以下のとおり。 

 

・ ロシアにおいて最も人気のある旅行ガイドブックシリーズ「ＡＦＩＳＨＡ」の日本編初版発行を平成２２

年から２３年にかけて支援し、全国の観光地（北海道、東北、東京、京都、奈良、高山、石川、広島、四

国、九州等の地域）の取材を斡旋した結果、平成２４年１月に「ＡＦＩＳＨＡ・日本（４００ページ・２万部発

行）」が発行された。 

 

・ フランスでは、旅行ガイド「ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン」が改訂第２版を発行し、新たに熊野

古道（熊野三山、那智の滝、熊野本宮大社）、知床国立公園、摩周湖、阿寒湖が「わざわざ旅行する

価値がある」を意味する三つ星（★★★）となった。あわせて、英語版の第２版も発行され、日本の地

方の魅力の更なるＰＲにつながった。 

 

・ シンガポール唯一の地上波チャンネルを放映しているメディア・コープ社の中国語チャンネルＣｈａｎ

ｎｅｌ Ｕで、人気俳優のＱｉ Ｙｕ Ｗｕが宮城県を訪問し、復興している観光地や被災地をまわり、東北

の現状を紹介するドキュメンタリー番組が放映された。自治体との連携ものと取材受入れ調整を行っ

た。 

 

・ タイでは平成２３年１０月に来訪した旅行雑誌「ａｎｙｗｈｅｒｅ」の取材支援を行った。今まで紹介され

ていない日本を取材したいというメディアの意向を受け、受入れ等の調整を行った結果、福島県、山

形県、宮城県等の東北地域と、奈良県、和歌山県、大阪府の関西地域の露出が平成２３年１１月の発

刊雑誌５２ページに渡り掲載された。山梨、静岡、神奈川による独自の招請事業の成果と合わせ、一

冊すべてが日本特集となり、旅行目的地としての日本を大いにアピールすることに成功した。 

 

・ タイでは平成２３年５月に来訪したテレビ番組「Ｍｏｓ Ｇｉｎｚａ」及び「Ｓｉｓｔｅｒ Ｄａｙ」の取材支援を行

った。それぞれ若手俳優、若手女優がＭＣを務める番組で、今回の取材では京都、神戸、大阪等、関

西地区の魅力アピールと同時に、放映時の６月時点で色濃く残る、震災及び原子力発電所の問題に

対する風評被害払拭に貢献した。 

 

・ インドではボリウッド女優として有名なＤｉａ Ｍｉｒｚａを、風評被害払拭と東京訪問を目的としてＶＪ事

業の一環として招請し、東京、横浜での観光視察や、旅行会社、メディアを招いた記者会見を開催し

た。メディアは滞在中の彼女の行動を「ｇｏｏｄｗｉｌｌ ａｍｂａｓｓａｄｏｒ」等と紹介した。機構は視察日程調

整や記者会見受入調整等を全面的に支援した。 
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・ 香港では国際的に有名な美食評論家「蔡瀾」氏がホストを務める旅行番組「蔡瀾アジアツアー楽

也」の取材を支援。６０分の番組が２回に渡り放映され、東尋坊、越前ガニ、日本橋、仙台朝市等の観

光地と、香港人にも人気の高いグルメが紹介された。 

 

・ 米国アウトドア系記者の訪日取材に際して、日本滞在時の取材支援を行うとともに、記事の内容に

応じて京都や沖縄のダイビングや京都の文化体験を紹介し、各自治体担当者にも繋げた結果、米国

大手日刊紙「Ｗａｓｈｉｎｇｔｏｎ Ｐｏｓｔ」紙（約５１万部）トラベル欄の表紙、及び中面を含む計３ページに

渡り、日本記事が掲載された。沖縄独特の生活文化、ダイビングの魅力、京都春光院での座禅体験

や宿坊宿泊等が複数のカラー写真とともに紹介された他、震災後の日本の安全性についても語られ

ており、震災から半年経った時点での風評被害の払拭に貢献した。 

 

・ 洗練された写真と物語性のある記事で定評があり富裕層を読者に抱える米国の旅行雑誌「ＮＡＴＩ

ＯＮＡＬ ＧＥＯＧＲＡＰＨＩＣ ＴＲＡＶＥＬＥＲ」（発行部数：約７１．５万部）の四国への取材支援を行った。

１０ページに渡り四国の魅力が紹介された他、Ｏｎｌｉｎｅ版（平均ヒット数：約１，９７０万／月）にも記事

が掲載された。支援においては四国運輸局と連携を図り、ゴールデンルート以外の観光デスティネー

ションに対する米国人旅行者の注目を高める上で有効なＰＲとなった（広告換算額は雑誌、Ｏｎｌｉｎｅ版

合わせ概算で２億７，９００万円）。 

 

・ 中国で影響力のある有力αブロガー１０名を東京周辺、関西、沖縄の３回に分けて招請し、キャン

ペーンサイト及び各自のブログ上にて旅行者視点に立った日本のＰＲを行った。旅行、美容、生活情

報、グルメ、撮影（写真）等複数のブログテーマをバランスよく選定した結果、各ブロガーの“一旅行者

視点”の率直な感想や感動が生き生きとつづられた文章の他、写真が豊富な記事が多数掲載され、

これらのブログへのアクセス数が約１３７万ページビューに上る等、効果的な露出となった。ブロガー

は、その他取材中にも各自の中国版ツイッター“微博”にも自主的に逐次呟きを掲載し、拡散施策にお

いて非常に成功した。 

 

・ 中国で最も歴史のある旅行専門誌「旅遊天地」とのタイアップで挟み込み小冊子（３６ページ）を作

成した。「陳彦妃とめぐる日本」と題し、一部ロケ地で日本が取り上げられた人気ドラマ「杜拉拉昇職

記」のヘレン役である陳彦妃をナビゲーターとして、ゴールデンルートと沖縄の二つのテーマで内容を

構成した。また、伝統と現代、高級料理とＢ級グルメといった対比のある構成で興味喚起できる内容と

なった。 

 

・ 中国沿海地区都市部を中心に発行している九州専門フリーペーパー「南国風」の熊本取材の支援

を行った結果、８ページの熊本特集が掲載された。パワースポットという概念があまり定着していない

中国において、風水を切り口に「風水宝池（風水に満ちた土地）」として紹介し、「パワーをもらう旅」を

テーマにパワースポットのみならず、温泉やグルメ等を含めて熊本の魅力を十分に発信することがで

きた。 
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・ 韓国の人気歌手アイユーのプロモーションビデオの撮影を、放射能不安により回復が遅れる東京

に誘致した。Ｊ－ＲＯＵＴＥキャンペーンで紹介している浅草とお台場を背景として作成し、有名人が東

京を訪れる姿は東京が安全であり、既に普通の生活に戻っている姿を伝えることに効果を発揮した。

またこの話題が新聞でも報道される２次効果もあった。 

 

・ 豪州では、人気を二分するモーニングショーテレビ番組「Ｓｕｎｒｉｓｅ」と主婦層に人気がある「Ｋｅｒｒｉ 

Ａｎｎｅ Ｓｈｏｗ」の訪日ロケを誘致し、その取材を通じ、東京、箱根、京都、大阪、高山、松本等の訪

日情報が紹介された。街中でのライブ中継の他、レポーターの相撲部屋での稽古体験、侍に扮した

殺陣体験等、日本の伝統・文化が漂う各地の観光スポットや食の魅力をレポートした様子が数多く放

映され、大きな宣伝効果が得られた。 

 

・ カナダでは、人気旅行番組「Ｔｈｅ Ｔｒａｖｅｌ Ｇｕｙｓ」の訪日取材を支援した。京都・大阪に関する３０

分番組及び熊野に関する３０分番組が制作され、カナダ全土で６２０万世帯が加入しているＯＬＮ局を

通じて１２月の毎週土・日曜日に繰り返し放映された他、ブリティッシュ・コロンビア州からオンタリオ州

まで幅広い地域で視聴されているＳＨＡＷ ＴＶでも平成２４年２月に４回にわたって放映された。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

・「ジャパン・アニメ・マップ」の発行について 

海外でも人気の高いアニメを訪日プロモーションに活用し、アニメファン層の訪日意欲を促進するため、

日本各地に点在するアニメの舞台（聖地）やアニメ関連施設、アニメショップやグッズ、イベント情報等、

アニメをテーマとした英文印刷物「ジャパン・アニメ・マップ」を発行した。本アニメマップは、パリで開催さ

れた日本のポップカルチャーを紹介するイベント「Ｊａｐａｎ Ｅｘｐｏ」やロサンゼルスで毎年開催されるアニ

メファン向けの展示会「Ａｎｉｍｅ Ｅｘｐｏ」等で配布されたとともに、ＷＥＢサイト

（http://www.jnto.go.jp/eng/animemap/）でも情報提供を行い、アニメ文化の中心地としての日本の魅力

を発信した。 

 【参考資料１８ 英語版「ジャパン・アニメ・マップ」について】 
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＞②訪日外国人旅行者誘致のための事業＜ 

 

ウ 訪日旅行商品の造成・販売支援 

【中期目標】 

 海外事務所の機能を最大限活用し、海外の市場動向等の情報を積極的に収集することにより、調査・

分析・研究業務を充実するとともに、その結果について、事業パートナーと適切に情報共有を行い、事

業パートナーに対するサービスの向上を図る。また、市場ごとに、海外の市場動向等の情報に基づく効

率的・効果的な事業計画を策定・公表し、日本の観光魅力の発信や現地旅行会社へのプロモーション

活動等の取組を強力に推進する。 

【中期計画】 

海外の旅行会社の訪日旅行商品造成を支援するため、情報提供・コンサルティング、旅行博覧会や

展示会等への出展、有力旅行会社の日本への招請、日本における商談会の開催等の支援を行う。ま

た、民間競争入札の導入等により、可能な限り民間委託を推進するとともに、一般消費者向けに日本の

観光宣伝をあわせて行う際には、地方自治体、民間事業者等と連携することで、効率的・効果的な事業

展開を図るべく努力する。 

また、機構が主催する研修・セミナーの実施、現地旅行会社との共同広告、有力な訪日旅行販売担

当となる可能性のあるＪＴＳ（Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ Ｓｐｅｃｉａｌｉｓｔ）育成事業等により現地旅行会社の訪日旅行

商品販売活動を支援する。 

数値目標 

中期目標期間中に、機構が造成・販売支援を行った旅行商品により訪日した外国人旅行者の数を６０

万人とする。 

【年度計画】 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）の指摘等を踏ま

え、海外現地実施本部の役割を担い、海外での旅行見本市への出展や海外旅行会社の招請等のビジ

ット・ジャパン事業の海外現地マネジメント業務等を行う。 

数値目標 

機構が造成・販売支援を行った旅行商品により訪日した外国人旅行者の数を５１．３万人とする。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

機構が造成・販売支援を行った旅行商品により外国人旅行者の数を数値目標とした。数値目標は東

日本大震災の影響を勘案し、平成２３年６月実績から一定の伸び率で月間の訪日外客数が増加し、平

成２３年度末に平成２２年３月の訪日外客数に達すると仮定した場合の訪日外客数を推計し、平成２３

年度訪日外客数（予測値）を６５１万人と算出した。平成２２年度訪日外客数８３４万人に対する減少率

（２２％減）を、平成２２年度の訪日旅行商品造成・販売支援実績数（６５万７千人）に乗じることで、平成２

３年度の目標値として５１．３万人を設定した。 
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② 実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

【機構支援の旅行商品により訪日した外国人旅行者の数】 

数値目標 平成２３年度実績 

５１万３，０００人 ４５万９，７０９人  

 

平成２３年３月に東日本大震災が発生し、４月の訪日旅行者数は前年同月比６２．５％減となる等、イ

ンバウンド史上例を見ない多大な影響を与えた。諸外国と日本を結ぶ航空路線の運休や減便、また、各

国・地域における円高傾向もあいまって、平成２３年度は訪日旅行商品の造成・販売が抑制され、数値

目標を達成することができなかった。しかし、震災直後から機構が実施してきた正確な情報発信や緊急

対策事業等が功を奏し、訪日旅行者数の減少幅は縮小しており、平成２４年１月には平成２２年同月比

でプラスを記録する等、着実な回復基調にある。 

 

取組状況 

（１） 訪日ツアー開発・造成支援事業の実施 

機構は訪日旅行者の増加を目指して、ＶＪ事業の海外現地マネジメント業務等を通じて、旅行会社の

訪日旅行商品造成や販売活動を支援した。主な実績は次のとおり。 

 

＜東日本大震災後の訪日旅行の復活に向けた海外プロモーション（緊急対応事業）－ＶＪ事業＞ 

平成２３年３月に発生した東日本大震災の影響により大きく落ち込んだ訪日旅行の早期回復に向け

て、安心で安全な日本の現状を実際に見て体験してもらうため、平成２３年５月から８月にかけてＶＪ事

業の緊急対応事業として視察や取材事業を集中的に実施した。主要１５市場を対象に、海外の旅行事

業者約５３０社、６１０名、メディア約２７０社、３９０名、合わせて約８００社、１，０００名を招請した。 

 

中国 

平成２３年６月から７月にかけて、既に正常化した日本人の生活や観光地の様子を中国で正しく理解

してもらうことを目的に、中国の広範囲地域から旅行会社やメディアを招請し風評被害の払拭に努めた。

また、震災に対する支援への感謝メッセージ広告の掲載や、現地旅行会社との共同広告を実施し、訪日

旅行商品の販売促進を図った。 

 

香港 

香港の人気司会者エリック・チャン氏とその芸能人仲間約４０名を招請し、東京、大阪を巡る旅番組を

制作した。香港で絶大な人気を誇るテレビ局のゴールデンタイムで７月１１日～１５日の５夜連続で放送

され、知名度の高い芸能人自らが安全安心な訪日旅行をアピールした。 

【参考資料１２ 東日本大震災の対応状況について】 
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＜東日本大震災後の訪日旅行の復活に向けた海外プロモーション（緊急対応事業）－機構独自事業＞ 

東日本大震災等の影響により大きく落ち込んだ訪日観光客の早期の回復を促進するため、８月から

９月にかけて独自の緊急対応事業として、ＪＮＴＯウェブサイトを活用したメッセージの発信、および中国

や台湾、タイの重要市場での緊急情報発信事業を行った。 

 

タイ 

東日本大震災後の日本の回復をアピールし、訪日旅行者数の増加につなげるため、在タイ日本国大

使館と連携し、平成２３年９月～１２月に「ビジットジャパン・フォトコンテスト」を実施した。当事業では震

災後に訪日したタイ人が日本各地で撮影した写真を選考対象とし、最終的に１，２５６枚の応募があっ

た。また、コンテスト専用サイトにおいて、投稿のみならず投票という形での参加を促したところ、１５，０

６０票の投票があった。タイを代表する写真家を審査員長に迎え秀逸な１０作品を選考し、平成２４年１

月に在タイ日本国大使公邸にて表彰式を行った。口コミによる情報伝達が浸透しているタイ市場におい

て、安心感の醸成や、風評被害の払拭に効果があった。 

 

＜韓国でテレビショッピングを活用した共同広告を実施－ＶＪ事業＞ 

回復の遅れる韓国市場の緊急対策として、平成２４年１月～３月に、回復が始まった九州に集中的な

プロモーションを実施した。具体的には、テレビショッピングとして１５本（九州１３本、関西１本、北海道１

本）の日本向け旅行商品を共同広告として放映し、９，２３０人の集客となった。さらに、九州は、韓国人

に安心して旅行できるエリアとの印象を与えることに効果があった。 

 

＜中国（上海）で旅行博に出展－ＶＪ事業＞ 

平成２３年５月１２日～１５日に上海で開催された「第８回上海世界旅遊資源博覧会（Ｗｏｒｌｄ Ｔｒａｖｅｌ 

Ｆａｉｒ ２０１１）」において、ジャパンパビリオンを形成し出展した。日本からは地方自治体、観光関連業界

１５団体が出展し、東日本大震災後の中国からの支援への感謝のメッセージを伝えるとともに、訪日旅

行をＰＲし、さらなる需要を喚起した。また、主催者である上海市旅游局は日本を「最優秀旅客満足目的

地」として表彰した。 

 

＜中国で広告宣伝・旅行会社等対策事業－ＶＪ事業＞ 

広告宣伝事業として、新しい定番旅行を訴求するための観光情報を掲載した小冊子を制作するととも

に、キャンペーンサイトを構築・運営し、日本で話題となっている最新観光スポットに関する情報やイベン

ト情報等を発信した。また、中国の有力ポータルサイトや、テレビ番組とのタイアップ、雑誌・新聞社、ブ

ロガーの招請等により日本の魅力をＰＲした。さらに、旅行会社対策として、訪日ツアー商品の企画・造

成担当者や販売スタッフの日本に対する知識増強を図るため、中国市場で実際に販売されている訪日

旅行商品に類似した行程による現地視察研修を実施した。また、現地旅行会社との共同広告や旅行会

社の店舗装飾を実施し、日本の観光魅力を訴求するとともに、訪日旅行商品の販売促進を図った。 
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＜タイで旅行フェア出展－ＶＪ事業＞ 

平成２４年２月２３日～２６日、バンコクにて開催された「Ｔｈａｉ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｔｒａｖｅｌ Ｆａｉｒ ２０１２」

にＶＪ事業の一環としてジャパンパビリオンを出展した。日本からの出展団体は、在タイ日本国大使館６

ブースを加え、過去最大となる２１団体４０ブースとなり、桜の共通装飾やステージイベント等を通じて日

本のＰＲに努めた。その結果、訪日旅行商品の予約・購入者が、ソンクラン期（タイ正月の休暇）を中心

に３，２９０人にのぼった。 

 

＜タイでＦＩＴトラベルフェア開催－ＶＪ事業＞ 

平成２３年８月２７日～２８日、バンコクの高級百貨店にて、成長著しい個人旅行者の需要を取り込む

ため個人旅行者向け「Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ ＦＩＴ Ｔｒａｖｅｌ Ｆａｉｒ」を開催した。タイでは今回が初開催となった

が、日本から７団体、タイからは５団体が出展し、訪日ターゲット層である富裕層に向けて日本の魅力を

アピールした。日本関連イベントとの併催とすることで集客に努めた結果、ＪＲパスを初めとする個人旅

行者向け商品の売り上げに貢献した。 

 

＜マレーシアで初めて日本単独の旅行フェアを開催－ＶＪ事業＞ 

平成２４年３月２日～４日までの期間、クアラルンプール中心地にあるショッピングモール「パビリオ

ン」内の日本関連テナントが集まったエリア「Ｔｏｋｙｏ Ｓｔｒｅｅｔ」にて、日本単独の旅行フェアを開催した。

マレーシアで訪日旅行を取り扱う主要旅行会社５社が出展し、会場内で訪日旅行の販売を行うととも

に、日本から出展した観光施設２社及びＶＪブースでは、訪日旅行関連の情報発信を行った。 

 

＜シンガポールで訪日旅行に特化した旅行フェアを開催－ＶＪ事業＞ 

平成２３年１０月８日（土）、９日（日）の２日間、シンガポール随一の商業街、オーチャードロードに位置

するシンガポール高島屋で、訪日旅行に特化したフェア「Ｍｙ Ｊａｐａｎ Ｈｏｌｉｄａｙ－Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ ＆ 

Ｆｏｏｄ Ｆａｉｒ ２０１１」を開催した。訪日旅行を取り扱うシンガポールの主要旅行会社、日本の地方自治

体、観光関連事業者が参加し、訪日旅行商品の販売や各地の最新情報を提供した。フェアの推定来場

者数は３万人を超え、訪日旅行の需要喚起に貢献した。 

【参考資料１９ 訪日旅行に特化した旅行フェア開催（シンガポール） 】 

 

＜豪州の全国紙等において共同広告を実施－ＶＪ事業＞ 

豪州の全国紙「Ｔｈｅ Ａｕｓｔｒａｌｉａｎ」やシドニーの有力紙「Ｔｈｅ Ｓｙｄｎｅｙ Ｍｏｒｎｉｎｇ Ｈｅｒａｌｄ」にて１０

ページ以上にわたる日本特集号の制作を支援し、特集号はそれぞれ平成２３年１１月、平成２４年２月

に新聞折り込みとして配布された。日本特集号では、日本関連記事に加え、旅行会社との共同広告や

訪日旅行会社の一覧リストを掲載する等により、訪日旅行商品の販売を支援した。 
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＜米国の旅行会社に対し日本単独カタログの制作に協力－ＶＪ事業＞ 

米国東海岸の大手ツアーオペレーターＯｒｉｅｎｔ Ｆｌｅｘｉ Ｐａｘ社の新商品造成を支援するため、同社創

設以来初の取組となる顧客向け日本単独カタログの制作に協力した他、旅行博等を活用したカタログの

配布、ニュースレター発信、富裕層顧客取り扱いリテーラーエージェント訪問等の取組を通じた積極的な

商品告知、販売支援を行った。その結果、震災直後に落ち込んでいた訪日客の送客数が大幅に改善し

た。 

 

＜カナダで機内プロモーションを展開－ＶＪ事業＞ 

エア・カナダ及び有力旅行会社４社と連携し、平成２４年１月から２月にかけて、エア・カナダの乗客を

対象に機内プロモーションを展開した。機内誌『ｅｎＲｏｕｔｅ』（１月号、２月号）に１ページ広告を掲載した

他、日本の観光魅力を紹介した３０秒スポットＣＭを機内で放送する等、旅行目的地としての日本の認

知度向上を図った。なお、訪日旅行が当たる懸賞企画への応募者数は１０，６７８人にのぼった。 

 

＜英国、ドイツにおける航空会社との共同プロモーションの実施－ＶＪ事業＞ 

訪日旅行は高いというイメージの払拭と訪日旅行の需要喚起を目的に、ＶＪ事業の一環として、直行

便、経由便運航の航空会社及び有力メディアとタイアップした共同プロモーションを英国、ドイツにおいて

実施した。 

 

英国 

平成２４年２月１０日から３月１５日にかけて、ヴァージン・アトランティック航空（ＶＳ）、高級紙Ｔｈｅ Ｇｕ

ａｒｄｉａｎと共同で、割引航空運賃の提示、オンライン・紙媒体での日本特集記事の掲載、日本紹介ビデオ

の作成、訪日旅行を賞品とする懸賞の実施等のキャンペーンを行った。懸賞の応募者数が３２，６０１人

に達した他、Ｔｈｅ Ｇｕａｒｄｉａｎ内の日本特集へのアクセス数が約１カ月で４６万ページビューを記録した。 

 

ドイツ 

平成２３年１１月２６日から１２月１８日にかけて、日本への経由便として認知度が定着しつつあるフィ

ンランド航空（ＡＹ）と共同で、ドイツの有力地方紙３紙を用いて、フィンランド航空の割引航空運賃を宣伝

する広告を計２０回集中的に実施した。 

 

 

＜フランス・大手旅行会社との共同プロモーションの実施－ＶＪ事業＞ 

平成２３年１１月から平成２４年１月にかけて、フランスの大手旅行会社のＮｏｕｖｅｌｌｅｓ Ｆｒｏｎｔｉｅｒｅｓ社

及びＶｉｓｉｔｅｕｒｓ社とともに、訪日旅行需要回復のための共同プロモーションを実施した。Ｎｏｕｖｅｌｌｅｓ Ｆｒ

ｏｎｔｉｅｒｅｓ社とは、同社がフランス国内に有する約３００の店舗を活用し、訪日旅行商品をポスター・フライ

ヤー等で大々的にＰＲをした。また、Ｖｉｓｉｔｅｕｒｓ社とは、約５００万人の会員を有する富裕層向けの会員

制オンラインサイトで訪日商品をＰＲし、２日間で用意した訪日旅行商品が完売する等、大きな反響があ

った。 
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＜Ｅラーニング事業（旅行会社対象人材育成プログラム）の実施－機構独自事業＞ 

中国 

旅行会社の訪日旅行商品販売・企画担当者を対象に、インターネットを通じて学習できる「訪日旅行ス

ペシャリスト育成Ｅラーニング」を開講した。訪日旅行基礎知識の習得を目的としたレベルⅠは８１０名、

個人観光旅行手配に有用な内容を盛り込んだレベルⅡは６４１名が受講した。うち「訪日旅行スペシャリ

スト（ＪＴＳ）」として認定を受けた人数はレベルⅠで６５４名、Ⅱで５４４名のあわせて１，１９８名となった。

また、Ｅラーニングの成績優秀者を対象に、ツアー企画や販売スキルの向上を図ることを目的とした「訪

日招請研修事業」をＶＪ事業の一環として実施した。 

 

英国 

英国では、旅行会社社員が訪日旅行商品販売にかかる知識を身につけ、旅行商品の販売増を図る

ため、Ｅラーニング事業を行った。平成２３年度には、受講者が新たに３５０名増えて１，１００名となり、う

ち３８０名が修了し、ＪＴＳに認定された。  

 

フランス 

フランスのＥラーニング事業では、基礎情報、ゴールデンルートに関するコースに加え、平成２２年度

に３つの新規中級コースを作成した。中級コース修了者を含めて、平成２３年度末時点で２９７名をＪＴＳ

として認定した。 

 

ドイツ 

ドイツでは、他国に先駆け平成１８年度よりＥラーニング事業を開始した。初年度より実施の第１コー

ス（初級）、平成１９年度より実施の第２コース（中級）、第３コース（上級）、平成２０年度より実施の世界

遺産に特化した第４コースの計４コースで実施している。平成２３年度末の受講者総数は７，０５９名、修

了者累計は前年度より３７４名増えて４，４０８名となった。 

 

ロシア 

従来、ロシア市場向けのＥラーニングシステムが無かったことから、平成２３年度にロシア語にて基本

６コースからなるＥラーニングシステムを開発するとともに、ロシア旅行業関係者に同システムを周知し

た。 

 

米国／ニューヨーク 

日本向け旅行商品を扱う旅行会社（リテーラーエージェント）を対象に、日本各地の観光情報・トピック

ス、顧客に対するセールスポイント等に関する知識の習得を目的としたＥラーニング「Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ Ｓ

ｐｅｃｉａｌｉｓｔ（ＪＴＳ）」事業を実施し、平成２３年度に新たに３１８名がＪＴＳに認定された。 

 

カナダ／トロント 

カナダでは、訪日旅行商品を扱う旅行会社（リテーラーエージェント）の社員を中心に、訪日旅行に関
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する知識の習得を目的として英語と仏語によるＥラーニング事業を実施している。平成２３年度には同研

修プログラムを修了し、新たにＪＴＳとして１３４名（英語によるＪＴＳ認定者：１０４名、仏語によるＪＴＳ認定

者：３０名）が認定された。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

 ・英国の権威ある観光地ランキングで日本が高評価 

英国で最も権威ある旅行賞の１つガーディアン・トラベル・アワードにおいて、東京が海外都市別部門

で第１位、日本が長距離国別部門で第１位となり、長距離国別及び海外都市別部門の双方で第１位に

選出される快挙となった。全２２部門の各賞は、いずれも読者の満足度投票で決定され、東京の満足度

は９８．２％、日本の満足度は９８．９％と、いずれも高評価を獲得した。 
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（２）国内受入体制整備支援業務 

＞①観光案内所の整備支援業務＜ 

 

【中期目標】 

観光案内所の整備支援事業や通訳案内士試験業務について、地方自治体や関係団体、外国人旅行

者等のニーズの把握に努めるとともに、ニーズに応じた効率的・効果的な事業の展開を図る。 

【中期計画】 

外国語対応可能な観光案内所の整備を支援するために、機構のビジット・ジャパン案内所に加入した

観光案内所に対し外国人対応に関するノウハウを提供する等の支援を行い、観光立国推進基本計画

に掲げられている「平成２３年度までにビジット・ジャパン案内所の数を３００箇所とする」目標の実現に

国土交通省と協力して取り組むとともに、案内所の提供するサービスの質の向上に努める。 

 ビジット・ジャパン案内所指定・支援業務については、地方運輸局や地方自治体、業界団体等関係機

関との役割分担や各案内所に求められるサービス内容を踏まえ、中期目標期間終了時までに事業の

在り方を検討する。 

 ツーリスト・インフォメーション・センター（以下、「ＴＩＣ」という。）は、ＴＩＣを利用する訪日外客の動向、ニ

ーズ等に関する情報を随時把握し、ＴＩＣに求められるサービス内容を踏まえつつ、その情報を海外宣伝

事務所、地方公共団体、民間事業者等にフィードバックするためのアンテナショップとしての機能を積極

的に果たしていく。 また、ＴＩＣは最新日本観光情報の収集・整備を行い、海外事務所及びＴＩＣを訪れる

外国人旅行者や、ビジット・ジャパン案内所に提供する情報収集整備機能を果たす。 

【年度計画】 

 外国語対応可能な観光案内所の整備を支援するために、ビジット・ジャパン案内所に加入した観光案

内所に対し外国人対応に関するノウハウを提供するなどの支援を行い、観光立国推進基本計画に掲げ

られている「平成２３年度までにビジット・ジャパン案内所の数を３００箇所とする」目標を達成したところ

であるが、引き続き指定案内所の増加に観光庁と協力して取り組むとともに、案内所の提供するサービ

スの質の向上に努める。また、観光庁が進めている案内所のＩＣＴ化についても協力する。 

 ツーリスト・インフォメーション・センター（以下「ＴＩＣ」という。）は、「独立行政法人の事務・事業の見直し

の基本方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）の指摘等を踏まえ、業務の効率化を図った上で民間委託

を行う。その際、ＴＩＣを利用する訪日外客の動向、ニーズ等に関する情報を把握し、それらの情報を機

構の海外事務所、地方自治体、民間事業者等にフィードバックすることで、訪日外国人旅行者のニーズ

を探るアンテナショップとしての機能を積極的に果たしていくよう、委託先を支援する。また、最新の日本

観光情報の収集・整備を行い、海外事務所及びＴＩＣを訪れる外国人旅行者や、ビジット・ジャパン案内

所に提供する。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

 外国語対応可能な観光案内所の整備支援について、観光庁が進める施策に協力しこれを実現する。

また、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」の指摘等を踏まえ、業務の効率化を図った上

で民間委託を行う。 
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② 当該年度における取組 

（１） ビジット・ジャパン案内所ネットワークの充実に向けた取組 

・ ビジット・ジャパン案内所のサービスの質の向上を目的として、外国人旅行者への案内業務に役

立つ情報をまとめた「ビジット・ジャパン案内所通信」を全国の「ビジット・ジャパン案内所」とその運営

主体宛てにＥメールで送信した（年２４回）。 

・ 全国各地の「ビジット・ジャパン案内所」のスタッフを対象に、３月１日、２日の両日、東京都内で平

成２３年度「ビジット・ジャパン案内所」研修会を実施した（参加者：１０４人）。 

・ 「ビジット・ジャパン案内所」数の増加に取り組んだ結果、平成２３年３月末の３０６箇所から、平成２

４年３月末には３１３箇所に増加した。 

・ ビジット・ジャパン案内所のＩＣＴ化に関する現状についてアンケート調査を行い、その結果を取りま

とめたものを観光庁やビジット・ジャパン案内所と共有するとともに、「ビジット・ジャパン案内所通信」 

を通じて、ビジット・ジャパン案内所に対してＩＣＴ化に関する情報提供、働きかけを行った。 

                           【参考資料２０ ビジット・ジャパン案内所とは】 

【参考資料２１ 全国のビジット・ジャパン案内所の所在地】 

 

（２） ＴＩＣの民間委託について 

・ 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」に基づき、ツーリスト・インフォメーション・センタ

ー（ＴＩＣ）の運営を外部委託するために必要な調整・準備を行い、平成２４年１月２日より移転オープン

した。 

・ 委託先の選定に際しては、外部の専門家を含めた検討委員会において審査を行い、外国人旅行

者が多く往来し、訪れやすい好立地を選定するとともに、公衆無線ＬＡＮ等の充実した設備を外国人

旅行者にサービスを提供できるようにした。 

・ サービス提供においては、機構が保有する全国の観光情報などを生かしつつ、民間企業のノウハ

ウを活用した情報発信を行っている。 

・ 委託後もＴＩＣ来訪客統計や案内事例を観光庁やＪＮＴＯ内で共有し、来訪客の状況や案内事例を、

「ビジット・ジャパン案内所通信」や機構のメールマガジンを通じて地方自治体、民間事業者などへ情

報提供し、アンテナショップとしての機能を積極的に果たしている。 

・ 全国の主要なイベント情報や、外客から頻繁に問い合わせのある情報に関しては、ＴＩＣにおいて

情報収集と資料作成を行い、ＴＩＣを訪れる外国人旅行者にタイムリーに提供するほか、機構海外事

務所及び全国のビジット・ジャパン案内所に提供している。 

   【参考資料２２ 新ＴＩＣの概要について】 

 

（３） ＴＩＣによる取組 

・ 平成２３年度のＴＩＣの来訪者数は前年度比５７．４％減の１万２６７人となった。平成２３年３月１１

日の東日本大震災発生後、訪日外客数同様、大きく落ち込んだ。４月は前年同月比８６．６％減と震

災後最も減少幅が大きく、５月以降徐々に減少幅は縮小した。なお、平成２４年１月からは民間へ運
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営を委託し、千代田区丸の内の新東京ビル１階に移転した。路面店という立地により、日本人を含め

た来訪者数は移転前よりも増加している。 

 

＜ＴＩＣの来訪者数＞                                   （単位：人） 

 平成２２年度 平成２３年度 対前年度増加率 

 来訪者数 ２４，０８０ １０，２６７ －５７．４％ 

      

＜取扱い照会件数＞                                  （単位：件数） 

 平成２２年度 平成２３年度 対前年度増加率 

 来訪による照会件数 ２１，７５９ ８，４３１ －６１．３％ 

 電話による照会件数 ２，５６６ １，７００ －３３．７％ 

 手紙による照会件数 ５１ ５０ －２．０％ 

合  計 ２４，３７６ １０，１８１  －５８．２％  

   

・ 平成２３年３月１１日の東日本大震災発生後、ＴＩＣにおいて英語・中国語・韓国語により２４時間体

制で電話対応を行った結果、３月１１日～４月３０日の電話による問い合わせ件数は３５９件となり、震災

関係の問い合わせ件数は、来訪による照会２４件、電話による照会１４９件となった。 

 

（４） 新たな外国人観光案内所認定制度に向けた取組 

外国人観光案内所の更なる質の向上・質の担保を図ることを目的とした認定制度を導入するため、観

光庁によりワーキンググループが設置され、機構もこれに参画し、「外国人観光案内所の設置・運営の

在り方指針」が定められた。 
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＞②通訳案内士試験業務＜ 

 

【中期目標】 

 観光案内所の整備支援事業や通訳案内士試験業務について、地方自治体や関係団体、外国人旅行

者等のニーズの把握に努めるとともに、ニーズに応じた効率的・効果的な事業の展開を図る。 

【中期計画】 

通訳案内士試験ガイドラインに基づき、通訳案内士試験事務を代行する。試験実施に当たっては、試

験事務の安定性、統一性、公正性を確保しつつ、民間競争入札を導入して業務の効率化を図る。 

また、自治体が実施する地域限定通訳案内士試験事務に対して、試験問題の提供等の支援を行う。  

【年度計画】 

 通訳案内士試験ガイドラインに基づき、通訳案内士試験事務を代行する。試験実施に当たっては、試

験事務の公正性等を確保しつつ、業務の効率化を図る。 

 平成２３年度は、前年度に引き続き競争入札により願書受付や試験会場運営など広範・多岐にわたっ

て試験事務を行う事業者と連携を密にして、公正かつ的確に業務を実施する。 

 併せて、自治体が実施する地域限定通訳案内士試験事務に対して、試験問題の提供等の支援を行

う。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

外国人旅行者の受入れ体制の確保のため、国土交通省が策定した「通訳案内士試験ガイドライン」に

従い、試験事務代行機関として試験事務を適正かつ円滑に実施する。 

 

② 当該年度における取組                                    

・ 「通訳案内士試験ガイドライン」に基づき、試験事務の公正性等を確保しつつ、試験事務を代行し

た。 

・ 地域限定通訳案内士試験を実施する６道県（北海道、岩手県、栃木県、静岡県、長崎県、沖縄県）

に対して、外国語筆記試験問題の提供等の支援を行った。 
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２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

 

（３）国際会議等の誘致・開催支援業務 

＞①国際会議等の誘致支援業務＜ 

＞②国際会議の開催支援業務＜ 

 

【中期目標】 

海外事務所を活用した誘致活動の支援、地方自治体等に対するノウハウの提供等により、国際

会議の誘致活動を積極的に支援する。支援の実施に当たっては、政府の方針や近年の国際会議開

催件数の動向を踏まえ、これまでの誘致活動の効果についての分析・検証を行うとともに、地方公共

団体等からのニーズの把握を強化し、それらを踏まえた事業手法の見直しを行う。その際、国として

誘致することとしている大規模な会議や、地域活性化への効果が期待される会議等に誘致活動の

対象を重点化し、取り組むべき目標を明確にした上で、優先度を付けて効率的に実施する。 

 また、人材育成、寄附金募集・交付金交付制度の運営等により、国際会議の開催についても積極

的な支援を実施する。 

 国際会議の開催件数については、我が国における開催件数が正確に統計に反映されるよう、地方

自治体等を通じた調査を実施するとともに、国際機関への働きかけを行う。 

 さらに、インセンティブ旅行（企業報奨旅行）についても、海外事務所のネットワークを活用し、海外

の企業に対する情報を収集することにより、効果的・効率的な誘致活動を実施する。 

【中期計画】 

① 国際会議等の誘致支援業務 

国として誘致することとしている大規模な会議や、地域活性化への効果が期待される会議等に誘

致活動の対象を重点化し、取り組むべき目標を明確にした上で、優先度を付けて効率的に実施して

いく。 

また、海外の国際団体・機関の本部や、受け入れ先となる国内の関係団体・機関、地方自治体、コ

ンベンションビューロー等からの情報収集活動を強化するとともに、これまでの誘致活動の効果につ

いての分析・検証を行い、その結果に基づき、海外事務所を活用した支援や、地方自治体、コンベン

ションビューロー等に対するノウハウの提供等、誘致活動を効果的・効率的に実施する。国際会議の

開催件数については、我が国における開催件数が正確に統計に反映されるよう、地方自治体等を通

じた調査を実施するとともに、国際機関への働きかけを行う。 

インセンティブ旅行（企業報奨旅行）の誘致については、韓国、中国、タイ、シンガポール等アジア

諸国からの誘致活動を拡大するとともに、欧米のインセンティブ旅行市場開拓も強化する。 

数値目標 

中期目標期間中に、機構が誘致した国際会議の数を９０件とする。 
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② 国際会議の開催支援業務 

誘致が決定した国際会議の開催を円滑に進めるため、ノウハウ事例の提供、人材育成、寄附金募

集・交付金交付制度の運営等の事業を実施する。 

【年度計画】 

① 国際会議等の誘致支援業務 

 観光庁が取りまとめた「ＭＩＣＥ推進アクションプラン」に基づき、ＭＩＣＥの啓発、推進を行う。国として

誘致することとしている大規模な会議や、地域活性化への効果が期待される会議等に誘致活動の

対象を重点化し、取り組むべき目標を明確にした上で、優先度を付けて効率的に実施していく。 

 また、海外の国際団体・機関の本部や、受け入れ先となる国内の関係団体・機関、地方自治体、コ

ンベンションビューロー等からの情報収集活動の強化、国際会議データベースの充実等を図る。ま

た、誘致活動を効果的・効率的に実施するために海外事務所を活用した主催者等に対する会議誘

致に関する支援や、地方自治体、コンベンションビューロー等との連携強化を図る。  

 我が国における国際会議の開催件数が正確に統計に反映されるよう、地方自治体等を通じた調査

を実施し、国際機関へ報告を行う。 

さらに、地域経済への効果が高いインセンティブ旅行（企業報奨旅行）の誘致については、市場が

拡大している韓国、中国、タイ、シンガポール等アジア諸国からの誘致拡大に加え、欧米からのイン

センティブ旅行市場の開拓を図る。 

具体的には、別添２の事業計画に基づき、事業を推進し、または国に対して協力を行う。 

数値目標 

機構が誘致した国際会議の件数を４５件とする。 

② 国際会議の開催支援業務 

国際会議の開催を円滑に進めるため、ノウハウや事例の提供を含むコンサルティングを行い、人

材育成、寄附金募集・交付金交付制度の運営等の事業を実施する。 

 具体的には、別添２の事業計画に基づき、事業を推進し、または国に対して協力を行う。 

 

① 年度計画における目標値設定の考え方 

平成２３年度は、３月に発生した東日本大震災の影響を考慮し、６月までの間に、日本で開催予定で

あった国際会議が中止または延期となった件数とＵＩＡ（国際団体連合）統計基準による日本での国際会

議開催件数（平成１９年～平成２１年の平均）から、平成２３年度の日本での国際会議開催予定件数に

占める地震の影響による中止・延期等の件数の割合を推計し、それを前年度の平成２２年度誘致実績

件数である６９件に乗じ、４５件と設定した。 

 

② 実績値と取組状況 

数値目標の達成状況 

平成２３年度は、特に夏頃までの間は、震災の影響を大きく受け、日本で開催予定であった国際会

議の中止または延期等が相次ぎ、今後数年後に開催される国際会議等の日本への誘致活動にも大
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きな懸念が示されたが、震災後の日本ブランドの復活に向けた取組の強化や各種の誘致・開催支援

活動を行った結果、３年ぶりに、目標件数の４５件を超えて、合計４７件の誘致を達成できた。 

 

取組状況 

（１） 国際会議・インセンティブ旅行の誘致活動強化 

緊急の課題として、東日本大震災の影響による国際会議やインセンティブ旅行の実施・参加のキャ

ンセル防止及び今後の決定の不安要素を払拭するための諸対策を精力的に実施した。例えば、ＭＩＣ

Ｅ業界の主要メディアを招請し、正しい情報の発信により風評被害の払拭を図った。また、観光庁長

官及び機構理事長からの国際会議予定参加者へのサポートレターの発出や、有力ＭＩＣＥ専門誌にお

ける日本の復興状況を伝える理事長インタビュー記事の掲載を行った。さらには、ＭＩＣＥ業界で大き

な影響力をもつＩＣＣＡのＣＥＯ訪日の機会をとらえて仙台市へ案内したことで、ＷＥＢサイトを通じ、ＭＩ

ＣＥ開催都市としての仙台の復興の様子が世界に向けて発信された。 

一方、観光庁策定の「ＭＩＣＥ推進アクションプラン」に基づき、年間を通じた計画的事業として、規模

や市場ターゲットを絞り込んだキーパーソンの招請、出展、セミナー等のプロモーションを中心に実施

した。誘致においては、参加者５０人以上の国際会議を誘致の対象とし、中・大型の学術会議を重点

会議と位置付けた。特に地方都市での国際会議開催と参加者１，０００人を超える大型会議誘致を目

指した。一例を挙げれば、国際会議の誘致推進において海外事務所の情報網を駆使し、参加予定人

員が２００名以上の会議をターゲットに、開催権限があり、なおかつ日本を開催地の有力候補に考え

ているキーパーソンを選り抜いて日本に招請し、各地域の会議施設視察や各コンベンションビューロ

ーとの商談会を実施した。 

 

＜震災後の海外ＭＩＣＥメディア及びＭＩＣＥ産業への対応＞ 

・ 欧州ＭＩＣＥ業界誌「ＣＭＷ（Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ ＆ Ｍｅｅｔｉｎｇｓ Ｗｏｒｌｄ）」及び「Ｅｖｅｎｔｓ」記者招請（平

成２３年７月及び９月） 

東日本大震災後の日本の現状をＰＲするために国際学会本部の多い欧州のＭＩＣＥ雑誌２誌の

記者を招請し、国際会議観光都市コンベンション推進機関の協力を得て、それぞれ取材を実施し

た。７月はＣＭＷ誌の記者が大阪及び京都を取材し、９月にはドイツのＥｖｅｎｔｓ誌の記者が東京、

横浜、箱根、京都、奈良及び大阪での取材を実施した。ＣＭＷは、１０月号、Ｅｖｅｎｔｓは１１月号に

記事が掲載された。 

 

・ 海外ＭＩＣＥメディアに対する情報発信 

日本のＭＩＣＥ分野の震災による影響、復興の見通し等、震災後に海外のＭＩＣＥ専門誌から寄せ

られた情報提供依頼に対応した。結果、欧州の会議主催者に購読されているＨｅａｄｑｕａｒｔｅｒ誌は７

月号の表紙に機構理事長の写真を掲載し、理事長へのインタビュー記事を３ページ掲載した。その

他、米国のＭＩＣＥ関係者が所属する団体であるＰＣＭＡの会員誌「Ｃｏｎｖｅｎｅ」６月号及び東欧のＭ

ＩＣＥ専門誌「ＳＥＥ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｔｒａｖｅｌ ＆ Ｍｅｅｔｉｎｇ」誌６月号がともに理事長の写真入りで２ペ

ージの記事を掲載した。 
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・ ＩＣＣＡ（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ ａｎｄ Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ）ＣＥＯ及びセミナー講師

の仙台視察（平成２４年１月） 

ＩＣＣＡセミナーのために来日したＩＣＣＡのＣＥＯ及び講師の計４名に対し、東日本大震災の被災

地である仙台への視察を実施し、仙台及び秋保温泉の国際会議施設及び展示場の視察と都市担

当者やコンベンション推進機関との意見交換会を行った。その結果、ＩＣＣＡのＣＥＯよりＩＣＣＡのＷ

ＥＢサイトを通じて日本と仙台のＰＲメッセージが発信された。また、ＩＣＣＡの推薦を受け、平成２４

年５月にフランクフルトで開催されるＭＩＣＥ専門見本市「ＩＭＥＸ」に特別招待枠として仙台の出展が

決定した。 

 

・ 韓国インセンティブ旅行招請事業（ＶＪ緊急対策事業）（平成２３年７月） 

東日本大震災後、訪日インセンティブ旅行が停止した韓国市場に対し、ＶＪ緊急対策事業として、

訪日インセンティブ旅行の実績のある有力企業及びインセンティブ旅行会社のキーパーソンを招請し、

北海道コースと東京・横浜コースの２グループに分かれて各５名ずつ、計１０名の視察を実施し、日本

でのプログラム実施の安全性をＰＲした。うち、１社は１０月に１８０人を超えるインセンティブ旅行を北

海道で実施した。 

 

・ 海外ＭＩＣＥ見本市での安全情報の発信 

機構及び観光庁との連携で出展した海外のＭＩＣＥ見本市の日本ブースにおいて、機構が作成した

震災後の現状や放射線の状況に関する資料を活用し、安全情報の発信に努めた。 

 

・ ＪＮＴＯ英語ＷＥＢサイト「ＪＡＰＡＮ ＮＯＷ ＯＮ ＶＩＤＥＯ」での会議参加者コメントの掲載 

震災後の訪日に対する懸念を抱く会議参加予定者の不安を払拭するために、開催都市コンベンシ

ョン推進機関及び会議主催者の協力を得て、震災後、日本で開催された会議への海外からの参加者

に対し、訪日前のイメージや訪日後の印象、訪日を控えている他の会議参加者へのメッセージ等をイ

ンタビューし、その映像を機構のＷＥＢサイトで公開した。 

 

・ 観光庁長官及び機構理事長による国際会議開催サポートレターの発出 

東日本大震災の影響を受け、平成２３年以後日本での開催が決定していたものの、その開催が

危ぶまれ、海外からの会議参加者減少を懸念する国内国際会議主催者を支援するために、観光

庁長官及び機構理事長名による開催都市の開催安全を伝えるサポートレターを、長官名で１２６通

（７９件分）、理事長名で７３通（５９件分）発出した。 

 

＜海外キーパーソン招請事業＞ 

・ 海外国際会議キーパーソン招請事業／Ｍｅｅｔ Ｊａｐａｎ２０１２（平成２４年２月～３月） 

国際会議開催地としての日本をアピールし、誘致促進を図るため、開催地決定に影響力のある海

外のキーパーソン１１名を招請し、９都市の視察及び受入都市１０団体との商談会等を実施した。 
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・ 国際会議キーパーソン個別招請（平成２３年５月、平成２３年８月） 

国際会議の誘致を図るため、誘致活動中の大型国際会議案件３件について、関係する国際団体

本部の会長及び事務局長らを日本へ個別に招請し、プレゼンテーションや開催立候補都市の視察等

を実施した（視察都市：５月札幌、８月東京、名古屋）。 

 

・ インセンティブ旅行キーパーソン・グループ招請（平成２３年９月、１０月、１１月、平成２４年３月）  

インセンティブ旅行の誘致促進を図るため、インセンティブ旅行誘致に熱心な地方コンベンション都

市と連携して、韓国、中国、豪州、シンガポールの企業、旅行会社やミーティングプランナー及びイン

センティブハウスを対象とした視察旅行を５件実施した。参加者は、１市場から４人、計２０人。９月は、

韓国から宮崎と静岡を視察、１０月は豪州から長野と横浜を、１１月はシンガポールから大阪を、上海

からは神戸を視察し、３月は北京からの招請者が沖縄を視察した。 

 

・ インセンティブ旅行キーパーソン個別招請（平成２３年１１月、平成２４年３月） 

１１月に上海で初めて訪日インセンティブ旅行を扱うＰＣＯ（会議運営会社）とその顧客企業の旅

行先決定権者を招請し、大阪の視察を実施した。結果、平成２４年２月に同社のインセンティブ旅

行で８００人が大阪を訪問した。３月には、豪州のＤＭＣ（旅行手配専門会社）と共同で企業インセ

ンティブを扱うミーティングプランナーを招請し、東京、箱根、京都の視察を実施した。 

 

・ インセンティブ・ショーケース（平成２３年１２月） 

インセンティブ旅行の誘致促進を図るため、中国及び香港のインセンティブ旅行実施企業並びに現

地旅行会社のキーパーソン１７社１７名を選定し、全行程に同行して視察及び帰国後のフォローを

行った。加えて、初日のオリエンテーションでは、インセンティブ旅行の目的地である日本の魅力等

についてプレゼンテーションを実施した。 

 

＜国内における国際会議誘致、開催支援＞ 

・ ＩＭＥ２０１１（国際ミーティング・エキスポ）開催時の来場及び商談促進（平成２３年１２月） 

国際会議主催者の来場促進に取り組んだ。特に、国際会議誘致のカギとなる学協会関係者の来

場者確保（約２９０名）に貢献、各都市との商談を促進した。 

 

・ 国際会議主催者セミナーの開催（平成２４年３月） 

国内の学協会関係者並びに主催者である大学教授等の関係者を招待し、震災後の風評被害で国

際会議のキャンセル・延期が相次ぐ中、成功裏に開催した睡眠学会の角谷准教授による「国際会議

誘致・開催を成功に導くコツ」に関する講演会を行った。 
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・ 国際会議マニュアルの改訂（平成２３年６月） 

国際会議の開催を考える日本在住の主催者に対し、開催や会議運営に必要なノウハウを提供す

ることを目的に作成した国際会議マニュアルを刷新し、国際会議支援セミナーへの参加者や国際会

議主催者等に配布すると同時に日本在住の主催者向けＷＥＢサイトにＰＤＦで掲載した。 

 

・ 国際会議観光都市「コンベンション都市ガイド」の改訂（平成２３年７月） 

国際会議観光都市の会議施設や誘致及び開催支援サービスを網羅した都市ガイドに新たにユニ

ークベニュー情報や体験プログラム情報を充実させて刷新し、国際会議支援セミナーに参加した主催

者等国内の会議主催者に配布すると同時に、日本在住の主催者向けＷＥＢサイトにＰＤＦで掲載し

た。 

 

・ 国際会議データベースシステムの改訂（平成２４年３月） 

過去の国際会議誘致活動を記録した国際会議データベースにクラウド化を導入し、ニューヨーク、

ロンドン、ソウルを基点とした海外の誘致活動との情報共有の拡充を図った。 

 

・ インセンティブ旅行宣伝ツール作成 

アジアで成長しているインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、インセンティブ旅行用都市紹

介（パワーポイント版）をタイ語と韓国語で作成した。 

 

・ 国際会議用日本ＰＲパンフレット「Ｕｎｉｑｕｅｌｙ Ｊａｐａｎ」作成 

国際会議主催者が海外で日本開催をＰＲする際に活用できる日本の魅力をコンパクトにまとめ

た英語パンフレット「Ｕｎｉｑｕｅｌｙ Ｊａｐａｎ」を作成した。 

 

・ 観光庁長官及び関係省庁大臣の招請状の発出 

会議開催地決定に際し、他国との競合がある会議について、観光庁と協力して、会議に関連する

省庁の大臣や観光庁長官による会議招請状の発出を１７件実施し、うち２件の誘致に成功した（残

る１５件のうち５件は敗退、その他は今後開催地が決定予定）。 

 

＜海外における認知度向上及び商談会開催＞  

・ ＩＴ＆ＣＭ Ｃｈｉｎａ ２０１１（平成２３年４月） 

アジア・太平洋地域最大級のＭＩＣＥ見本市ＩＴ＆ＣＭＡを主催するＴＴＧ ＡＳＩＡ ＭＥＤＩＡが主催する

中国及びアジア地域のインセンティブ旅行市場を対象とした見本市に出展した。東日本大震災直後

の海外ＭＩＣＥ見本市であったため、日本からの共同出展者数が当初予定していた１５社・団体から激

減したが、最終的に共同出展者７社・団体（コンベンション推進機関、旅行会社）とともに出展し、機構

は震災後の現状と会議開催の安全性について情報発信を行い、６０件の商談を行った。 
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・ ＩＭＥＸ２０１１（平成２３年５月） 

国際会議及びインセンティブ旅行の誘致促進を図るため、ドイツ・フランクフルトの会場において日

本ブースを出展し、日本の共同出展者１１社・団体（コンベンション推進機関、ホテル、旅行会社）とと

もに世界各国からのバイヤーと商談を行うとともに、ウォーク・インの来場者に対して日本の会議施設

や国際会議観光都市のサービス等の情報提供、ＰＲ活動を実施した。機構の商談件数は５６件。 

 

・ ＡＩＢＴＭ２０１１（平成２３年６月） 

米国・ボルティモアで開催されたＭＩＣＥ専門見本市に日本ブースを出展し、バイヤー約５０社との商

談及びメディア４社の訪問を受けた。東日本大震災後の出展ということもあり、積極的なＭＩＣＥ誘致よ

りも、震災後の日本の状況を正確に情報発信することに主眼を置いた活動を行った。 

 

・ ＣＩＢＴＭ２０１１（平成２３年８月） 

インセンティブ旅行の成長が著しい中国市場での誘致促進を図るため、北京で開催されている大

型ＭＩＣＥ専門見本市に日本ブースを出展し、共同出展者９社・団体（コンベンション推進機関、ホテル、

旅行会社）とともに出展し、機構は７２件の商談を実施した。 

 

・ ＩＭＥＸ Ａｍｅｒｉｃａ（平成２３年１０月） 

ＩＭＥＸ（フランクフルト）と同様、英国に本社を置くＲｅｇｅｎｔ Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎｓ Ｌｔｄ社が主催するＭＩＣＥ

専門見本市の１つ。今回が米国で初の開催となる。ラスベガスの会場に９社・団体の共同出展者（コ

ンベンション推進機関、ホテル、旅行会社）とともに出展し、主に北米地域のバイヤーと個別商談を実

施した。機構の商談件数は３０件。 

 

・ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ ＆ Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ （ＩＣＣＡ） 総会参加（平成２３ 

年１０月） 

ドイツのライプチヒで開催された全世界の観光局、ＰＣＯ、コンベンション推進機関、主催者等会議

関係者が集まるＩＣＣＡ年次総会に参加し、コンベンション業界のトレンドセミナーに参加するとともに

各地の関係者と国際会議案件に関する情報交換を行った。   

 

・ ソウルＭＩＣＥセミナー（平成２３年１１月） 

韓国からのインセンティブ旅行や企業ミーティングの誘致促進を図るため、ソウルにおいてインセ

ンティブ旅行や海外での会議実施企業並びに現地旅行会社計３０社を招待し、市場説明会を実施す

るとともに、日本から参加したコンベンション推進機関と会員企業の９グループとの商談会を実施し

た。 
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・ 上海ＭＩＣＥセミナー（平成２３年１１月） 

中国のインセンティブ市場についての知識向上と北京からのインセンティブ旅行の誘致促進を図る

ため、上海地区を中心としたＭＩＣＥ専門旅行会社及び大手旅行会社のＭＩＣＥ部門担当者から１０社１

２名を対象に、日本のコンベンション推進機関８都市２０名との商談会を実施した。商談に先立ち、中

国の大手旅行会社の副社長より日本側参加者向けに上海のインセンティブ市場に対する講演を行い

中国市場に対する理解を深めるように努めた。 

 

・ ＥＩＢＴＭ ２０１１（平成２３年１１月） 

ＣＩＢＴＭと同様、英国に本社を置くＲｅｅｄ Ｔｒａｖｅｌ Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ社が世界各地で主催するＭＩＣＥ専門

見本市の１つであり、ＩＭＥＸが開催される以前は欧州で唯一の大型ＭＩＣＥ見本市。日本ブースの出

展は、平成１４年以来８年ぶりの前回に続き、２年連続となる。バルセロナの会場に１０団体の共同出

展者（コンベンション推進機関、ホテル、旅行会社）とともに出展し、主に欧州地域のバイヤーと個別

商談を実施した。機構の商談件数は４６件。 

 

・ Ｈｏｌｉｄａｙ Ｓｈｏｗｃａｓｅ， Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ Ｆｏｒｕｍ Ｏｆ Ｃｈｉｃａｇｏ （平成２３年１２月） 

米国で会議主催者の多いシカゴでの学協会団体が所属するＦｏｒｕｍがクリスマスシーズンに主催

するセミナー及びネットワークイベントである「Ｈｏｌｉｄａｙ Ｓｈｏｗｃａｓｅ」に出席し、参加している会議主

催者及びＰＣＯとの情報交換を通じて、会議候補地の日本をＰＲするとともに有望な会議案件の獲得

に努めた。 

 

・ Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ （ＰＣＭＡ） 総会参加（平成２４年１ 

月） 

北米を中心とする学術団体関係のミーティングプランナーやインセンティブプランナー等のバイヤ

ーと関連業界のサプライヤーが所属する組織であるＰＣＭＡが年１回バイヤーとサプライヤーのネット

ワーキングを目的に開催する総会であり、平成２４年１月にはサンディエゴで開催された。機構は同

総会で多くのバイヤーとの情報交換を行い、有力な会議案件の獲得に努めた。 

 

・ シドニーＭＩＣＥセミナー（平成２４年２月） 

豪州からのインセンティブ旅行や企業会議の誘致促進を図るため、シドニーのインセンティブ旅行

専門会社やミーティングプランナー、メディアを対象に、ＭＩＣＥデスティネーションとしての日本を紹介

するセミナーを開催した。セミナーでは、日本の魅力を紹介するプレゼンテーションと、バイヤー２０社

と現地日系サプライヤー６団体（航空会社、ホテル、旅行会社）との商談会を実施した。 

 

・ ＡＩＭＥ ２０１２出展（平成２４年２月） 

ＣＩＢＴＭ、ＥＩＢＴＭと同じく、Ｒｅｅｄ Ｔｒａｖｅｌ Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎが主催するＭＩＣＥ見本市の一つ。豪州のメ

ルボルンで毎年開催される同見本市に、アジア・オセアニア地域からの企業会議やインセンティブ旅
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行誘致促進を目的として、日本ブースを出展した。ブースでは事前予約による個別商談を実施し、機

構は２７件の商談を実施した。 

 

・ Ｓｕｃｃｅｓｓｆｕｌ Ｍｅｅｔｉｎｇ Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ（平成２４年３月） 

米国の大手ＭＩＣＥ専門誌である「Ｓｕｃｃｅｓｓｆｕｌ Ｍｅｅｔｉｎｇｓ」を発行しているノーススター社が主催

するミーティングプランナーを対象とした商談会に参加し、インセンティブ旅行及び企業ミーティング誘

致のための商談を計２２件実施した。 

 

・ トーマス・クック社インセンティブセミナー（平成２４年３月） 

ベルギーにおいて、大手旅行会社であるトーマス・クック社のインセンティブを扱うスタッフ１９名を

対象に同社で日本の魅力とサービスをＰＲするセミナーを実施した。また、同社の顧客企業を対象と

したネットワークイベントに参加し、同社スタッフを通じて、顧客企業とのコンタクトを図り、訪日インセ

ンティブや企業会議開催のための情報提供を行った。 

 

・ ＭＥＥＤＥＸ出展（平成２４年３月） 

フランスのＭＩＣＥ業界における主要見本市であるＭＥＥＤＥＸに日本ブースを初めて出展し、フラン

ス国内の企業やミーティングプランナー、会議主催者に対して、日本の国際会議観光都市及びその

サービスをＰＲし、２２件の商談を行った。また、事前にＭＥＥＤＥＸを通じて、フランス国内及び欧州の

フランス語圏のミーティングプランナーや会議主催者等１５，０００件に対し、日本の魅力を特集したニ

ュースレターを配信した。 

 

・ 中国高級旅行雑誌「Ｔｒａｖｅｌ ＋ Ｌｅｉｓｕｒｅ（悦旅）」への広告掲載（平成２４年３月） 

高学歴・高職歴・高収入の３０代がメインターゲットである同誌上にインセンティブ旅行をテーマとし

た日本の魅力をＰＲする広告を掲載し、エンドユーザー側での訪日旅行に対する需要喚起に努めた。 

 

・ 海外ＭＩＣＥキーパーソン向けニュースレターの発行（年６回） 

海外の国際会議主催者やインセンティブ旅行等を扱うミーティングプランナーに対し、国際会議観

光都市の観光情報や支援サービス、見本市出展情報等、日本の最新ＭＩＣＥ情報を発信する英文ニ

ュースレターを年６回発行した。 

 

（２） コンベンションの開催支援 

＜人材育成＞ 

・ 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）ＭＩＣＥセミナー初級者編（平成２３年６月） 

国際会議観光都市及びコンベンション推進機関で新たに実務を担当することとなった関係者を対

象に、ＭＩＣＥの基礎に関する講演を行った。加えて、身近な取組による理解の促進を図るため、機構

とコンベンション推進機関の実務担当者より実務紹介を行い、また、東日本大震災の後の機構の対

応についてもプレゼンテーションを行う等、より具体的な内容に沿って研修を実施した。さらに、その
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後協賛団体だけを対象にしたウェブ上のサービス、経済波及効果測定システム「測定くん」について

もプレゼンテーションを行った。参加者は５４名。 

 

・ 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）ＭＩＣＥセミナー中上級者対象①【実践編】（平成２３年１１月） 

機構の協賛団体である国際会議観光都市・コンベンション推進機関、及び日本コングレス・コンベ

ンション・ビューローのコンベンション部会（ＪＣＣＢ／ＣＢ部会）加盟の全国コンベンション推進機関の

実務を担当する実務経験３年以上の職員を対象に実施。まずは経済波及効果測定システム「測定く

ん」の具体的な使用方法についてのプレゼンテーションを協賛団体を対象に行った。その後、協賛団

体以外の参加者の合流を得て中国のインセンティブ市場に関する講演を行い、続けて、国際会議と

インセンティブの小グループに分かれてのグループワーキングを実施した。国際会議グループでは、

課題として準備した架空の国際会議誘致失敗例を分析し、成功する国際会議誘致のプランを組む作

業を、インセンティブグループでは、架空のインセンティブツアーを企画してみる等のシミュレーション

を行った。参加者は３６名。 

 

・ 日本政府観光局（ＪＮＴＯ）ＭＩＣＥセミナー中上級者対象②【理論編】（平成２４年２月） 

国際会議観光都市とそのコンベンション推進機関の実務担当者及び管理職を対象に、より深い知

識を得てもらうためのセミナーとして実施。ＭＩＣＥの現状と課題に関する機構からのプレゼンテーショ

ンに続き、ＭＩＣＥマーケティングを専門とするセントラルフロリダ大学の原准教授による講演、近年日

本へのインセンティブツアーが急増しているアジア諸国の機構事務所長と受け手側のコンベンション

推進機関担当者によるパネルディスカッションを行った。参加者は４５名。  

 

・ ＩＣＣＡ研修会（平成２４年１月）  

観光庁がＩＣＣＡ（国際会議協会）より海外のベテラン講師４名を招聘し、コンベンション推進機関、コ

ンベンション施設、コンベンション関連企業等の国際会議誘致活動の実務担当者を対象に、国際会

議の動向や効果的なビッドペーパー（開催提案書）やプレゼンテーション作成方法等の実務に関する

研修を東京と大阪でそれぞれ２日間に渡り実施した。機構はプログラム案へのアドバイス、参加者募

集に協力した。参加者にはＩＣＣＡより修了証が授与された。 

 

＜国際会議観光都市、コンベンション推進機関等との連携強化＞ 

・ セミナーへの講師派遣 

国際会議観光都市、コンベンション推進機関等が実施するＭＩＣＥ振興に関するセミナーへ、ＭＩＣＥ

に関する国及び機構の施策・取組等について講演を行うため、講師を派遣した（札幌市、新潟市、富

士吉田市、静岡市、名古屋市２件、静岡県、富士市、広島市、松山市、金沢市 計１１件）。 

 

＜会議開催情報等の提供＞ 

・ 国との連携による国際会議開催情報の収集及びＵＩＡ等への報告 
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観光庁と連携し、全国の地方自治体やコンベンション推進機関の協力を得て国際会議開催情報

を収集し、国が収集した府省庁の情報とともに取りまとめ、ＵＩＡ（国際団体連合）及びＩＣＣＡ（国際

会議協会）に報告した。 

 

・ ＷＥＢサイトを活用した国際会議開催情報の提供及び経済効果測定システム「測定くん」の発信 

過去に日本で開催された国際会議や、今後日本で開催される国際会議のデータを整備し、検索

可能な形式でＷＥＢサイトに掲載した。また、各地で開催された国際会議の経済波及効果を測定す

るためのシステムを、ＷＥＢサイトを通じて発信した。同システムの土台となっている基礎データを

厚くし、同システムの測定精度を高めるため、日本各地で開催された３つの国際会議の参加者を

対象に、消費額調査を実施した。 

 

・ 出版物・メールマガジン等の送付 

国際会議観光都市・コンベンション推進機関・国際会議主催者に対し、以下の出版物、メールマガジ

ン等を送付した。 

 

２０１０年国際会議統計 

 

６００部発行。ＷＥＢサイトにも掲載。 

会議データベース 

「過去に開催された会議」 

「国際会議統計」に掲載されている国際会議を検索するた

めのデータベースを、会員向けＷＥＢサイトに掲載。 

会議データベース 

「今後開催される会議」 

日本で開催される予定の国際会議を検索するためのデー

タベースを、会員向けＷＥＢサイトに掲載。 

ＪＮＴＯ海外事情通信 

協賛団体である都市やコンベンション推進機関向けメール

マガジン。年４回、３６都市３０団体５施設に配信。海外コン

ベンション事情等の情報を紹介。会員向けＷＥＢサイトでも

公開。 

ＪＮＴＯコンベンションニュース 

国際会議の主催者向けメールマガジン。年４回約１，２００

人に配信。国際会議観光都市の紹介や国際会議誘致開

催に関するノウハウ等を紹介。ＷＥＢサイトでも公開。 

国際会議マニュアル 改訂版を１，５００部発行。 

 

＜コンベンション見本市におけるＰＲ活動＞ 

ＩＭＥ２０１１（国際ミーティング・エキスポ）にＪＮＴＯブースを出展し、機構が国際会議主催者を対象に

実施している事業や支援サービスの紹介を行い、活用を呼びかけた。 

 

＜国際会議主催者との連携強化＞ 

国際会議主催者である国内学協会との連携強化と国及び機構の国際会議誘致支援活動の周 

知徹底を目的として、以下の活動を行った。 
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・ 国際会議誘致・開催貢献者表彰及びパネルディスカッションの実施 

国が国家戦略として位置づける国際会議誘致・開催の意義に関する国民の理解を促進し、国際会

議主催者及び都市・推進機関の社会的地位を高めることを目的とした「日本政府観光局（ＪＮＴＯ）国

際会議誘致・開催貢献賞」について、７件の受賞会議を決定した。受賞式は、平成２３年１２月１４日に

東京国際フォーラムで開催された「第２１回国際ミーティング・エキスポ（ＩＭＥ２０１１）」会場内にて、７

名の受賞会議の代表者を迎え、実施した。さらに、受賞者中の３名を招いてパネルディスカッションを

開催。「郷土色を生かした国際会議誘致・開催に向けて」と題し、受賞者が誘致・開催した国際会議に

まつわる実践的なノウハウや経験の紹介等、広く情報共有を行った。 

 

＜国内コンベンション関連誌を通じた広報活動＞ 

国際会議に関連する機関誌に、機構のコンベンション誘致・開催支援情報を掲載することにより、機構

の認知度を向上させるとともに、主催者の誘致・開催活動の促進を図った。 

 

・ 『学術の動向』 

平成２３年６月号より、毎月２ページずつ、事業活動等の記事を掲載。 

 

［掲載記事一覧］ 

平成２３年 

６月号 

風評被害による国際会議中止を防ぐ試み 

～日本政府観光局（ＪＮＴＯ）及び観光庁によるサポートレターの発出～ 

平成２３年 

７月号 

国際会議はじめませんか？ 

～国際会議化推進事業の概要～ 

平成２３年 

８月号 

国際会議誘致を支えるパートナー育成 

～日本政府観光局（ＪＮＴＯ）主催平成２３年度ＭＩＣＥセミナー初級編の実施～ 

平成２３年 

９月号 

キーパーソンを日本に呼ぼう！ 

～招請候補者募集のご案内（海外キーパーソン招請事業「Ｍｅｅｔ Ｊａｐａｎ ２０１２」～ 

平成２３年 

１０月号 

第２１回国際ミーティング・エキスポ（ＩＭＥ２０１１）を開催します。 

～日本で唯一のコンベンショントレードショー、東日本大震災からの復興をめざして～ 

平成２３年 

１１月号 

平成２３年度日本政府観光局（ＪＮＴＯ）「国際会議誘致・開催貢献賞」決定！！！ 

ＩＭＥ２０１１：第２１回国際ミーティング・エキスポ（４ページ掲載） 

平成２３年 

１２月号 

成功例・失敗例を横断的に情報共有する試み 

～日本政府観光局（ＪＮＴＯ）主催平成２３年「ＭＩＣＥセミナー中上級編」の実施～ 

平成２４年 

１月号 

「平成２３年度日本政府観光局（ＪＮＴＯ）国際会議誘致・開催貢献賞」受賞式盛大に開

催！～受賞会議７件の代表者を日本政府観光局（ＪＮＴＯ）理事長が表彰、パネルディス

カッションを実施～ 

平成２４年 

２月号 

国際会議誘致・開催のためのヒント 

～日本政府観光局（ＪＮＴＯ）主催「国際会議主催者セミナー」３月１４日（水）開催～ 
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平成２４年 

３月号 

海外の事例を知り目から鱗 

～日本政府観光局（ＪＮＴＯ）主催「ＭＩＣＥセミナー中上級者編②〈理論編〉」の実施～ 

 

・ 『週刊ダイヤモンド』（一般向けビジネス誌） 

機構が取り組んでいるＭＩＣＥ推進活動について、一部の関係者のみならず、ビジネスパーソンを対

象とした雑誌への記事広告掲載を通して、広くＭＩＣＥについて周知し、ビジネスの需要拡大につなげ

ることを目的とした。 

平成２３年１２月１０日号及びインターネット上にＭＩＣＥの総論をはじめ、ＭＩＣＥ業界の第一人者や

国際会議誘致・開催に成功した主催者へのインタビューとともに、機構理事長のインタビュー記事を

掲載し、ＭＩＣＥの重要性及び機構の活動について国内広報した。本記事については別途抜き刷り小

冊子を作成し、１２月１４日～１５日に開催されたＩＭＥ２０１１の機構ブースにて配布した。 

 

＜寄附金募集・交付金交付制度の運営＞ 

・ ＰＣＯの実務担当者及び学会関係者を対象に、制度を利用する場合の申請書類の作成方法、留

意点等をテーマに「寄附金募集・交付金交付制度実務研修会」を名古屋、京都、東京で実施し、約１０

０名が参加した。 

 

・ 平成２３年度に寄附金募集の協力が決まった国際会議は９件、交付金を交付した国際会議は１３

件（交付額３２３百万円）であった。 

 

＜寄附金募集・交付金交付制度について＞ 

機構の寄附金募集・交付金交付制度は、国際会議主催者の開催支援のために、機構が税制優遇措

置のある特定公益増進法人として日本での国際会議の開催のための寄附金を受入れ、主催者に対し

て交付することにより、わが国における国際会議の開催が円滑に行われるよう支援する制度である。 

同制度を活用するためには、一定の要件（参加者数概ね２００名以上、うち外国人参加者概ね５０名

以上、参加国概ね１０カ国以上、開催経費概ね２，５００万円以上）を充足し、有識者７名からなる「開催

支援審査委員会」の審査を経て公益に資する国際会議であると了承されることが条件となる。 

 

③ その他適切な評価を行う上で参考となり得る情報 

・ 「ＭＩＣＥ Ｊａｐａｎ」等日本のＭＩＣＥ業界専門誌に対し、海外での見本市出展情報やセミナー、ＭＩ

ＣＥへの取組に対するアドバイス、国際会議誘致へのケーススタディーの紹介等、積極的に情報や

記事を提供し、ＭＩＣＥ業界の理解や発展に努めた。 

 

・ 機構では、独自に構築している国際会議データベースに基づき誘致ターゲットを設定し、専任担

当者を決めて中長期的視点で国際会議の誘致活動を行っている。誘致活動の過程では、国内主

催者に対してコンサルティングやノウハウの提供、関連事業者の紹介、開催都市のコンベンション

推進機関や観光庁との連携等多方面との調整を行いつつ、誘致活動に当たっている。また、各段
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階でキーパーソンの招請、所管大臣名、観光庁長官名、機構理事長名による招請状発出、立候補

書類やプレゼン資料の準備、在外公館を通じたロビイングの依頼等きめ細かい誘致支援を行って

いる。 

 

・ アジアからのインセンティブ旅行に対し、有望であるグループの来日時には、機構理事の出迎え、

歓迎バナーを用意した歓迎式典の主催や理事長名による訪日参加者への歓迎レターの発出を実施

した。震災後の１０月に被災地にマフラーを届けるプロジェクトを実施した香港からのインセンティブ旅

行のグループに対し、その好意に感謝の意を表するために成田空港で歓迎バナーによる出迎えと式

典を実施した。その他、インセンティブ旅行での訪問地コンベンション推進機関と協力し、それぞれの

滞在地での歓迎プログラムの提供を手配している。 
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３．予算、収支計画及び資金計画  

 

【中期目標】 

事業パートナーに対するサービスの向上や、新たな事業パートナーの発掘等により、自己収入の拡

大に向けた取組を行う。 

【中期計画】 

（１）自己収入の確保 

個別相談会の開催やビジット・ジャパン・キャンペーン事業の実施に当たっての支援、国際会議の開

催・誘致の支援等を通じて、事業パートナーとの連携を強化し、顧客満足度を高めることにより、地方自

治体、民間事業者等からの賛助金拠出の維持・増加に努めるとともに、賛助会員の増加による会費収

入の増加を図る。 

（２）予算（人件費の見積りを含む。） 

別紙 

（３）収支計画及び資金計画 

別紙 

【年度計画】 

（１）自己収入の確保  

 インバウンド・フォーラム及び個別相談会の開催や海外プロモーション事業の実施に当たっての支援、

国際会議の開催・誘致の支援等を通じて、事業パートナーとの連携を強化し、顧客満足度を高めること

により、地方自治体、民間事業者等賛助団体からの賛助金拠出の維持・増加に努めるとともに、賛助会

員の増加による会費収入の増加を図る。また、受託業務にも積極的に取り組み、収入増を図る。 

（２）予算（人件費の見積りを含む。）  

別紙 

（３）収支計画及び資金計画  

別紙 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

事業パートナーである地方自治体及び民間事業者が置かれた厳しい財政状況を踏まえ、機構のサー

ビスの十分な活用を通して賛助金・会費の拠出に対する理解を深められるように努め、事業パートナー

の満足度を高め連携を強化する。 

 

② 当該年度における取組 

（１）  自己収入の確保 

①賛助団体・会員への取組  

・ 賛助団体・会員を対象とするＷＥＢサイト上の有料バナー広告事業を引き続き実施した。 

・ ９月の個別相談会において外部講師による講演プログラムを導入し、参加者の満足度向上を図

った。 
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・ 機構の活用と、賛助金の拠出への理解を得るため、賛助団体を訪問し、サービス内容について

の説明を行った。 

・ 賛助団体・会員との「交流勉強会」を２カ月に１回程度計６回開催し、賛助団体・会員からの事業

説明、機構に対する要望を聴取の後、意見交換を行った。 

・ 前年度に続き、訪日旅行者の増加に伴って新たにインバウンド観光ビジネスの受益者となりつつ

あるショッピング施設や旅行・観光業界以外の新たな業種の会員勧誘に取り組んだ。 

・ 広域観光連盟・協会等に対しても賛助団体勧誘を行った。 

・ インバウンドへの取組に機構を活用しようとする団体・企業に対し、機会をとらえて本部・海外事

務所を挙げて勧誘活動を行った。その結果、賛助団体として８団体、会員として１３団体が新たに

加入した。他方、財政事情・東日本大震災の影響等の理由により、賛助団体２団体、会員２９団

体が退会した。 

 

＜賛助団体・会員数＞ 

 平成２１年度末 平成２２年度末 平成２３年度末 

賛助団体数 １５８ １６１ １６７ 

会員数 １５６ １５２ １３６ 

合計 ３１４ ３１３ ３０３ 

 

②自己収入確保のための取組 

・平成２２年度に引き続き、２月のインバウンド旅行振興フォーラムにおいても、市場説明会を一般に

有料で開放し、自己収入の増加を図った。また、有料Ｂ ｔｏ Ｂデスクを設置し、会員へビジネスチャンス

を提供するとともに収入の増加を図った。 

 

・平成２３年６月からは、さらなる機構のサービス内容の理解を深め、新規会員獲得につなげるため、

「トライアル会員制度」を導入し、観光業界以外の企業も含めた会員拡大の取組を行った。 

 

③コンベンション協賛都市への往訪機会改善 

 平成２２年度に引き続き、地方での事業開催、協賛都市との共同事業も含め、コンベンション協賛都

市への訪問の機会の創出に努めた。また、都市担当者を中心に、日常のコンタクト（メール、電話）を

密にし、コミュニケーションの更なる充実を図った。予算的にも時間的にも限りがある中で、効率よく有

意義な訪問とするため、以下の事業や行事の機会を活用しながら、可能な限り協賛都市を往訪し、Ｍ

ＩＣＥの当該地への誘致に関して協議を行った。 

 

・ コンベンション協賛都市でのＭＩＣＥイベントや会議への出席の機会に往訪、視察。 

・ 機構主催のセミナーを各地で実施し、その際に往訪、視察。 

・ セミナーや研修会での講演依頼を受けた機会に往訪。 

・ 経済効果測定調査の機会を通じて往訪。 
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（２） 年度予算等の執行状況 

＜一般勘定＞ 

 平成２３年度の収入は、計画額２７億６０百万円に対して、合計で３億６４百万円減の２３億９６百万円と

なった。この変動の主な要因は以下の通りである（表１）。 

 

・ ビジット・ジャパン（ＶＪ）事業等の受託業務の減少等により事業収入が計画額に対して２億８５百

万円の減となった。 

・ 観光宣伝事業賛助金収入は、拠出者（賛助団体及び会員）及び拠出額の減少に伴い、前年度比

で１３百万円の減、計画額に対しては３５百万円の減となっている。 

・ コンベンション協賛金収入については、地方自治体財政が厳しい状況にあることを受け、前年度

比で２百万円の減、計画額に対しては４０百万円の減となった。 

・ 事業外収入は計画額に対して５百万円の減となっている。 

 

 支出については、計画額２７億６０百万円に対して、合計で４億４３百万円減の２３億１７百万円となった。

この変動の主な要因は以下の通りである。 

 

・ 業務経費については、計画額に対して４５百万円の減となった。これは、海外観光宣伝事業経費

が北京事務所及びバンコク事務所の移転等により計画額に対して２２百万円の増となったこと、コ

ンベンション誘致事業経費が事業の見直し等により計画額に対して５９百万円の減となったこと等

による。 

・ 受託経費については、計画額に対して２億６５百万円の減となった。これは、ＶＪ事業等の減によ

り受託業務経費が計画額に対して１億７６百万円の減となったこと、共同事業経費が事業規模の

縮小等により、計画額に対して８０百万円の減となったこと等による。 

・ また、人件費については為替レートの影響や公務員の給与改定に準じた措置を講じたこと等によ

り、計画額に対して１億１８百万円の減となった。 

・ 一般管理費（人件費を除く）については、契約の見直し等により、計画額に対して１５百万円の減

となった。 

  

この結果、 

・ 一般勘定の平成２３年度の当期損失金（当期総損失）は１１百万円となった（表２）。 

 なお、前中期から繰り越された前中期目標期間繰越積立金のうち、平成２３年度の減価償却費分３

百万円を取り崩している。 

  

＜交付金勘定＞ 

 平成２３年度の収入は、寄附者からの寄附金収入が減少したことにより、計画額３億５０百万円に対し

て８７百万円減の２億６３百万円となった（表１）。 
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 支出については、国際会議の減少に伴う交付金交付額の減により、計画額３億５０百万円に対して３０

百万円減の３億２０百万円となった（表１）。 

 交付金勘定の損益については、国際会議が減少し、上記の通り収益、費用とも同様に減少するなかで、

５百万円の当期利益金となった（表２）。 

 

＜利益剰余金の発生要因＞ 

 ［一般勘定］ 

 平成２３年度の利益剰余金の発生要因については、以下の事項により、合わせて１億１０百万円の

利益剰余金が発生することとなった。 

①前中期計画期間から繰り越された前中期目標期間繰越積立金の残額５百万円から当該年度発

生分３百万円（自己財源で購入した資産の平成２３年度減価償却費）を取り崩した後の前中期目標

期間繰越積立金２百万円 

②前年度からの積立金１億１８百万円 

③為替損失等による当期未処理損失１１百万円 

 

 ［交付金勘定］ 

 平成２３年度の利益剰余金の発生要因については、前年度からの積立金４７百万円と当期未処分

利益５百万円により、５２百万円の利益剰余金を計上することとなった。 

 

＜経常損益では損失計上していたものが最終的に利益計上になった場合の経緯＞ 

 該当なし。 
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表１ 予算 

〔一般勘定〕 

                                                   （単位：百万円） 

  

区　分 予算額 決算額 差額

<収入>
運営費交付金 1,972 1,972 0
賛助金･コンベンション協賛金収入 356 281 △75

事業収入 411 126 △285

事業外収入 22 17 △5

計 2,760 2,396 △364

<支出>
業務経費 754 709 45
受託経費 451 186 265

人件費 1,296 1,178 118

一般管理費 259 244 15

計 2,760 2,317 443  

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

 〔交付金勘定〕 

                                       （単位：百万円） 

区　分 予算額 決算額 差額

<収入>
寄附金収入 350 263 △87

事業外収入 0 0 0

計 350 263 △87

<支出>

交付金事業経費 350 320 30

計 350 320 30  

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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表２ 収支計画 

〔一般勘定〕 

                                         （単位：百万円） 

区　分 予算額 決算額 差額

<費用の部>

経常費用 2,760 2,330 430

　業務経費 754 691 63

　受託経費 451 188 263

　一般管理費 1,554 1,420 134

　減価償却費 1 24 △23

　財務費用 -                    7 △7

  雑損 -                    -                    0

臨時損失 -                    3 △3

計 2,760 2,333 427

<収益の部>

運営費交付金収益 1,971 1,835 △136

国際観光振興事業収入 767 454 △313

資産見返運営費交付金戻入 1 18 17

資産見返補助金戻入 -                    1 1

資産見返寄附金戻入 -                    2 2

事業外収益 21 9 △12

臨時利益 -                    -                    0

計 2,760 2,319 △441

当期純利益(△当期純損失) 0 △14 △14

前中期目標期間繰越積立金取崩 0 3 3

当期総利益（△当期総損失） 0 △11 △11

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。
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〔交付金勘定〕 

                                         （単位：百万円） 

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

区　分 予算額 決算額 差額

<費用の部>

経常費用 350 320 30

　交付金事業経費 350 320 30

当期利益金(△当期損失金) 0 5 △5

計 350 325 25

<収益の部>

寄附金収入 350 325 △25

事業外収益 0 0 0

計 350 325 △25
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表３ 資金計画 

 

 〔一般勘定〕 

                                         （単位：百万円） 

区　分 予算額 決算額 差額
<資金支出>
業務活動による支出 2,760 2,278 482
投資活動による支出 - 33 △33
事業外支出 - 7 △7

次期への繰越金 0 1,420 △1,420

計 2,760 3,739 △979

<資金収入>
業務活動による収入 2,760 2,810 50
　運営費交付金による収入 1,972 1,972 0
　賛助金･コンベンション協賛金収入 356 281 △75
　事業収入 411 541 130
　事業外収入 21 16 △5
前期からの繰越金 0 929 929

計 2,760 3,739 979

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

〔交付金勘定〕 

                                         （単位：百万円） 

区　分 予算額 決算額 差額
<資金支出>
業務活動による支出 350 317 33
次期への繰越金 0 175 △175

計 350 492 △142

<資金収入>
業務活動による収入 350 252 △98
　寄附金収入 350 252 △98

　事業外収入 0 0 0

前期からの繰越金 0 240 240

計 350 492 142

※ 各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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４．短期借入金の限度額 

 

（中期目標） 

なし 

（中期計画） 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、１００百万円

とする。 

（年度計画） 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、１００百万円

とする。 

 

【該当なし】 
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５．重要な財産を譲渡し、又は担保にする計画 

 

（中期目標） 

なし 

（中期計画） 

なし 

（年度計画） 

 なし 

 

【該当なし】 
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６．剰余金の使途 

 

【中期目標】  

なし 

【中期計画】  

剰余金が発生した場合には、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第４４条第３項の規定

による国土交通大臣の承認を受けて、海外からの訪日旅行の促進の効果が高く見込まれる海外宣伝

事業費の使途に充てる。 

【年度計画】  

剰余金が発生した場合には、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第４４条第３項の規定

による国土交通大臣の承認を受けて、海外からの訪日旅行の促進の効果が高く見込まれる海外宣伝

事業費の使途に充てる。 

 

【該当なし】 
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７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 

【中期目標】  

なし 

【中期計画】 

（１）人事に関する計画 

前述のとおり、人件費の削減や、民間からの出向者等の活用、プロパー職員の育成等に努める。 

【年度計画】 

（１）人事に関する計画  

前述のとおり、人件費の削減や、民間からの出向者等の活用、プロパー職員の育成等に努める。 

 

① 年度計画における目標設定の考え方 

行政改革の重要方針に掲げられた人件費削減について、引き続き着実に実施するとともに、給与水

準の適正化の取組を継続するものである。また、訪日インバウンド事業の専門機関として質の高いサー

ビスを提供するため、優秀な人材の育成、活用を図る。 

 

② 当該年度における取組 

本報告書の「１．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」の「（２）総人件費改

革（５ページ）」、「（６）民間からの出向者等の活用（２１ページ）」、「（７）プロパー職員の育成等（２２ペー

ジ）」の「②当該年度における取組」を参照。 
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【中期目標】  

なし 

【中期計画】 

（２）独立行政法人国際観光振興機構法（平成１４年法律第１８１号）第１０条第１項に規定する積立金の

使途 

 なし 

【年度計画】 

（２）独立行政法人国際観光振興機構法（平成１４年法律第１８１号）第１０条第１項に規定する積立金の

使途  

 なし 

 

【該当なし】 
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【中期目標】  

なし 

【中期計画】 

（３）その他中期目標を達成するために必要な事項 

 なし 

【年度計画】 

（３）その他中期目標を達成するために必要な事項  

なし 

 

【該当なし】 

 

 

 

 

以 上 
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参考資料１ ビジット・ジャパン事業の実績                             

下記は、機構が観光庁から管理監督業務を受託した事業のみ記載。 

事業名 実施国 

中国・韓国・台湾・香港における旅行博等出展事業 中国・韓国・香港 

タイ・シンガポール・マレーシア市場における旅行博出展事業 
タイ・シンガポール・ 

マレーシア 

豪州市場における旅行博等出展事業 豪州 

「Ｊａｐａｎ Ｅｘｐｏ」出展事業 フランス 

フランス市場における旅行博（Ｔｏｐ Ｒｅｓａ）出展事業 フランス 

ロシア旅行博Ｌｅｉｓｕｒｅ出展事業 ロシア 

クルーズプロモーションによる訪日促進事業 米国 

米国・カナダ市場における旅行博出展事業 米国・カナダ 

英国市場における旅行博（Ｓｋｉ＆Ｓｎｏｗｂｏａｒｄ Ｓｈｏｗ）出展事業 英国 

シンガポール市場における「ＪＡＰＡＮ ＴＲＶＥＬ ＆ ＦＯＯＤ ＦＡＩＲ ２０１１」運営事業 シンガポール 

欧州市場（英・仏・独）における旅行博出展事業 
英国・フランス・ 

ドイツ 

米国・カナダにおける訪日旅行促進のための広告宣伝・旅行会社等対策事業 米国・カナダ 

タイ・シンガポール・マレーシア市場における訪日旅行促進事業 
タイ・シンガポール・マ

レーシア 

インド市場における訪日旅行促進事業 インド 

豪州市場における訪日旅行促進事業 豪州 

ロシア市場における訪日旅行促進事業 ロシア 

欧州における東日本大震災後の市場調査事業 
英国・フランス・ドイツ・

イタリア・スペイン 

中国における訪日旅行促進のための広告宣伝・旅行会社等対策事業 中国 

韓国における訪日旅行促進のための広告宣伝事業 韓国 

香港における訪日旅行促進のための広告宣伝・旅行会社等対策事業 香港 

米国市場における一般消費者向け旅行博出展事業 米国 

「Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｇｏｌｆ Ｔｒａｖｅｌ Ｍａｒｋｅｔ」出展事業 トルコ 

スキューバダイビングをテーマとした見本市「ＤＥＭＡ ＳＨＯＷ ２０１１」への出展事業 米国 

中国における訪日旅行促進緊急対策事業 中国 

米国における訪日旅行促進緊急対策事業 米国 

韓国における訪日旅行促進緊急対策事業 韓国 

香港における訪日旅行促進緊急対策事業 香港 
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上記事業以外に、企画、実施面で機構が協力した海外マネジメント業務を実施した事業は以下の 

とおり。 

事業名 市場 

東日本大震災により訪日旅行需要に生じた悪影響を早急に克服するために緊急

に実施する海外向け情報発信及び現地旅行会社等訪日旅行販売側面支援の前

提となる訪日旅行意向に関する調査事業 

中国・韓国等１５市場 

東日本大震災により訪日旅行需要に生じた悪影響を早急に克服するために緊急

に実施する海外向け情報発信及び現地旅行会社等訪日旅行販売側面支援の展

開に係る業務 

中国・韓国等１５市場 

「ＶＩＳＩＴ ＪＡＰＡＮトラベルマート（ＶＪＴＭ）２０１１」事業 
中国・韓国等２２カ国・

地域 

海外有力メディア・旅行会社招請のための手配業務 中国・韓国等１５市場 

ＶＩＳＩＴ ＪＡＰＡＮ通年キャンペーン事業  中国・韓国等１５市場 

東アジア市場における富裕層を対象とした訪日旅行商品造成促進事業  中国・韓国・台湾・香港 

中国・韓国・台湾・香港における旅行博等出展事業 中国・韓国・台湾・香港 

台湾における訪日教育旅行促進事業 台湾 

台湾における訪日旅行促進のための広告宣伝・旅行会社等対策事業 台湾 

台湾における訪日旅行促進緊急対策事業 台湾 

Ｊａｐａｎ．Ｔｈａｎｋ ｙｏｕキャンペーン事業  世界各国 
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参考資料２ 海外事務所の事業・運営 検証項目                        

平成23年度　海外事務所の事業・運営　検証項目

◇ 中期的目標・方針 （　　　　）は本部担当部

Ⅰ 事業における中期的目標・方針

1 SWOT分析 （海プ部）

◇ 単年度目標・方針 （　　　　）は本部担当部

Ⅰ 適正な事業実施に関する指標

1 マーケット情報の収集・分析 （企画部・調査研究Ｇ／海プ部）

2 事業の成果－①　一般観光関連

(1) 旅行商品の造成・販売支援による送客数　★ （海プ部）

(2)
各ローカルウェブサイトのアクセス数
（サイト訪問数、Facebookファン数、★ページビュー）

（海プ部／企画部・情シG）

(3) メディア広報成果（件数・広告費換算額） （海プ部）

3 事業の成果－②　コンベンション・インセンティブ関連

(1) 国際会議関連

①国際会議・有効セールスリード数 （コ誘部）

②国際会議誘致件数★ （コ誘部）

(2) インセンティブ・ツアー関連

①インセンティブ・ツアー有効セールスリード数 （コ誘部）

②インセンティブ・ツアー誘致件数および人数 （コ誘部）

Ⅱ 適正な事務所の管理・運営に関する指標

1 適性な予算執行状況 （総務部・経理Ｇ）

2 事務所管理経費の効率化 （企画部・経営企画Ｇ）

Ⅲ その他

1 関係機関との連携強化　★

(1) 在外公館、他独法等公的機関との連携・施設の共用化 （企画部・経企Ｇ）

(2) 事業パートナー（賛助団体・会員等）との連携 （海プ部・事開G）

2 ＪＮＴＯの認知度・プレゼンスの向上 （企画部・調研G[広報担当]）

（現地日系メディアへの情報提供等）

★　第二期中期計画に記載の目標に関連
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参考資料３ 海外事務所の事業・運営 検証結果概要                     

■検証結果概要 

１３事務所毎に設定した目標に対して、自己評価、本部担当部署による評価を実施した。数値目標設定

項目（９項目）のうち、旅行商品の造成・販売支援、事務所別ＷＥＢサイトアクセス数及びＳＮＳページファ

ン数、メディア訪日取材支援実績の一般観光分野での取組については、東日本大震災の風評被害の厳し

い状況であったにも関わらず、概ね各事務所とも目標をほぼ達成した。ＭＩＣＥ関連の数値目標について

は、福島原子力発電所事故の影響により安全性が担保されないという風評被害が大きく、目標値を下回

った。定性目標設定項目（１０項目）については、各事務所の実績を検証し、改善事項等の項目を確認し

た。検証結果については、次年度の事務所事業・運営に反映する。 

■平成２３年度検証結果例： 

「ＪＮＴＯ海外事務所別ＷＥＢサイトアクセス数とＳＮＳページファン数」に関する目標、実績、検証 

ニューヨーク・

ロサンゼルス

トロント

２２２，０００ ２０８，５４２ ９４％

WEBサイト
アクセス数（ｐｖ）

WEBサイト
アクセス数（ｐｖ）

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）

エア・カナダの全フライトを対象としたフライトビデオ上映等を

通じて、WEBサイトURLの露出を増やし、昨年並みの実績を
達成した。９，３０９ １４，６１１ １５７％

３，５２０，０００ ３，８２１，７３７ １０９％
民間企業と連携した特設ページや日本の四季を活かした桜
サイトの開設等、アクセス増加のための各種施策を展開し
た。インターナショナル版ｇｏｏｇｌｅでは「ｊａｐａｎ ｔｒａｖｅｌ」で１位を

獲得する等、訪日旅行に関する情報提供ポータルサイトとし
ての機能を果たしている。

９０，０００ １０９，２００ １２１％

フランクフルト

９８０，０００ ６６２，４９２ ６８％ 継続的に客観的な安全安心情報を発信したが、脱原子力政
策を進める国柄から、原発事故による放射能汚染への関心

が高く、訪日旅行の訴求が困難な環境であり、ページビュー
数は前年比約４３％の大幅な減少となった。１，０００ １，３１１ １３１％

WEBサイト
アクセス数（ｐｖ）

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）

パリ

１，５６０，０００ １，５７０，４７１ １０１％ 震災特設ページを立ち上げ、放射線量比較表や東北の観光
地の最新情報発信以外にも、フランス国内でのチャリティー
イベントや著名人メッセージを発信する等の施策を通じ、目標

を達成した。１，０００ ５，４５１ ５４５％

WEBサイト
アクセス数（ｐｖ）

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）

ロンドン

６６０，０００ ６１３，９２７ ９３％ レイアウトや配色を改良し、閲覧者の視認性を高める等WEB
サイトの大幅改良を行ったが、震災の影響で訪日旅行の訴
求力が低下したことにより、WEBサイトアクセス数は目標未達

となった。７，５００ ９，９８９ １３３％

WEBサイト
アクセス数（ｐｖ）

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）

シドニー

５００，０００ ４３２，８５５ ８７％ WEBサイトのリニューアルを３月に実施し、利便性と見やすさ

向上を図るとともに、１０月には公式Ｆａｃｅｂｏｏｋを立ち上げる
等情報発信力を強化したが、ページビュー数は震災の影響を

払拭するまでには至らなかった。３，０００ ９，１０３ ３０３％

WEBサイト
アクセス数（ｐｖ）

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）

シンガポール

６２０，０００ ４６８，２７７ ７６％
震災特設ページを立ち上げ、シンガポールと日本各地の放射

線レベルの比較等各種施策を展開したが、Ｆａｃｅｂｏｏｋの利
用率の高さから一般観光情報はＦａｃｅｂｏｏｋを主とした発信を

行ったこともあり、WEBサイトアクセス数は目標未達となっ
た。

１５０，０００ １７０，３００ １１４％

WEBサイト
アクセス数（ｐｖ）

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）

バンコク

１，５００，０００ １，５６８，５８５ １０５％ 地道だが精度の高い情報を継続的に発信し、タイ語ｇｏｏｇｌｅ
での検索（「日本」）で本サイトが３位を獲得する等、日本に関
する情報提供ポータルサイトとしての地位を築いた。２８，０００ ５３，５１８ １９１％

WEBサイト

アクセス数（ｐｖ）

Ｆａｃｅｂｏｏｋ
ファン数（人）

香港

２６，０００，０００ ２５，９９４，１５０ １００％
香港人目線での話題収集を特に重視し、個人観光客が好む
鮮度の高い情報の発信に努め、目標を達成した。

３０，０００ ３５，２１１ １１７％

WEBサイト

アクセス数（ｐｖ）

Ｆａｃｅｂｏｏｋ
ファン数（人）

北京・上海

７，６００，０００ １０，８０８，８３１ １４２％ 現地での震災報道は偏った内容が多く見受けられたため、

ウェブや微博を活用し、客観的な安全情報を継続的に発信す
ることに努め、風評被害対策を行った。平成２３年度は微博で

は情報発信を強化し、日本の観光情報から日常の話題まで
バラエティに富んだ情報を発信し、微博のファン数を大幅に獲

得した。

１２，０００ ３４，４２６ ２８７％

１２，０００ ２１，１３２ １７６％

WEBサイト
アクセス数（ｐｖ）

微博（北京）

ファン数（人）

微博（上海）
ファン数（人）

事務所 項目 達成率 検証結果概要

ソウル

１０，０００，０００ １１，４７８，０２７ １１５％ 宿泊施設、飲食店検索サービスの開始等、ユーザ目線での
施策をWEBサイトにて展開すると同時に、Ｆａｃｅｂｏｏｋを活用
した民間事業者との共同キャンペーン実施等を通じて目標を

達成した。― ７，００６ ―

WEBサイト
アクセス数（ｐｖ）

Ｆａｃｅｂｏｏｋ

ファン数（人）

平成２３年度
目標値

平成２３年度
実績値
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参考資料４ 職員講演実績                                      

開催日 主催者 講演会名 派遣講師 講演内容 

平成２３年 
５月２６日 

阪急阪神ホールディ
ングス㈱ 

インバウンド研究会 
山田 泰史 
（海外プロモーション部ＡＭ） 

中国からの訪日旅行の
動向と今後の誘客 

平成２３年 
５月３１日 

新潟県国際観光テー
マ地区推進協議会 

外国人観光客誘致研修会 
原口 健司 
（海外プロモーション部Ｍｇｒ） 

震災後の訪日観光復興
に向けた取組及び海外
の動向 

平成２３年 
６月１０日 

福井県立大学 経済学部特別企画講座 
谷口 せい子 
（総務部観光情報センター 
ＳＳ） 

福井の観光を考える 
～インバウンドの現状と
課題～ 

平成２３年 
６月１３日 

群馬県観光局 第１回観光産業部会 
丸山 智恵弥 
（海外プロモーション部ＳＡＭ） 

東アジアを中心とした市
場戦略と震災後の状況 

平成２３年 
６月２０日 

京丹後市地域再生協
議会 

外国人おもてなしセミナー 
井久保 敏信 
（海外プロモーション部ＳＳ） 

外国人旅行者を受入れる
ための準備  
～インバウ ンド の必要
性、訪日外客の動向等～ 

平成２３年 
７月１４日 

流通科学大学 ツーリズム産業特別講座 
寺西 達弥 
（理  事） 

インバウンド観光の現状
と展望 

平成２３年 
７月１４日 

航空連合 
航空連合 震災シンポジウ
ム 

神保 憲二 
（理  事） 

国際観光における東日本
大震災の影響と今後の
課題 

平成２３年 
７月１４日 

（社）日本観光振興協
会 

平成２３年度早稲田大学寄
付講義 

平田 真幸 
（海外プロモーション部長） 

日本の魅力とは ～外国
人誘客事業最前線～ 

平成２３年 
７月１５日 

立命館アジア太平洋
大学 

ツーリズム＆ホスピタリティ
ープログラム 

石崎 雄久 
（海外プロモーションＳＡＭ） 

日本政府観光局（ＪＮＴ
Ｏ）の訪日誘致活動につ
いて 

平成２３年 
７月１９日 

仙台空港国際化利用
促進協議会 

仙台空港国際化利用促進
協議会 定例総会 

神保 憲二 
（理  事） 

仙台・東北への外国人旅
行者の回復に向けて 

平成２３年 
７月２２日 

阪急阪神ホールディ
ングス㈱ 

阪急阪神ホールディングス
グループ社長会 

神保 憲二 
（理  事） 

日本政府観光局の活動
について 

平成２３年 
７月２２日 

阪急阪神ホールディ
ングス㈱ 

阪急阪神ホールディングス
グループ社長会 

長谷川 保宏 
（海外プロモーション部次長） 

中国を中心とした東アジ
アからの訪日観光の現状
について 

平成２３年 
７月２６日 首都大学東京 観光経営トップセミナー 

間宮 忠敏 
（理事長） 

日本政府観光局（ＪＮＴ
Ｏ）の役割と誘致活動に
ついて 

平成２３年 
７月２７日 

富士箱根伊豆国際観
光テーマ地区神奈川
県協議会 

第１回インバウンド研修会 
山田 泰史 
（海外プロモーション部ＡＭ） 

中国（台湾）現地旅行業
界が求める自治体プロモ
ーション 

平成２３年 
７月２７日 

東京都台東区 外国人旅行者接遇研修会 
伊与田 美歴 
（海外プロモーション部Ｍｇｒ） 

フランス人旅行者の動向
について 

平成２３年 
７月２８日 

ポータル・ジャパン㈱ 第３回インバウンドビジネ
スフォーラム 

神保 憲二 
（理  事） 

２０１１年上半期の総括、
そして震災後のインバウ
ンドの復興状況について 
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平成２３年 
７月２９日 

茨城・千葉国際観光
テーマ地区推進協議
会 

平成２３年度 茨城・千葉
国際観光テーマ地区推進
協議会総会 

高妻 博之 
（海外プロモーション部Ｍｇｒ） 

東日本大震災後の訪日
旅行の状況及び取組に
ついて 

平成２３年 
８月１日 

第３回観光・まちづく
り教育全国大会実行
委員会 

第３回観光・まちづくり教育
全国大会におけるトップ提
言 

間宮 忠敏 
（理事長） 

観光・まちづくり教育推進
への提言 

平成２３年 
８月２６日 

都道府県観光産業振
興議員連盟 

平成２３年度総会 
神保 憲二 
（理  事） 

訪日旅行促進事業とＪＮ
ＴＯの活動について 

平成２３年 
９月８日 

ＡＦＡＣＴ旅行関連日
本部会 

第二回 ＡＦＡＣＴ旅行関連
日本部会 検討部会 

石岡 太 
（企画部Ｍｇｒ） 

Ｄｅｓｔｉｎａｔｉｏｎ Ｔｒａｖｅｌ  
Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ 

平成２３年 
９月１３日 

財務省財務総合政策
研究所 

２０１１年度 財政経済セミ
ナー 

山田 敏智 
（総務部ＡＭ） 

日本の観光について 

平成２３年 
９月１５日 

長野県観光部 
長野県インバウンドセミナ
ー・商談会２０１１ 

丸山 智恵弥 
（海外プロモーション部ＡＭ） 

震災後のアジア訪日旅行
市場の動向と今後の展
望 

平成２３年 
９月１６日 

日仏経済交流会 日仏経済交流会講演会 
間宮 忠敏 
（理事長） 

日本のインバウンドとフラ
ンス訪日市場の現状 

平成２３年 
９月２７日 

（公財）東京観光財団 平成２３年度 第１回学校
交流受入説明会 

井久保 敏信 
（海外プロモーション部ＳＳ） 

アジア地域における訪日
教育旅行事業について 

平成２３年 
９月２８日 

（独）国際協力機構 
平成２３年度 観光振興と
マーケティング（Ａ）コース 

滝沢 秀直 
（海外プロモーション部ＳＳ） 

ＪＮＴＯの役割と活動につ
いて 

平成２３年 
９月２６日   

～２７日，  
２９日 

外務省 
東日本大震災後の日本の
現状に関する説明会 

飯嶋 康弘／北京事務所長、
平田 真幸／香港事務所長 

日本観光の現状につい
て 

平成２３年 
９月２９日 

（社）福山市観光協会 外国人受入・接遇講習会 井久保 敏信 
（海外プロモーション部ＳＳ） 

台湾・中国の訪日旅行市
場の最新動向 

平成２３年 
１０月７日 

（独）国際協力機構 
ＯＤＡ事業「エルサルバドル
観光関係職員の日本研修
団への講義」 

滝沢 秀直 
（海外プロモーション部ＳＳ） 

ＪＮＴＯの役割と活動につ
いて 

平成２３年 
１０月１１日 

日本商工会議所 第４回観光専門委員会 
神保 憲二 
（理  事） 

東日本大震災後における
外国人旅行者の動向に
ついて 

平成２３年 
１０月１４日 

㈱ＪＴＢ法人東京 ＪＴＢ旅行業講座 
谷口 せい子 
（総務部観光情報センター 
ＳＳ） 

観光立国化推進とおもて
なし～ホスピタリティーと
は何か～ 

平成２３年 
１０月１７日 

明治大学 
政治経済学部 応用総合
講座 

長谷川 保宏 
（海外プロモーション部次長） 

訪日旅行市場の創造と
外国人旅行者のおもてな
し 

平成２３年 
１０月１８日 （公財）東京観光財団 

第２回中央研修（地域人材
育成事業） 

滝沢 秀直 
（海外プロモーション部ＳＳ） 

米国のインバウンドの実
情について 

平成２３年 
１０月２０日 

（公財）東京観光財団 
第２回中央研修（地域人材
育成事業） 

山田 泰史 
（海外プロモーション部ＡＭ） 

中国のインバウンドの実
情について 

平成２３年 
１０月２１日 

（公財）東京観光財団 
第２回中央研修（地域人材
育成事業） 

谷 博子  
（総務部観光情報センター 
ＳＳ） 

韓国のインバウンドの実
情について 
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平成２３年 
１０月２８日 

神奈川県商工労働局 
神奈川・米国メリーランド州
友好３０年記念事業 

田中 由紀                     
（ニューヨーク事務所長） 

震災後の日本の旅行市
場状況、国の観光政策に
ついて 

平成２３年 
１１月８日 

～１０日 

北海道オホーツク総
合振興局 

ひがし北海道・インバウンド
セミナー 

薬丸 裕 
（総務部経理Ｇ ＳＡＭ） 

震災後のインバウンドの
行方 

平成２３年 
１１月１６日 

（独）国際協力機構 
平成２３年度 観光振興と
マーケティング（Ｂ）コース 

石崎 雄久  
（海外プロモーション部ＳＡＭ） 

ＪＮＴＯの役割と活動につ
いて 

平成２３年 
１１月１７日 

国土交通省国土交通
大学校 

官民交流研修（観光） 
小堀 守 
（海外プロモーション部長） 

訪日インバウンド事業拡
大と必要な取組 

平成２３年 
１１月１８日 

㈱ＪＴＢ法人東京 ＪＴＢ旅行業講座 永井 初芽 
（海外プロモーション部ＡＭ） 

海外におけるＪＮＴＯの誘
致活動と期待されるホス
ピタリティー 

平成２３年 
１１月２２日 

外務省 
メコン５カ国観光振興プロ
グラム訪日団研修 

川村 美子 
（海外プロモーション部ＡＭ） 

日本のインバウンド旅行
市場及び訪日旅行推進
事業について 

平成２３年 
１１月２４日 

青山学院大学  
総合文化政策学部 特別
講師  

高野 陽子 
（海外プロモーション部ＤＭ） 

日本の国際観光政策 
～国交省の「ようこそＪＡ
ＰＡＮ」キャンペーンにつ
いて～ 

平成２３年 
１１月２８日 

（公財）札幌国際プラ
ザ 

国際観光コンベンションフ
ォーラム２０１１ｉｎ富士 

任 栄鴻／ソウル事務所ディ
レクター 

Ｊａｐａｎ Ｍｉｃｅ 再生に向
けて 

平成２３年 
１２月１日 

全国観光地所在町村
協議会 

全国観光地所在町村協議
会 理事会 

辻 のぞみ 
（企画部次長） 

東日本大震災後の旅行
者数の動向等について 

平成２３年 
１２月９日 

㈱ＪＴＢ法人東京 ＪＴＢ旅行業講座 
谷 博子  
（総務部観光情報センター 
ＳＳ） 

ＭＩＣＥ誘致と開催の現場
におけるホスピタリティー 

平成２３年 
１２月１３日 （公財）東京観光財団 

第３回中央研修（地域人材
育成事業） 

奥田 有恒 
（海外プロモーション部Ｍｇｒ） 

日本の海外プロモーショ
ンについて 
～訪日外客３千万人に向
けてのプロモーション～ 

平成２３年 
１２月１９日 

立教大学  観光学部 特別講義 板垣 彩子 
（海外プロモーション部Ｍｇｒ） 

我が国の訪日旅行市場
の概要と欧州からの訪日
旅行市場について 

平成２３年 
１２月２１日 

北海道国際観光テー
マ地区推進協議会 

平成２３年度 第１回意見
交換会 

井久保 敏信 
（海外プロモーション部ＳＳ） 

台湾観光市場の現状及
び旅行者の受入れにつ
いて 

平成２３年 
１２月２１日

～２２日 
千里山バス㈱ インバウンド研修会 

山田 泰史 
（海外プロモーション部ＡＭ） 

中国からの訪日旅行者
へのサービスについて 

平成２４年 
１月１０日 

ポータル・ジャパン
（株） 

第４回インバウンドビジネ
スフォーラム 

神保 憲二 
（理  事） 

２０１１年のインバウンド
事業及び２０１２年の展望 

平成２４年 
１月１１日 

佐賀県農林水産商工
本部 

佐賀県香港代表事務所開
設記念研修会 

平田 真幸                     
（香港事務所長） 

香港から九州・佐賀への
観光客の誘致について 

平成２４年 
１月１２日 

（社）やまなし観光推
進機構 

平成２３年度インバウンド・
ホスピタリティー講座 

遠藤 麻衣子 
（海外プロモーション部ＡＭ） 

我が国及び山梨県にお
けるインバウンドの推進
について 
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平成２４年 
１月１６日 

航空連合 
航空連合 営業・旅行・ホテ
ル部会 合同会議 

高妻 博之 
（海外プロモーション部Ｍｇｒ） 

日本におけるインバウン
ド政策の現状について 

平成２４年 
１月２３日 石川県観光交流局 観光おもてなし塾 

谷口 せい子 
（総務部観光情報センター 
ＳＳ） 

外国からのお客様のおも
てなし 

平成２４年 
１月２５日 

国土交通省 北海道
開発局 

食と景観による地域活性化
手法の検討調査に係る意
見交換会 

高橋 歩 
（海外プロモーション部ＡＭ） 

食や景観等の地域・観光
資源を活用した情報発信
手法について 

平成２４年 
１月２７日 

長野県松本地方事務
所 

外国人旅行客の受入体制
整備に係る研修会 

谷口 せい子 
（総務部観光情報センター 
ＳＳ） 

外国からのお客様のおも
てなし 

平成２４年 
２月８日 

東京都台東区 外国人旅行者接遇研修会
（韓国市場） 

谷 博子  
（総務部観光情報センター 
ＳＳ） 

韓国人旅行者の訪日動
向について 

平成２４年 
２月８日 

（社）海外運輸協力協
会 

平成２３年度 交通分野国
際協力セミナー 

松山 良一 
（理事長） 

南部アフリカの国際協力
について 

平成２４年 
２月２１日 

観光庁、首都大学東
京 

観光立国推進ラウンドテー
ブル 

松山 良一 
（理事長） 

人材育成について（パネ
リスト） 

平成２４年 
２月２１日 

岩手県盛岡広域振興
局 

台湾観光客誘致促進研修
会  

井久保 敏信 
（海外プロモーション部ＳＳ） 

八幡平の魅力を伝える台
湾観光客のおもてなしに
ついて 

平成２４年 
２月２９日 

東京都台東区 
外国人旅行者接遇研修会
（中国市場） 

畑尻 広昌 
（海外プロモーション部ＳＡＭ） 

中国人旅行者訪日動向
について 

平成２４年 
３月５日 外務省 

ブルネイ、インドネシア等
観光振興プログラム訪日
団研修 

石崎 雄久  
（海外プロモーション部ＳＡＭ） 

日本の外国人旅行者の
誘致策の動向 

平成２４年 
３月５日 

弘前市、（社）弘前観
光コンベンション協会 

第４回弘前市インバウンド
セミナー 

谷口 せい子 
（総務部観光情報センター 
ＳＳ） 

東アジアのお客様をお迎
えするために 

平成２４年 
３月７日 

㈱デイリー・インフォメ
ーション関西 

関西地区インバウンドセミ
ナー 

山田 泰史 
（海外プロモーション部ＡＭ） 

インバウンド事業の現状
と今後の展望～中国市
場を中心として～ 

平成２４年 
３月１２日 

日本政府観光局（ＪＮ
ＴＯ）、（社）日本観光
振興協会、（一社）日
本旅行業協会 

外国人訪日促進地域フォ
ーラ ｉｎ 佐賀 

小堀 守 
（海外プロモーション部長） 

競争力ある観光立国に
向けた取組 

平成２４年 
３月１４日 

国土交通省中部運輸
局 

日本・中部地区観光促進シ
ンポジウム 

神保 憲二 
（理  事） 

中部９県地域と中国との
観光による相互交流の促
進について（パネリスト） 



 93

参考資料５ 地方運輸局・地方自治体等訪問実績及び地方連携の例            

 

北海道 東北 

北海道運輸局 平成２３年９月８日 東北運輸局 平成２３年９月８日 

千歳市 平成２３年４月１６日 岩手県 平成２４年２月２０日 

函館市 平成２３年７月１５日 秋田県 平成２４年３月１６日 

七飯町 平成２３年７月１５日 仙台市 平成２３年１２月１９日 

関東 北陸・信越 

関東運輸局 平成２３年９月８日 新潟県 平成２３年９月３日 

群馬県 平成２３年５月１８日 山ノ内町 平成２３年１０月２８日 

草津町 平成２３年５月１８日 小谷村 平成２３年１０月２７日 

箱根町観光協会 平成２３年１２月２０日 白馬村 平成２３年１０月２７日 

中部 近畿 

三重県 平成２３年５月１８日 近畿運輸局 平成２３年９月８日 

熱海市 平成２３年１２月２０日 和歌山県 平成２４年３月１６日 

浜松市 平成２４年２月２４日 豊岡市 平成２４年１月１１日 

名古屋市 平成２４年３月１４日 京都市 平成２４年３月２６日 

中国 四国 

中国運輸局 平成２３年９月９日 松山市 平成２３年８月２６日 

鳥取県 平成２４年１月１１日 
九州 

島根県 平成２４年１月１２日 

とっとり梨の花温泉郷

広域観光協議会 

平成２４年１月１２日 九州運輸局 平成２３年９月８日 

福岡県 平成２３年１２月２日 

沖縄 
佐賀県 平成２４年３月１２日 

熊本県 平成２４年３月１３日 

沖縄総合事務局 平成２３年９月９日  
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参考資料６  月例訪日外客統計発表資料の例                         
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参考資料７  報道発表案件一覧                                  

 

発表時期 報道発表案件 

平成２３年４月 

１．訪日外客数・出国日本人数（平成２３年３月推計値、１月暫定値） 

２．日本に関する旅行ガイド「ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン」新たな発売日を 

  ２０１１年５月１３日に決定 

３．日本政府観光局（ＪＮＴＯ）ＴＩＣの設置・運営委託先を募集―運営委託開始は 

  来年１月を予定― 

平成２３年５月 

１．日本に関する旅行ガイド「ミシュラン・グリーンガイド・ジャポン」掲載地をさらに 

  充実させて、改訂第２版を発行 

２．平成２３年度通訳案内士試験の実施予定について 

３．東日本大震災後の国際会議等の日本開催の動きについて 

４．訪日外客数・出国日本人数（平成２３年４月推計値、２月暫定値） 

平成２３年６月 

１．日本からの”ありがとう”キャンペーン 

２．疾駆する日本の観光魅力－２０１１ ＳＵＰＥＲ ＧＴシリーズ マレーシア大会で 

  訪日旅行をＰＲ 

３．訪日外客数・出国日本人数（平成２３年５月推計値、３月暫定値） 

４．英語版「ジャパン・アニメ・マップ」で日本の魅力を新たに発信 

５．ＪＮＴＯアラビア語サイトを開設 

６．東日本大震災後の復活に向けた海外プロモーション（緊急対応事業）について 

７．５月の訪日外客数と東日本大震災後の訪日外客の動向及びＪＮＴＯの対応に 

  ついて 

平成２３年７月 
１．訪日外客数・出国日本人数（平成２３年６月推計値、４月暫定値） 

２．シンガポール東北親善大使～１００名の大学生が東北を視察～ 

平成２３年８月 

１．観光統計資料集「ＪＮＴＯ日本の国際観光統計（２０１０年）」を発行 

２．東日本大震災後のアジア市場の回復に向けた追加的な緊急対応（情報発信） 

  の実施 

３．訪日外客数・出国日本人数（平成２３年７月推計値、５月暫定値） 

平成２３年９月 

１．訪日外客数・出国日本人数（平成２３年８月推計値、６月暫定値） 

２．日本の魅力を紹介する、２０１２年版ＪＮＴＯ卓上カレンダーが完成 

３．訪日外国人旅行者向け情報提供をスマートフォンでも開始 

４．インセンティブ旅行キーパーソンを日本に招請 

５．国際会議の経済波及効果測定調査結果の報告について 

６．シンガポールの大学生１００名による口コミの波及効果～シンガポール東北 

  親善大使～ 

７．東日本大震災後の復活に向けた訪日観光旅行の状況について 



 96

８．日本政府観光局（ＪＮＴＯ）理事長に松山良一が就任 

平成２３年１０月 

１．ＩＴＢアジアに日本がパートナーカントリーとして出展 

２．日本政府観光局（ＪＮＴＯ）ＴＩＣの運営委託先を決定 

３．香港の旅行会社（３００名）が被災地へ手編みマフラーを贈呈に来日 

４．英・米の権威ある観光地ランキングで日本が高評価 

５．訪日外客数・出国日本人数（平成２３年９月推計値、７月暫定値） 

平成２３年１１月 

１．２０１０年国際会議の開催件数、経済波及効果額を発表 

２．「平成２３年度日本政府観光局（ＪＮＴＯ）国際会議誘致・開催貢献賞」 受賞会

議の決定と受賞式の開催について 

３．ＪＮＴＯ台湾市場向け観光情報サイトを開設 

４．訪日外客数・出国日本人数（平成２３年１０月推計値、８月暫定値） 

平成２３年１２月 
１．カリフォルニアの大学生２４名が訪日教育旅行により宮城県の被災地等を訪問 

２．訪日外客数・出国日本人数（平成２３年１１月推計値、９月暫定値） 

平成２４年１月 

１．日本の国際会議開催件数、世界第２位（アジア首位）を記録～２０１０年の世界 

  の国際会議開催件数（ＵＩＡ統計暫定値）～ 

２．訪日外客数・出国日本人数（平成２３年１２月推計値、１０月暫定値） 

３．国際会議協会（ＩＣＣＡ）ＣＥＯが被災地仙台を視察 

４．日本政府観光局（ＪＮＴＯ）が海外から国際会議のキーパーソンを招請 

  ～国際会議海外キーパーソン招請事業－Ｍｅｅｔ Ｊａｐａｎ２０１２の実施～ 

５．ロシア語旅行ガイドブック「アフィーシャ（ＡＦＩＳＨＡ）」の日本版が創刊 

６．日本に関する旅行ガイド「ミシュラン・グリーンガイド・ジャパン」英語版改訂 

  第２版を販売開始 

平成２４年２月 

１．日本政府観光局（ＪＮＴＯ）×東京メトロ×近畿日本ツーリスト（ＫＮＴ） 

  ～海外からの東京マラソン２０１２ツアー参加者の観光をサポート～ 

２．平成２３年度通訳案内士試験の合格発表 

３．訪日外客数・出国日本人数（平成２４年１月推計値、平成２３年１１月暫定値） 

平成２４年３月 
１．訪日外客数・出国日本人数（平成２４年２月推計値、平成２３年１２月暫定値） 

２．ＪＮＴＯ本部組織の改正について 
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参考資料８  職員寄稿記事及びプレスリリース掲載記事                   

毎月タイムリーな話題をプレスリリースした他、四半期毎の定例記者発表会（会見）や日々マスコミか

らの取材対応を行い毎月多くの記事が全国紙や業界誌（オンライン・ネット新聞を含む）等に掲載され

た。 

ＺＡＩＴＥＮ 平成２３年１２月号 

 

 

産経新聞 平成２３年１０月２１日朝刊 
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参考資料９  第９回ＪＮＴＯインバウンド旅行振興フォーラム                 

 

平成２４年２月２日及び３日（＊）、機構は「第９回ＪＮＴＯインバ

ウンド旅行振興フォーラム」を品川プリンスホテル（２日／終日）、

東京交通会館（３日／午前のみ）にて２日間に渡り開催した。出席

者は全国の地方自治体、観光・コンベンション推進機関、宿泊施

設、旅行会社、運輸機関等、機構の賛助団体及び会員を中心に５

４８名（２日間延べ人数）だった。 

＊ ３日は個別相談会のみ開催。 

 

平成２３年度は、海外事務所長と参加者との「個別相談会」   

で、人気の韓国、中国、欧米豪加の枠を大幅に拡大し、参加者の

満足度向上に努めた。 

また、個別相談会と並行して、各海外事務所長及び次長による

「市場説明会」を開催するとともに、観光庁からも翌年度のビジッ

ト・ジャパン（ＶＪ）事業等についての説明を実施した。  

 

当日、会場のホワイエにおいては、賛助団体・会員間相互のＰ

Ｒ、情報交換、ビジネスの促進のため、申込みのあった賛助団体

及び会員６団体によるＢ－ｔｏ－Ｂ企業ＰＲデスクを設置し、事業パ

ートナー相互の情報交換の場とした。 

 

 

 

２日の夜に開催した「交流会」では、多くの参加者が機構の海外

事務所長及び次長との意見交換・交流を行った。 

 

（上記報告は以下のＷＥＢサイトから抜粋） 

http://www.jnto.go.jp/jpn/biz_partners/inbound_forum_info.html 
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参考資料１０  ＷＥＢサイトの言語／事務所別アクセス数の推移               

 

機構が運用するＷＥＢサイトの言語／事務所別アクセス数 

（単位：ページビュー） 

事務所 言語 平成２２年度 平成２３年度 
平成２３年度増加率 

平成２２年度比 

本部 

英語 ３９，１８３，５０４ ＊３４，６２３，６４９ －１１．６％ 

中国語繁体（台湾向け） － ＊５，７９４，２６７ － 

アラビア語 － ７８，９７８ － 

日本語 ７，１３３，１６７ ６，１２０，８９４ －１４．２％ 

ニューヨーク 
英語 ＊１１，９７９，６９６ ＊２７，８７５，１４９ １３２．７％ 

ポルトガル語 ４０７，２６０ ２５２，１１１ －３８．１％ 

トロント 英語・フランス語 ＊３２４，８１４ ＊１，０６２，９４９ ２２７．２％ 

ロンドン 
英語 ＊１，１６３，０５７ ＊２，３５１，９１７ １０２．２％ 

ロシア語 １７３，９５９ ２４５，３９０ ４１．１％ 

パリ 

フランス語 １，６０３，７８１ ＊２，５１９，０２２ ５７．１％ 

スペイン語 ４２２，８３３ ２９７，３４２ －２９．７％ 

イタリア語 ４３１，７７３ ２５４，１８７ －４１．１％ 

フランクフルト ドイツ語 １，１７４，３３７ ＊１，１９７，７０９ ２．０％ 

北京 中国語簡体 ８，９２０，４５９ １０，８０８，８３１ ２１．２％ 

香港 中国語繁体 ＊３２，０４１，４６０ ＊３８，８２８，２９４ ２１．２％ 

ソウル 韓国語 ８，９７５，０６７ ＊１２，３５９，８６８ ３７．７％ 

シンガポール 英語 ＊４０，６６７，７７１ ＊５２，１０８，９９５ ２８．１％ 

バンコク タイ語 ＊４，３３１，０３０ ＊１０，７００，２１３ １４７．１％ 

シドニー 英語 ５２１，２０１ ＊２，４１８，６９３ ３６４．１％ 

 
※先頭に＊付のアクセス数は、Ｆａｃｅｂｏｏｋページのページビュー数を含む。 
※上記以外に各言語には分類していないアクセスがある。 
※日本語による観光情報の提供は行っていない。 
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参考資料１１  東日本大震災に関する情報発信の事例                    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

動画メッセージページの事例（一部） 
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参考資料１２  東日本大震災の対応状況について                       

 

○震災対応関係の業務内容 

【地震発生直後から平成２３年８月までの主な取組】 

・ 大震災対策本部を設置（震災発生直後） 

・ 地震発生当日、３月１１日深夜に英語、中国語（簡体字、繁体字）、韓国語の４言語による情報ポータ

ルサイトを立ち上げ、観光庁と連携のうえ、気象庁の地震津波情報、東北や関東を中心とした交通情

報、計画停電情報、多言語での各種相談窓口情報等、訪日旅行中の外国人が必要とする多様な情

報を日々更新し提供（震災発生直後～） 

・ ホームページにおいて「緊急災害電話通訳」サービス（無料）を周知 

・ 訪日外国人旅行者向け観光案内所（ＴＩＣ）における英語・中国語・韓国語での２４時間体制での電話

対応（震災発生直後～平成２３年４月） 

・ 震災発生後１カ月を契機に、ＷＥＢサイトをリニューアルし、平常通りの街の様子等を映した動 画の

紹介や日本各地の環境放射線量の最新の状況等、客観的で正確な情報提供を拡充 （平成２３年４

月～） 

・ 海外事務所により、日本の状況を正しく理解してもらうため、現地旅行会社や航空会社との意見交換

会や在外公館等と協力したセミナーを実施（平成２３年３月～） 

・ 国際会議について、観光庁長官や機構理事長名による支援レターを発出（いくつかの会議は予定通

り日本で開催されることとなった）。開催が確認された会議についても、海外からの参加者確保への

サポートのために、継続してレターを発出（平成２３年３月～） 

・ 各市場において、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、ｔｗｉｔｔｅｒ等ソーシャル・ネットワーク・システム（ＳＮＳ）を活用した日本の

最新情報発信を強化。シンガポール市場では、学生１００名が東北地方を訪問し、帰国後Ｆａｃｅｂｏｏｋ

を通じて情報発信を行う「シンガポール東北親善大使」事業を実施（平成２３年３月～） 

・ ビジット・ジャパン（ＶＪ）事業の「緊急対応事業」（安心で安全な日本の現状を実際に見て体験してもら

うため、海外の旅行事業者約５３０社、６１０名、メディア約２７０社、３９０名、合計約８００社、１，０００

名の方々を招請）に協力（平成２３年５月～８月） 

・ 機構独自の取組としてアジア市場の回復に向けた緊急対応（情報発信）を実施。具体的には、中国

市場における有名日本人コラムニストと連携した緊急情報発信、台湾市場における東北チャーター便

の再開を契機とした東北復興支援事業、タイ市場での在外公館との連携による緊急情報発信事業

（平成２３年８月～９月）等を実施 

 

【平成２３年９月以降の主な取組】 

・ 引き続き、ウェブやＳＮＳを通じた震災後の日本の最新情報の提供を行うとともに、観光庁のＶＪ事業

による旅行博覧会出展、広告事業、及び機構独自の海外事務所による旅行会社を対象とするセミナ

ー開催等を通じて、日本の安全・安心な旅行先としての信頼回復に注力 
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参考資料１３  各市場向けＦａｃｅｂｏｏｋ及び微博の運用状況                    

 

○Ｆａｃｅｂｏｏｋの運用状況 

事務所 ページ名称 開設年月 ファン数（＊） 

米国 Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ 平成２１年 ８月 １０９，３２５ 

シンガポール Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ ２０１０ 平成２１年１１月 １３５，４３９ 

タイ การทองเท่ียวญี่ปุน － Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ  平成２２年 ８月 ５３，５１８ 

英国 Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ ｆｒｏｍ ｔｈｅ ＵＫ 平成２２年 ９月 ９，９６１ 

香港 Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ ｆｏｒ ＨＫ 平成２２年１０月 ３５，０２３ 

カナダ Ｉ Ｌｏｖｅ Ｊａｐａｎ 平成２２年１１月 １５，０６９ 

フランス Ｄéｃｏｕｖｒｉｒ ｌｅ Ｊａｐｏｎ 平成２３年 ４月 ５，４５１ 

ドイツ Ｊａｐａｎｉｓｃｈｅ Ｆｒｅｍｄｅｎｖｅｒｋｅｈｒｓｚｅｎｔｒａｌｅ 平成２３年 ９月 １，３１１ 

インド Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ Ｆｒｏｍ Ｉｎｄｉａ 平成２３年１０月 ６，７７８ 

韓国 Ｊｏｉｎ Ｊ ｒｏｕｔｅ 平成２３年１０月 ７，００６ 

豪州 Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ Ｄｏｗｎ Ｕｎｄｅｒ 平成２３年１０月 ９，０３７ 

台湾 日本旅遊活動 ＶＩＳＩＴ ＪＡＰＡＮ ＮＯＷ 平成２３年１１月 １８，８４７ 

グローバル Ｖｉｓｉｔ Ｊａｐａｎ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ  平成２３年１２月 ８，１５２ 

＊ ファン数は平成２４年３月３１日時点の人数（合計：４１４，９１７）。 

 

○微博の運用状況 

事務所 ページ名称 開設年月 ファン数（＊） 

北京事務所 日本国家旅游局ＪＮＴＯ 平成２２年７月 ３４，４２６ 

上海事務所 日本国家旅游局－上海 平成２３年５月 ２１，１３２ 

＊ ファン数は平成２４年３月３１日時点の人数（合計：５５，５５８）。 
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参考資料１４ スマートデバイスによる情報提供事例                      

 

 

スマートデバイス向けコンテンツの画面遷移事例 
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参考資料１５  ＪＮＴＯアラビア語サイトの開設について                   

 

 

ＪＮＴＯアラビア語サイトトップページ画面 
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参考資料１６  メディア訪日取材支援実績の内訳                           

 

（単位：件） 

地域 

媒体種類 
アジア 豪州 欧州 米州 その他 合計 

ガイドブック ７ ０ １２ ２ ０ ２１ 

新聞・雑誌 
（一般） 

４４６ ８４ ３１３ １１１ ０ ９５４ 

新聞・雑誌 
（業界） 

１４０ ７ ６９ ３１ ０ ２４７ 

テレビ 
ラジオ 

１０７ ７ ６７ １２ ０ １９３ 

インターネット ３０３ ７９ １７８ １６１ ０ ７２１ 

その他 ３ ２ ６ １ ０ １２ 

合計 １，００６ １７９ ６４５ ３１８ ０ ２，１４８ 

 

＊ 上記地域分類は、発行国・地域ベースとなっている。例えば、ロンドン事務所で斡旋した雑誌が

ブラジルで出版される場合、米州に分類される。 

＊ 実績値には、前年度以前に取材協力・招聘した成果が含まれる。 
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参考資料１７  海外事務所発行のニュースレターの例（シンガポール事務所発行）   

 

 



 107

参考資料１８  英語版「ジャパン・アニメ・マップ」について                   
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参考資料１９  訪日旅行に特化した旅行フェア開催（シンガポール）            

 

平成２３年１０月８日（土）、９日（日）の２日間、日本の銀座にあたるシンガポール随一の商業街、オー

チャードロードに位置するシンガポール高島屋で、訪日旅行に特化したフェア「Ｍｙ Ｊａｐａｎ Ｈｏｌｉｄａｙ－

Ｊａｐａｎ Ｔｒａｖｅｌ ＆ Ｆｏｏｄ Ｆａｉｒ ２０１１」を開催した。訪日旅行を取り扱うシンガポールの主要旅行会

社１２社が、１１月、１２月のスクールホリデー旅行の予約をターゲットに、訪日旅行商品を販売するとと

もに、日本側からは８つの地方自治体、観光関連事業者が参加し、各地の最新情報を提供した。 

シンガポール高島屋によると、フェアの推定来場者数は３万人を超えた。市内随一の商業街での開催

ということから、来場者は比較的富裕層のシンガポール人や欧米の駐在員、インドネシアをはじめ近隣

国の経済的に余裕のある層のシンガポールへの旅行者が多く、震災後も変わらぬ日本の魅力を訴える

ことが出来た。また、震災後離れてしまった消費者の訪日旅行への関心を呼び戻すことに貢献した。 

 

【日時】   平成２３年１０月８日（土）、９日（日） 

【場所】   シンガポール高島屋 

【コンセプト】“Ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅ ｔｈｅ ｅｓｓｅｎｃｅ ｏｆ Ｊａｐａｎ” 

（日本の真髄を体感（体験））／クールジャパンと連携 

【内容】   ①旅行会社による訪日ツアーの販売  

②日本側自治体等による情報提供 

③日本食の試食・販売       

④日本文化等のステージパフォーマンス 

【来場者数】 ３万人以上 ※高島屋推計 

【販売数】  １，８３５人 ※旅行会社へのヒアリング 

【フェア期間中の販売金額】 １．２億円 ※機構推計 
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参考資料２０  ビジット・ジャパン案内所とは                           

 

機構では、「Ｖ」案内所間のネットワークを確立し、印刷物やＥメール、研修会等によりネットワーク内で

の情報交換・共有化を進め、外国人旅行者が独り歩きできる全国レベルでの環境整備を展開している。 

 

「Ｖ」案内所の所在地は、各地の観光情報とともに機構の海外１３箇所の事務所等で配布している機

構外国語日本観光宣伝印刷物や、年間２億１，９００万ページビュー以上のアクセスがある機構ＷＥＢサ

イト（http://www.jnto.go.jp/eng/arrange/essential/v_office/v_office.php）に掲載され、広く全世界にＰＲさ

れている。 

「Ｖ」案内所は、地方自治体等の公的団体や鉄道会社等、官民のさまざまな組織が運営を行っており、

平成２４年３月３１日時点で全国に３１３箇所ある。 

 

機構は、外国人旅行者が最も集中する東京において、ツーリスト・インフォメーション・センター（ＴＩＣ）

を委託運営し、全国の観光案内所の中核的存在として外国人来訪客に対し、各地の「Ｖ」案内所が提供

している着地情報に加えて、日本についての一般基本情報、全国観光地情報を総合的に提供している。

さらに、ＴＩＣでは、電話通訳、簡易翻訳等の「Ｖ」サポートサービスを実施し、全国の「Ｖ」案内所への全面

的なバックアップを行っている。 

平成２４年３月３０日に閣議決定された「観光立国推進基本計画」において、ＴＩＣは新認定制度のもと、

全国の外国人観光案内所のナショナルセンターとしてその中核を担うことが期待されており、これを委託

運営する機構は、Ｖ案内所に替わる新たな認定制度の運用開始後、新案内所ネットワークへの全面的

なバックアップを継続していく。 

 

 

 

 

 

 

 

「ビジット･ジャパン案内所（略称：「Ｖ」案内所）」とは、全国各地で旅行者に情報を提供する対

面式の案内所のうち、外国語を話すスタッフが常勤する、外国語パンフレットを常備する等、外国

人旅行者が利用しやすい環境を整えた案内所について、日本政府観光局（ＪＮＴＯ）が指定して

いるものです。 

 外国人観光案内所の更なる質の向上・質の担保を図ることを目的とした認定制度を導入するた

め、平成２３年度に、観光庁によりワーキンググループが設置され、「外国人観光案内所の設置・

運営の在り方指針」が定められました。平成２４年度は、機構が主体となり、この指針に沿って、

これまでのＶ案内所ネットワークに替わる新たな認定制度を構築することとしています。 
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参考資料２１  全国のビジット・ジャパン案内所の所在地                  
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参考資料２２  新ＴＩＣの概要について                               
 

日本政府観光局（ＪＮＴＯ） ＴＩＣの運営委託先を決定 
 より便利な立地・設備で案内業務を開始 

 ＪＮＴＯは、独立行政法人改革にかかる事務・事業の見直しの一環として、外国人向け総合観光案内

所（ツーリスト・インフォメーション・センター：ＴＩＣ）の運営を三菱地所株式会社に委託することとした。新

しいＴＩＣは平成２４年１月より運営を開始する。 

 新ＴＩＣは、同社が運営する新東京ビル「丸の内カフェ」１階部分を改装してオープンする。ブランドショッ

プ等が並ぶ丸の内仲通りに面した路面の１階であること、ＪＲ東京・有楽町両駅からだけでなく、地下鉄５

路線の各駅からもアクセス可能な立地で、利用者の利便性も大きくアップする。また、東京駅と皇居に挟

まれ、銀座に隣接する日本の玄関口である丸の内は、アクセスの向上だけでなく全国の外国人向け観

光案内所ネットワークのナショナルセンターとしてふさわしい立地である。 

 この他、新ＴＩＣでは、案内所内のＷｉＦｉ設置によるＩＣＴ化の他、同社が２階に運営する情報発信拠点

「新・丸の内カフェ（仮称）」との連携等民間企業とのコラボレーションや、全国３１１箇所のビジット・ジャ

パン案内所＊とのネットワークを活用し、東京だけでなく日本全国の観光情報発信を強化し、利用者の

サービス向上を図ることとしている。 

 また、ＴＩＣ利用者に対するアンケート調査等マーケティング情報収集も引き続き行うこととしており、イ

ンバウンド・ツーリズムに関する新たな情報基地として機能するものと期待している。 

＊外国人旅行者に対応できる案内所としてＪＮＴＯが認定。 

 箇所数は平成２３年９月末時点 

＜新ＴＩＣの概略＞ 
名  称：ＪＮＴＯツーリスト・インフォメーション・センター（ＴＩＣ） 

所 在 地：東京都千代田区丸の内３－３－１ 新東京ビル１階 

面 積：８５．８㎡（２６坪） 

営業時間：９：００～１７：００（休館日：１月１日） 

オープン予定日：平成２４年１月２日（月） 

内 容：日本全国の観光情報の提供 

運営受託者：三菱地所株式会社 
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参考資料２３  平成２３年度事業計画の別添１及び別添２                   

 

（別添１）平成２３年度事業計画（海外宣伝業務） 

機構の海外事務所がある各市場においては、海外事務所を中心に、海外の旅行会社、メディア等の

関係者とのネットワークを構築し、以下のとおり、市場動向の把握・分析を行うとともに、海外の一般消

費者、旅行会社、メディア等に対して日本の観光魅力の情報発信、情報提供等を行う。 

 

● ＷＥＢサイトやパンフレットの配布等を通じて、一般消費者に対して、日本の観光情報等の提供を行

う。 

● 海外のメディアに対して、取材先にふさわしい観光地の情報提供、必要に応じて取材の手配等を行

う。 

● 我が国の観光魅力の紹介や、観光施設の開業等に関する情報に関するニュースレターを作成し、

海外のメディア、観光関連業界等に向けて配信する。 

● 旅行会社をはじめとする観光関連業界等に対する聞き取り調査等を行い、旅行者の嗜好の変化、

訪日ツアーの動向等の市場情報を収集する。 

●旅行会社社員の人材育成事業として、オンライン研修（Ｅラーニング）により、訪日旅行商品の企画・

販売力の向上を図る。 

 

 なお、各市場において、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の影響を踏まえ、観光庁と連携

し、第１段階として、安全情報、「元気な日本」、「楽しい日本」を伝える集中的な情報発信、第２段階とし

て、海外のメディア・旅行会社への働きかけ（訪日招請、旅行商品の共同広告）、第３段階として、海外の

一般消費者への働きかけ（日本の近隣アジア諸国へのキャンペーン）を順次実施していく。 

 また、ビジット・ジャパン事業が効果的に実施されるよう以下の市場別ターゲット・マーケットを踏まえ、

海外現地マネジメント・支援を行う。 
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（１）韓国 

 

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

２０歳代～３０歳代の

女性 

中国、東南アジア、欧州、

米国 

都市観光、ポップカルチャー、ショッピン

グ、日本の食、旅館、温泉、スキー、地方

の魅力（町並み、自然等） 

２０歳代の男性 中国、欧州、米国 
身近さ、気軽さ、日本の食、ポップカルチ

ャー、自然、温泉、登山、トレッキング 

重

点 

教育旅行（小学生・

中学生・高校生） 
中国 

安全性、教育的価値の高さ（豊富な体験

メニュー、韓国人の足跡［朝鮮通信使・史

跡］等） 

家族旅行（３０歳代～

４０歳代） 
中国、東南アジア 

都市観光、現代文化、ショッピング、日本

の食、スキー、テーマパーク 

 

（２）中国 

 

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

２０歳代の女性 
韓国、香港、台湾、タイ、

シンガポール、マレーシア 
ショッピング、温泉、自然、日本の食 

３０歳代の女性 
韓国、香港、台湾、タイ、

シンガポール、マレーシア 
ショッピング、温泉、自然、日本の食 

５０歳代の女性 
韓国、香港、台湾、タイ、

シンガポール、マレーシア 

ショッピング、滞在型リゾート（北海道、沖

縄等）、自然、日本の食 

重

点 

インセンティブツアー 

（社員旅行も含む） 
韓国、東南アジア、豪州 

ファッション、ショッピング、日本の食、自

然、一度に大量輸送可能な航空路線網 

教育旅行 
英米加豪など英語圏先進

国 

日本独自の学習プログラム（環境・先端

産業等）、学校交流 

公務・商務旅行 先進国 
展示会、産業観光、農村振興（グリーンツ

ーリズム等） 
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（３）台湾 

 

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

２０歳代の男女 
特になし（あえて挙げるな

ら韓国・中国） 

首都圏、近畿、中部等を中心としたＦＩＴに

よる都市観光（ショッピングや最先端スポ

ット）、都市近郊や地方の温泉地やアウト

レットモール等 

５０歳代以上の男

女 
中国 

富裕層を意識した本物志向・高品質の観

光素材（露天風呂付き部屋を提供する旅

館、高級食材を使った懐石料理等） 

家族旅行（夏季休

暇期） 

特になし（あえて挙げるな

ら韓国・中国） 

日本でしか味わえない自然、温泉、日本

の食、テーマパーク、ショッピング、伝統

文化、体験等 

重

点 
ＳＩＴ旅行（＊） 特になし 

台湾での流行（サイクリング、各種体験

等）に即した活動 

 

（４）香港 

 

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

３０歳代～４０歳代の

女性 
台湾、タイ、欧州 

ショッピンク゛（最新の化粧品、ファッション

アイテム等）、四季の多様性（ラベンダ

ー、雪、桜、紅葉）、日本の食 （海鮮、和

牛、ラーメン、果物狩り等） 

５０歳以上の男性 台湾、タイ、欧州 
温泉、四季の多様性、日本の食、スキ

ー、ドライブ 

２０歳代の男女 台湾、タイ 

ショッピング（最新の化粧品、ファッション

アイテム等）、温泉、日本の食 （海鮮、和

牛、ラーメン、果物狩り等）、伝統文化 
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（５）タイ 

 

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

バンコク首都圏在住

の富裕層（年間世帯

可処分所得１５，００

０米ドル以上）  

韓国、中国、香港、欧州、

米国 

日本の食、ショッピング（タイで販売してい

ないブランド品等）、旅館・温泉、スキー、

四季の多様性（桜、紅葉、雪）、地域の多

様性（北海道から沖縄） 

バンコク首都圏在住

の中間層（年間世帯

可処分所得５，０００

米ドル～１５，０００米

ドル）  

韓国、中国、香港 

都市観光、日本の食、ショッピング（大型

スーパー、百円ショップ等）、四季の多様

性（桜、紅葉、雪）、テーマパーク 

重

点 

１８歳～２４歳の学生

男女 

韓国、中国、香港、 

東南アジア 

都市観光、現代文化（マンガ、アニメ等の

ポップカルチャー）、ショッピング、日本の

食、スキー、テーマパーク、ファッション 

 

（６）シンガポール 

 

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

２０歳代～３０歳代の

カップル・友人同士 
韓国、台湾、豪州、欧州 

日本の食、カジュアルな日本のブランドシ

ョップ、アート、ファッション 

高所得者層 欧州、米国、カナダ 
高級旅館・高級リゾート・日本の食・温泉

等、ラグジュアリー層向けの観光素材 

重

点 

教育旅行 
中国、豪州、 

ニュージーランド 

日本のリサイクル制度（ごみの分別の徹

底等）、給食制度や環境対策・産業施設

の見学等 

家族旅行（学校休暇

期、世帯主が概ね３０

歳代～４０歳代） 

韓国、豪州、欧州 

家族で楽しめる日本ならではの観光素材

（テーマパーク、ショッピング、大自然の

魅力、高品質のリゾート等） 
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（７）オーストラリア 

 

 ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

３０歳代～６０歳代の

富裕層の家族旅行 

中国、東南アジア、米国、

カナダ、太平洋諸国 

「スキー＋日本」のユニークな体験（温泉、

日本の食、伝統文化体験等）、ゴールデン

ルートとセカンドゴールデンルート（高山、白

川郷、金沢、伊勢・志摩、熊野古道、高野山

等）の組合せ、四季の多様性（桜、紅葉、

雪） 

６０歳代以上のシニ

ア層 

中国、東南アジア、米国、

カナダ 

「スキー＋日本」のユニークな体験（温泉、

茶道、着付け等）、ゴールデンルートとセカ

ンドゴールデンルート（高山、白川郷、金

沢、伊勢・志摩、熊野古道、高野山等）の組

合せ、伝統文化、日本の食、四季の多様性

（桜、紅葉、雪） 

重

点 

２０歳代～３０歳代の

アウトドア嗜好層 

中国、東南アジア、米国、

カナダ、太平洋諸国 

スキー・スノーボード、冬以外のアウトドア・

アドベンチャー（北海道、長野、沖縄等／ラ

フティング、キャニオニング、ハイキング、ス

クーバ・ダイビング、エコツアー等）、クール

ジャパン（ファッション、テクノロジー、アニメ

等） 

 

（８）米国 

 

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

高所得、高学歴（世

帯年収１０万米ドル

以上、大卒以上、ニュ

ーヨーク・シカゴ・サン

フランシスコ・ロサン

ゼルス等都市圏在

住、４０歳以上） 

アジア、中東 
伝統文化（京都の寺社仏閣等）と現代文

化（東京）の体験、日本の食、アート 

重

点 

ＳＩＴ旅行（＊）及び特

定市場 
アジア、欧州、中東 

安全・安心、Ｖａｌｕｅ ｆｏｒ Ｍｏｎｅｙ、スキ

ー、ダイビング、アニメ、教育等 

アジア系米国人 中国、台湾、タイ 

初訪日者はゴールデンルート、リピータ

ーは北海道や九州等の地方の自然体

験、関東地方の日本食・買い物・温泉 
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（９）カナダ 

  

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

高所得、高学歴の中

高年層（４５歳～６４

歳、主に白人系） 

中国、香港、タイ 

洗練された伝統文化、歴史的建造物など

の観光資源、日本の食、良質な観光イン

フラ、安全で清潔、世界的評価の高いホ

スピタリティー 

アジア系カナダ人

（香港系、中国系、台

湾系） 

中国、香港 

流行の最先端を行く現代文化、多様な観

光資源、都市観光、温泉、日本の食、ショ

ッピング  

重

点 

教育旅行（主に高校

生） 
中国、欧州 

安全で清潔、高い教育効果が見込める

歴史的・文化的資源の豊富さ、体験学

習、ホームステイ、姉妹校との交流等 

 

（１０）英国 

 

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

５０歳代～６０歳代の

富裕層 
中国、タイ 

洗練された伝統文化（寺社仏閣・文化体

験・芸術・日本の食・日本庭園等）と「クー

ル」で最先端を行く現代文化の共存（アー

ト、建築、映画・アニメのポップカルチャ

ー、日本の食、癒し等） 

２０歳代の高学歴の

青年層 
中国、タイ 

重

点 

ＳＩＴ旅行（＊）（ウィン

タースポーツ） 
欧州、北米等 

冬季の旅行先としての優位性（パウダー

スノー、設備、ホスピタリティー等） 

 

（１１）フランス 

 

 ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

５０歳代～６０歳代

の伝統文化と現代

文化に強い関心の

ある富裕な中高年

層 

中国 

個人旅行が楽しめる清潔さと安全性、良

質なサービス、Ｖａｌｕｅ ｆｏｒ ｍｏｎｅｙ、整備

された観光インフラ 

２０歳代の日本の伝

統文化・現代文化に

強い関心のある青

年層 

タイ、ベトナム 

四季の多様性、洗練された伝統文化と「ク

ール」で最先端を行く現代文化の共存、ポ

ップカルチャー、安全性 
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（１２）ドイツ 

 

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

３５歳～６０歳代の富

裕層（地方中核都市

在住の月収２，５００

ユーロ以上の層が中

心） 

中国、香港 
伝統文化と現代文化の融合（異文化体

験、温泉を軸に自然と健康・食等） 

重

点 
２０歳代の高学歴層 米国 

漫画・アニメを中心とするポップカルチャ

ー 

 

（１３）マレーシア 

 

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

家族旅行（中華系） 韓国、中国、台湾、豪州 

家族で楽しめる日本ならではの観光素材 

（テーマパーク、ショッピング、自然、高品質

のリゾート） 

２０歳代～３０歳代の

カップル・友人同士 
韓国、台湾、豪州 

学校休暇期以外のオフ期対策の対象ター

ゲット、日本の食、癒し（ヒーリング）、ディス

カウントストア、アート、ファッション 

重

点 

教育旅行 中国、豪州 
他国にない日本ならではのカリキュラムを

特色とした活動内容 

家族旅行（ムスリム

系） 
韓国、台湾、豪州 

家族で楽しめる日本ならではの観光素材 

（テーマパーク、ショッピング、自然、高品質

のリゾート） 

 
（１４）インド 

 

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

デリー、ムンバイ都

市圏在住の高学歴

富裕層 

シンガポール、欧州、 

米国 

日本特有の自然、四季の多様性、潜在的

な憧れ（いつかは行ってみたい国）、ショッ

ピング、広島・長崎への関心・ハイテク産業

への興味 

重

点 

デリー、ムンバイ以

外の都市圏在住の

上位中間層 

中国、タイ、シンガポール 

家族で楽しめる観光素材（テーマパーク）、

日本ならではの都市観光（ショッピング・文

化） 
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（１５）ロシア 

 

  ターゲット 主要競合国・地域 観光目玉 

最

重

点 

ウラル以西在住の３

０歳代～５０歳代の

富裕層 

中国、タイ 

洗練された伝統文化（寺社仏閣・文化体験・

芸術・日本の食文化・日本庭園等）と「クー

ル」で最先端を行く現代文化（アート、建築、

ゲーム・アニメのポップカルチャー、日本

食、癒し等）の共存 

重

点 

極東在住の３０歳代

～５０歳代の富裕層 
韓国、中国、タイ 

洗練された伝統文化（寺社仏閣・文化体験・

芸術・日本の食文化・日本庭園等）と「クー

ル」で最先端を行く現代文化（アート、建築、

ゲーム・アニメのポップカルチャー、日本

食、癒し等）の共存               

 

＊ ＳＩＴ旅行：スペシャル・インタレスト・ツアー。特定のテーマや目的を伴って実施する旅行。 
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（別添２）平成２３年度事業計画（ＭＩＣＥの誘致・開催支援業務） 
 

 昨年の「Ｊａｐａｎ ＭＩＣＥ Ｙｅａｒ」による海外ＰＲ活動を踏まえ、国際会議やインセンティブ旅行（企業報

奨旅行）、企業会議等ＭＩＣＥ全般の誘致活動を積極的に進めるとともに開催・受入に関する支援を行

う。 

特に、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の影響により、日本開催が決定した多くの国際会

議などの中止や延期の機運が高まり、予定通りの開催のための支援を積極的に展開する必要があるこ

とに鑑み、開催支援にも注力する。 

これらを通じ、ＭＩＣＥ推進の一環として国内啓発活動を含めて関係機関との連携など官民一体となっ

た取組みを行う。 

主として行う事業は以下のとおり。 

 

１．国際会議情報の収集、ソフトインフラの整備 

（１）各種データベースの充実 

 国際会議誘致に係わるマーケティング活動の基礎となる調査・データ収集の充実を図るため、国際会

議データベースの整備・充実及びコンベンション統計データベースの作成を行う。 

 

（２）国際会議開催情報及び誘致・開催支援情報の発信 

 国内外のコンベンション開催状況についてとりまとめた「国際会議統計」や、日本で開催が決定してい

る国際会議情報を機構のＷＥＢサイト上に登載し、積極的な情報発信を行う。また、将来的に国際会議

を開催する可能性のある国内の学協会等会議主催者に対し、国際会議の誘致及び開催の際に活用で

きる国際会議観光都市のサービス等を、同じくＷＥＢサイト上で情報発信するとともに、国際会議開催の

ノウハウや動向等を紹介したニュースレターを発行する。 

 

２．プロモーションの強化 

（１）海外でのＭＩＣＥ見本市出展及びセミナー開催 

 「ＩＴ＆ＣＭ Ｃｈｉｎａ」（上海）、「ＩＭＥＸ」（フランクフルト）、「ＩＭＥＸ Ａｍｅｒｉｃａ」（ラスベガス）等の海外のＭ

ＩＣＥ見本市に出展し、ＭＩＣＥ開催国としての日本の魅力に対する認知度向上を図るとともに、ＭＩＣＥ誘

致に係わるセールスリードを得る。また、有力なインセンティブ旅行市場である韓国等アジア地域におい

てインセンティブセミナーを実施する。 

 

（２）国際会議及びインセンティブ旅行の誘致のためのキーパーソン招請事業 

 国際会議の開催地決定やインセンティブ旅行の訪問地決定に大きな役割を果たすキーパーソン招請

事業を、地方自治体等と連携して実施する。 

 

（３）国際ミーティング・エキスポの開催 

 国内唯一のコンベンション見本市・商談会である「国際ミーティング・エキスポ」（ＩＭＥ）をＪＣＣＢ（日本コ

ングレス・コンベンション・ビューロー）と共催する。 
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参考資料２４  運営費交付金の算定ルール                           

 

［運営費交付金の算定方法］ 

運営費交付金 ＝ 人件費（Ａ）＋ 一般管理費（Ｂ）＋ 業務経費（Ｃ）－ 自己収入（Ｙ１）

 － 運営費交付金対象外事業収益（Ｙ２） 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

１．人件費（Ａ）＝ 当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等  

（１） 当年度人件費相当額 ＝ 前年度基準給与総額 × 人件費調整係数ｓ 

  ＋ 退職手当等所要額 

（イ） 前年度基準給与総額 × 人件費調整係数ｓ 

         （ロ） 退職手当等所要額 

退職手当：当年度に退職が想定される人員ごとに積算 

（２） 前年度給与改定分等 

           昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額 

         なお、昇給原資額及び給与改定額は運営状況を勘案して措置することとする。 

         運営状況等によっては、措置を行わないことも排除されない。 

 

２．一般管理費（Ｂ） 

前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く） × 一般管理費の効率

化係数α × 消費者物価指数δ ＋ 当年度の所要額計上経費 ± 特殊要因 

 

３．業務経費（Ｃ） 

前年度業務経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く） × 業務経費の効率化

係数β× 消費者物価指数δ × 政策係数γ ＋ 当年度の所要額計上経費 ± 特

殊要因 

 

４．自己収入（Ｙ１） ＝ 運営費交付金を財源として実施する事務・事業から生じるであろう自己収

入の見積り額 

・ ２０年度は、過去実績等を勘案し見込額を計上。 

・ ２１年度以降  ＝ 前年度自己収入 × 収入政策係数ｙ１ 

 

５．運営費交付金対象外事業収益（Ｙ２） ＝運営費交付金を財源として実施しない事務・事業から

生じるであろう自己収入 － 当該収入に係る支出 

・ ２０年度は、過去実績等を勘案し見込額を計上。 

・ ２１年度以降  ＝ 前年度当該自己収入 × 収入政策係数ｙ２ 

    － 前年度当該自己収入に係る支出               

 注：本収益がマイナスの場合には０とする。 

 

人件費調整係数ｓ          ：毎年度の予算編成過程において決定 

一般管理費の効率化係数α         ：毎年度の予算編成過程において決定 

業務経費の効率化係数β   ：毎年度の予算編成過程において決定 

消費者物価指数δ  ：毎年度の予算編成過程において決定 

政策係数ｒ  ：毎年度の予算編成過程において決定 

自己収入政策係数ｙ１  ：毎年度の予算編成過程において決定 

    〃      ｙ２  ：毎年度の予算編成過程において決定 

所要額計上経費：公租公課、事務所借料の所要額計上を必要とする経費 

特殊要因：新規・拡充事業費等特殊な要因により必要となる経費について、毎年度の予算

編成過程において決定 
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［中期計画予算の見積りに際し使用した具体的係数及びその設定根拠等］ 

 

 

【注記】前提条件 

・人件費調整係数ｓ         ：中期計画期間中は対前年度０．９９として推計 

・一般管理費の効率化係数α  ：平成２０年度は対前年度０．９２、平成２１年度以降は対前年 

度０．９８として推計 

・業務経費の効率化係数β   ：平成２０年度は対前年度０．９３、平成２１年度以降は対前年 

度０．９９５として推計 

・消費者物価指数δ        ：中期計画期間中は１．００として推計 

・政策係数ｒ                 ：中期計画期間中は１．００として推計 

・自己収入政策係数ｙ１    ：中期計画期間中は１．００として推計 

・    〃   ｙ２             ：中期計画期間中は１．００として推計 

                          （但し、観光情報提供事業収入は２０年度収入見込額に対し、 

２１年度以降、対前年度２，０００千円増として推計） 
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機構関連の用語集  ※あいうえお順                                

 

・インバウンド 

外国から「内に向かってくる（ｉｎｂｏｕｎｄ）」旅行者の流れのこと。日本から見ると、訪日外国人旅行者を

意味する。 

 

・キーパーソン 

国際会議等の開催地決定のカギを握る人物のこと。具体的には国際団体の会長、事務局長、候補地

選定委員クラスを指す。 

 

・国際会議観光都市 

「国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等による国際観光の振興に関する法律（通称はコンベ

ンション法）」に基づき、観光庁長官が国際会議施設、宿泊施設等のハード面やコンベンションビューロ

ー等のソフト面が整備されており、「国際会議等の誘致の促進及び開催の円滑化等の措置を講じること

が国際観光の振興に特に資する」と認定した市町村のこと。 

 

・国際会議協会（ＩＣＣＡ） 

国際会議協会（本部：アムステルダム）は１９６３年設立の団体。会員は会議場、ビューロー、ＰＣＯ、ホ

テル、旅行会社、航空会社、関連サービスの７業種に分類され、総会等を通じて相互の情報交換、産業

発展のための諸活動を行っている。 

 

・国際団体連合（ＵＩＡ） 

国際団体連合（本部：ブリュッセル）は１９０７年に設立された団体。世界の組織団体が開催する会議

の統計を取り、毎年発表している。毎年発行の「Ｙｅａｒ Ｂｏｏｋ ｏｆ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎｓ」は

公的及び民間の各種国際団体に関する詳細な情報を網羅している。 

 

・コンベンション 

相当数の人が参加する会議、シンポジウム、フォーラム等を総称した用語のこと。これらの開催にあ

わせて観光や交流を目的とした旅行やレセプション等の催しが実施されるため、裾野の広い経済波及

効果が見込まれ、地域経済の活性化に寄与している。海外からの相当数の外国人の参加が見込まれ

るコンベンションを国際コンベンションと呼ぶ。 

 

・ターゲット・セグメント 

 プロモーション等のマーケティング活動における消費者を属性で分類した同質集団。 
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・ダイレクトマーケティング 

ＷＥＢサイト等を活用し、より直接的に、消費者情報を収集するプロモーション戦略のこと。特定の消

費者を対象とし直接的な反応を獲得し、プロモーションに活用するマーケティングの方法。 

 

・ツアーオペレーター 

 不特定多数の旅行者を対象に旅行を企画し、その手配を行う旅行業者のこと。商品をつくるだけで販

売を行わない卸専門（ホールセラー）の業者と、販売まで行う小売（リテーラー）兼務の業者の二種類に

分類出来る。日本ではホールセラーとリテーラー兼務の業者が多い。 

 

・通訳案内士 

報酬を受けて外国人に附き添い、外国語を用いて旅行に関する案内をする業のこと。通訳案内士を

営むには観光庁長官が行う試験に合格し、登録申請書を都道府県知事に提出しなければならない。機

構が通訳案内士試験の実施を代行している。 

 

・独立行政法人通則法第４４条第３項 

独立行政法人通則法第４４条は「独立行政法人は、毎事業年度、損益計算において利益を生じたとき

は、前事業年度から繰り越した損失をうめ、なお残余があるときは、その残余の額は、積立金として整理

しなければならない。ただし、第３項の規定により同項の使途に充てる場合は、この限りでない。」と規定

しており、機構は主務大臣の承認を受けて、剰余金を海外からの訪日旅行の促進の効果が高く見込ま

れる海外宣伝事業費の使途に充てることが出来る。 

 

・ＭＩＣＥ 

企業などの会議（Ｍｅｅｔｉｎｇ）、企業の行う報奨・研修旅行（Ｉｎｃｅｎｔｉｖｅ Ｔｒａｖｅｌ）、国際会議（Ｃｏｎｖｅｎｔｉ

ｏｎ）、イベント・展示会・見本市（Ｅｖｅｎｔ／Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ）の総称。 

 

・ＰＣＯ 

「Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ Ｏｒｇａｎｉｚｅｒ」の頭文字をとったもので、コンベンション等を専門的かつ総

合的に組織・企画・運営する専門業者のこと。 


